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私の研究 ・教育遍歴
一 半世紀 を回想 して 一
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は じ め に
私 の研究 ・教 育遍歴 は約半 世紀 に及ぶ が,こ れ を回想 す るこ とで,私 の定
年 に よる退職記念 の論文 に替 えるこ とと したい。
「私 の研 究 ・教 育遍 歴」 とい うテ ーマ を思 いつ き,こ れ まで書 き込 んで き
た論文 を読 み直 して いる うちに,そ れ らの論 文 におい て,一 貫 して,「何 を
解 きたいのか」 を明 らか に し,ま た,そ のため の分析 フ レーム ワー ク,お よ
び,分 析 ツール を周到 に準備 してい る こ とに気 づ くことになった。 まった く
新 規の分野 を手掛 ける こ とが多か ったため,ま ず,そ の全体 像 を掴 み,混 沌
とした中か ら,本 筋 を見 出 し,そ れ を整理,体 系化す るための作業 を行 って
い る。
「研究の全体像を掴む」
私 自身,実 にさま ざまな分 野の研 究 に挑 戦 しているが,そ の際,私 が必 ず
行 なったの は,ま ず そ の研 究 の全 体像 を把握 す る こ とで あ った。 その場 合,
その分 野 で通用 してい る 「常識」,「通説」 に問題 はないのか,そ の見直 しを
忠 実 に実行 してい る。優 れ た論文 の場合,『 「何 」 を,ま た,「 なぜ」 解 きた
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いのか』,その問題意識が明確で,そ の分析 のための方法論,ア プローチ,
さらに,そ のためのツールを提示 している ものが多い。A.D.チャン ドラー,
H.1.アンゾフの論文はずば りその ものであった。 これ らの論文の場合,何
度か繰 り返 して読み直す ことにより,そ の全体像が見えて くる ものである。
もとよ り,ど のように優れた論文であって も,完 全無欠ではあ り得ず,必 ず
何 らかの問題点,欠 陥を内包 していることにも気づ くことになった。そこで
は,繰 り返 し読み直すべ き論文か否かを判別する能力は不可欠 となる。
その種 の論文 に出会った場合,必 ず実行 したのは,そ の論文が発表 された
時期,時 代的背景 についての考察である。そこでは,そ の論者の著作 の時系
列的な考察 も併せ行 っている。経営史研究 を通 して身に着 けたこのや り方は
思い掛 けない成果 をもたらして くれることになった。社会科学系の論文の場
合,ど のように優れた論文で も,そ のままの形では,「国境 を超 える」 こと,
また,「時代 を超 える」 ことはで きない。
「分析視点を明確にする」
最初 の作 業 は,そ の研 究者が 「何 を解 きたいの か」 をその時代 的背景 に照
ら して確認 す る こ とであ った。 また,「解 い てい ない問題」が あ る とす れば,
なぜ解 こう と してい ないの か,解 く必 要 を感 じなかった とすれ ば,そ れ はな
ぜ な のか,こ の よう に,「なぜ,な ぜ 」 を連 発 し,そ の答 え を求 め なが ら,
その論文 が出版 された時代 の背後 にある さまざ まな問題 を徹 底 的に洗 い直 し
てい くうち,こ れ ら 「なぜ」 のか な りの部分 は解 消 され るこ とにな った。 も
とよ り,こ の迂遠 な作 業 は,繰 り返 し,繰 り返 し読 み直す こ とに よ り,始 め
て実 を結 ぶ もの であ る。そ の研 究者が,そ の後 にお いて,新 しい事態 に直面
し,こ の問題の存在 に気 づ き,そ の問題 を解 くことを迫 られ た場合,ど の よ
うに解 くだろ うか,優 れ た研究 者の場合,方 法論 アプ ローチ,そ のための
ツールの設 定が 明確 で あるため,必 ず何 らかの ヒン トを提供 して くれ るこ と
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にな った。 そ こで,優 れた研 究者 に出会 った場 合,ま ず,そ の方法論 を徹底
して学 び取 る こ とに専 念 してい る。
「時間を超 える」一 方法論の確立,分 析 ツールの開発 ・提示
このような優れた研究者で さえ,そ の時代的背景の変化 を読み取 ることな
く,解 かないまま放置 している問題 も数多 く見 られた。私 としては,そ の反
省の上 に立 って,公 表 した論文が,少 な くとも10年以上は社会的に通用する
ということを心掛けなが ら,研 究 を行なうとい う姿勢 を貫いている。方法論
の枠組みさえ しっか りと構築 しておけば,こ のことは十分 に可能であ り,そ
の段階で私が提示 した方法論sそ れ を体現 した さまざまなモデル,さ らに,
ツールは現在で もほとんど無修正の まま通用 している。この ことは筆者の研
究が 「時代 を超 える」 ための基礎作業であったことを意味 している。
「国境を超 える」一 輸入学問の宿命
マ ー ケテ ィ ング論 とか,経 営 学 の分 野 は典 型 的 な輸 入学 問の範疇 にあ り,
日本で は,ど う して も,『「経営 学」・学』 的 な特性 が強 くならざる を得 ない。
この ことは皮相 的 な レベルで,米 国のマー ケテ ィ ング論,経 営学 を受 け止 め
る場 合,し ば しば生 じる問題で あ る。米国の経営学 自体 ロー カル な研 究 と し
て の特性 を強 く持 ってい る。 ここでは,そ の研 究 の国境 を超 えての移転 をめ
ぐって,「ロー カル」 か ら 「ローカル」へ の移転,「 ロー カル」 か ら 「イ ンタ
ー ナ シ ョナル」 へ の昇華 が問題 とな らざる を得 ない。そ こでは,そ の研 究が
「国境 を超 える」 ための基礎作業 が必 要 であ る。
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「米国経営学の展開を辿る」
ここで,米 国の研究の 「ローカル性」の一例 を挙 げておこう。米国経営学
は作業管理 一 生産管理 一 経営管理の系譜 を辿 ってお り,生 産に関わる研究
がその基軸 に据 えられていて,市 場問題 についての研究がその中核 に織 り込
まれるのは時間的にはかな り後の ことになる。 しか し,そ れ自体,国 境を超
えて,経営学本来のあるべ き姿 として受け止めるには,か なりの無理がある。
そこには,米 国経営学の成立 を規定する固有の条件があるか らである。なぜ
作業 ・生産管理からスター トす ることになったのか,そ の条件 を洗い直す こ
とか ら始めると実 に多 くの ことが分かって くる。そこでは,時 代 的背景の徹
底的な洗い直 しが最初の作業 となる。
米国は,そ の建国以前,お よび,そ の当初,ヨ ーロ ッパ系の移民を大量 に
受 け入れている。見方 を変えれば,膨 大な需要が ヨーロ ッパか ら移転 して き
たことになる。しか し,この需要 を充たすための生産 ない し生産技術の移転,
熟練労働者の移転はほとん どなかった と言ってよい。ここでは,当 然,需 要
と供給のアンバ ランスが問題 とな り,米 国にとっての当時の最大課題 はこの
膨大 な需要 をいかに充足す るかにあ り,作 業,生 産 に関わる問題が前面に出
て くるのはむ しろ当然の成 り行 きであった。ここでは,起 業家の活躍の場が
提供 される。 もちろん,ヨ ーロッパでの生産方式は採 り得ない。その時点で
考え られたのが,豊 富 に存在す る未熟練労働力 を活用 しての生産であった。
その鍵は作業 ・工程の極度の細分化 に求められた。そ こでは,作業の標準化,
規格化が進行する。作業者が何 をなすべ きかを規定 したマニュアルが作成 さ
れる。そのマニュアルによって,初心者で も作業 を進めることが可能 となる。
また,隣 り合った作業者の言葉が通 じな くて も作業は進行可能である。多数
の部品が生 まれ,そ の組み立ても重要な作業の一部 となる。作業現場は ヨー
ロッパのそれ とは一変 した ものとなった。 まさに,イ ノベーシ ョンの胎動 と
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その新 しい展 開であ る。 「フ ォアマ ン」 の重 要性 が認識 され る。作業 の効率
を高 め るため,「時 間研 究」,「動作研 究」 が取 り入 れ られ る。 ここで は,米
国企 業 のアセ ンブ リー ・イ ンダス トリーの特 性が前面 に押 し出 される こ とに
なる。 この方 式 は,当 然 の こ となが ら,急 速 に さまざまな産業分野 に波 及 し
て い く。 その後,こ の標準 化,規 格化 を伴 う生産方式 が大量生産方式 に繋が
ってい く。 これ ら一連 の動 きは どれ を とって も,す べ て当然 の成 り行 きとい
うべ き もので ある。企業経 営 に関す る研 究者 たちの関心が この作業 ・生産面
に集 中す るこ ともまた当然で ある。私 自身,決 して奇 を街 った研究 は行 なっ
て い ない。 解 きたい問題 を提 示 した後 は,「 なぜ,な ぜ 」 の疑 問 に答 えて,
「自然の理」 に従 って,答 を引 き出 してい るだけであ る。
多 くの研 究者が テ イラー ・システムか らフォー ド ・シス テムへ の移行 を論
じてい るが,そ の場 合,そ の視 点 はあ くまで も生産 問題 に向 け られて いる。
ここに も研 究者 にあ りが ちな 「思 い込 み」が見 られ る。 うっか りす る と,こ
の 「思 い込 み」 に気づ か ない まま,分 析 を進 めて しま うことが いか に多 い こ
とか。 これ ら研 究者 の多 くは フ ォー ド社 の成功 の鍵 をフ ォー ド ・シス テム と
い う 「生 産 システム」 の確 立 に求 めて いる。果 た してそ うか。私 の場 合,そ
の成功 の鍵 は 「モ デルTの 開発 」 とい う まさにマ ー ケテ ィングの範疇 に属
す る 「新 製品 開発」 に求め られるべ きで ある と考 えている。 この こ とは 「モ
デルTの 開発 」 と 「フ ォー ド ・シス テムの構築 」 の関係,さ らには,両 者
の前後 関係 を考 察す れ ば 自つか ら明 らかで あ ろ う。1908年のモ デルTの 発
売後,注 文が殺到 し,供 給 不足 の状 態が恒常化 す る。 ここで,そ れ を克服す
るための フ ォー ド ・シス テムの構 築が急が れる こ とになるが,フ ォー ド ・シ
ス テム の完 成 は1915年まで待 たね ばな らない。 この よ うに,「 フ ォー ド ・シ
ス テ ム」 は明 らか に 「モデ ルTの 開発」 に よる需 要殺 到 とい う市場 問題 に
よって規 定 される とい う側面 を強 く持 ち,テ イ ラー ・システム と同一線上 で
把握 され こ とには無理 が ある。 さ らに,こ こで採用 された大量 生産方式 は供
給過剰 を もた らす必然性 を内包 してお り,こ れ を契機 と して,市 場 面の研究
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が前 面 に躍 り出て くる ことになる。
「経営学 とマーケテ ィング論 を リンクす る」
以上の考察に も明 らかなように,米 国での経営学研究が作業管理 一 生産
管理 一 経営管理(生 産面 を軸 とす る)一 全般的経営管理(市 場面 をも包摂
しての)と しての展 開 を辿 るの も,ま た きわめて当然 の成 り行 きである。
「マーケテ ィング論」 は 「経営学」が市場問題 を中心課題 として取 り上 げて
いない段階で,そ の間隙を縫 って登場 して きたという側面を持ち,今 日の よ
うに,「経営学」 自体が市場問題 を真正面か ら取 り上げるようになると,「経
営学」 と 「マーケテ ィング論」 との境界線は次第に曖昧 なもの となる。両者
がその独 自性 を主張 し合い,成 果の共有 を拒み合 うとい う立場は,早 晩,相
互補完 とい う立場 に向けて是正 され ざるを得 ない。以上のことは,私 自身が
「経営史」,「経営学」,「マーケティング論」 を並行 して学習 したことによる
1つの重要な帰結 と言 うことがで きる。
しか も,こ こで注意 してお きたいのは,こ の展開の系譜 は明 らかに米国固
有の条件 によるものであって,あくまで もロ,__..カルな特性を持つ ものであ り,
国際的な普遍性を持つ ものではない ということである。 このことを明確 に把
握することこそが,国 境 を超 えての一般化,普 遍化の第一歩 となる。さらに,
この一般化,普 遍化 を進めるためには,当 然のことなが ら,通 例 しば しば採
られる皮相的なアプローチでは重大 な問題が残 り,そ こでは,一 層高度の抽
象化が不可欠 となる。
私が この点 に着 目し得 たのは,あ る一つの偶然か らである。私が 日本経済
新聞社か ら 「世界の 自動車産業発達史」の執筆依頼 を受けた折,自 動車開発
の原点が ヨーロッパにあ り,そ の自動車が ヨーロッパか ら導入 され,米 国に
定着 してい くプロセスを丹念に洗い出す機会 を持 ち得たことによる。 日本 に
とって,経 営学は輸入学問の典型であ り,前述 した ように,『「経営学」・学』
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に陥 り易い。米国経営学 自体が所詮 「ローカル」 な特性 を持つに過 ぎない以
上sこ れを機械的に日本に持 ち込む ことでは問題 は解決 しない。「イ ンター
ナショナル」な ものに構築 し直すためには,当 然のことなが ら,高 度の抽象
化が必要 となる。米国の場合,現 実の問題の解決に向けて,研 究がスター ト
しているのが一般的である。 ここで提起 された方法論,ア プローチ,問 題解
決のためのツールはあ くまで も米国における現実の問題解決のための もので
あ り,こ れを日本での問題解決に機械的に適用す る場合,な ん らかの 「答」
を引 き出す ことはで きて も,真 に解決 したい問題 を解 くことにはならない。
その意味では,日本における真の問題解決のためには,それに必要な方法論,
アプローチおよびツールの独 自の開発,構 築が不可欠であ り,それを受けて,
アメリカ生 まれの方法論,ア プロ._._チ,ツールの利用可能性が問題 とされる
に過 ぎない。
「独 自の方法論,ア プ ローチ,分 析 ツール を開発 する」
私 の場 合,必 ず と言 って よいほ ど,「何 を解 かねば な らないのか」,「また,
何 を解 きた いのか」 を明確 に意識 す る こ とか ら研 究 をス ター トさせ てい る。
その場 合,究 明 したい問題 について,ま ず,現 在 自分 が持 ってい る知識,エ
ネルギ ーを総動員 して,そ の輪 郭,全 体像 を描 き出す努力 を試 み ている。そ
の際,「 独 断 と偏 見」,さ らには,「直感 」 を軽 視す る こ とは ない。 む しろ,
これ こそが新 しい切 り口 を見出す鍵 となる こ とが多 い。 まず,大 胆 な仮説 を
設定 し,反 面,そ れ だけにs細 心 に,あ らゆ る角度 か ら徹底 的 に検証 す る姿
勢 を とっている。
私 の設定す る仮 説 はすべ て,ま ともに問題 に取 り組 む場 合,注 意深 い研 究
者 な ら誰 で もが当然気がつ か なけれ ばな らない種 類の ものであ る。
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「大胆な仮説の設定 と精細な検証」
大 胆 な仮 説 を立 て,行 論 を進 め る場 合,必 ず と言 って よい ほ ど,「潰 し」
の ための連合体 が出現す る。 これ らのメ ンバ ーが権力 を持 ってい る場 合,一
層始 末 に負 えない存在 となる。私の数 々の挑 戦 は まさにこれ らの権威 との戦
いで もあ った。 この戦 いのため には,ま ず,明 確 な分析視 点 お よび フ レーム
ワー クの構 築,論 題 を規 定 してい るキ ー ・フ ァク ター,そ れ を取 り巻 くサ
ブ ・キ ー ・フ ァクター の確 認 とそ れ につ い ての徹 底 した検 証 が不 可 欠 とな
る。
「図 ・表の創作 と事例研究の駆使」
後出の 【4】「国際経営論研究への挑戦」 に関 してはi20以上の図 ・表 を
作成,提 示 してお り,そ のほとんどは私 自身の 「オリジナル」 と言ってよい
図 ・表によって占められている。未知の分野に向けて挑戦 し,新 しい問題提
起 を行 なうためには,そ のための ツールの開発は不可欠であ り,私 の場合,
周到に準備 した事例研究,図,表 をふんだんに活用 している。 これ らの図表
については,【31,【4】の部分で,そ の系統図を付 して詳細 に紹介 してい
るので,そ れを参照 されたい。
以上 は,私 の研究 ・教育 に対 し,貫 いて きた基本的姿勢であ り,こ の基本
的姿勢 は私の生 き様 とも密接不可分の関係 にある。私 自身,自 分の論文が完
成 した段階で,関 心 は次 ぎの新 しい研究テーマに移ってお り,書 き上げた も
のについて,そ れ を再度読み直す とい うことはほ とんどなかったが,今 回,
自分が書いた多 くの論文 を熟読することにより,多 くの もの を再学習するこ
とになった。選んだテーマ 「私の研究 ・教育の回想」に感謝である。
大学院進学後,研 究,教 育に携わって以降,そ の間で発表 した著書,論 文
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は相当数 におよぶが,そ の中から,私 の研究上,教 育上の遍歴 を代表する主
要な論文 を中心 として,い くつかのジャンル別に分類 し,そ こでの動機,狙
い,背 景(時 代的背景 をも含めて),お よび,そ の主 旨,内 容 を紹介するこ
とにより,私 の半世紀 にわたる研究 ・教育遍歴を辿ることを思い立った。こ
こに掲載 した諸論文 は,本 格的な論文 を中心 として構成 されている。 また,
それ らの論文が拠 って立つ方法論,ア プローチ,さ らには,ツ ールが明示で
きる よ う,特 に強調 してお く必 要が あ る もの につ い て は,『原 文 の ま
ま … 』 とい う括弧 つ きの形 で,抽 出,表 示す ることに した。 ここで,
『原文』 を重視 したのは,現 在 に合わせての 「書 き換 え」 を避 けるためのも
ので もある。
本稿での大項 目は 「挑戦」 とい う分類で総括 している。その場合,対 象 は
多面 にわたってお り,文 章中にも,さ まざまな内容を持つ記述が包含 されて
いるため,そ れを整理する意味で,文 中に付 した 「小見出 し」 には,論 文内
容の紹介それ自体 については囲印,そ の執筆 に関わる背景,動 機(個 人的動
機 をも含 む)他 に言及 した ものについては●印,執 筆をめ ぐって想起 した個
人的感慨の強いものについては★印を書 き込んで便宜上の 目安 とした。
【0】研究 ・教育遍歴 に向 けての助走
私 自身,出 生地は岡山県津山市であ り,旧 制から新制に移行 して直後の新
制津山商業高等学校の卒業である。当時 としては,家 業を継 ぐため,商 業学
校に行 くとい うことは至極当た り前のことであ り,そ の場合,父 親の決定は
絶対的であった。商業学校 ～商業高校の6年 間を通 して,首 位 を明け渡すこ
とがなかったため,商 業高校の卒業間際になって,担 任の恩師が私の大学進
学を勧めるため,連 日にわたって父親の説得 にあた り,父 親の根負け と翻意
によって,急 遽,大 学への進学 を目指す ことになった。結果的には,こ の方
向転換が私の新 しい ものへの挑戦の第一歩 となった。
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大学進学後,「会計学ゼ ミ」 に参加 したのは,商 業高校での実績 を踏 まえ
たものである。「簿記」,「そろばん」は商業高校 の必須科 目であ り,そ の中
核 に据 えられていた科 目であった。当時,商 業学校 では,『読み ・書 き ・そ
ろばん』 との言葉に示 されるように,実 学を中心 としてカリキュラムが組 ま
れてお り,私 として も,も っとも力 を入れて学習 した科 目であった。「簿記」
はほとんどマス ターの域 にあ り,その際 併せて練習 した 「そろばん」では,
読み上げ暗算3段 を始め として,各 種 目で段位 を取得 している。
「そろばん」を通 して学んだもの★
この 「そろばん」では忘れ得ない想い出がある。下 らない権威 を振 り回す
人達への反発 と,反 骨精神の芽生 えである。「そろばん」は 「珠算」 とい う
名で,正 規の教科 に組み込 まれてお り,私自身,当 初はまった くの不得意で,
教師か ら注意 を受けたのが発奮の きっかけ となった。直ちに,ク ラブ活動 と
しての 「珠算部」への入部 を申し出たが,偶 々そこにいた上級生が思いつ き
のテス トを行 って,テ ス トの不出来 を理由に入部 を断 られることになった。
「下手だか らこそ入部 を希望 したのに断るのは」 と実 に腹立 た しく,そ の 日
の うちに,街 の私塾への入塾 を決め,そ れを機 に,ま さに,「そろばん」三
昧,早 朝起 きて 「そろばん」,また,授 業の間の休憩時間 も 「そろばん」,放
課後 も夜10時ごろまで,塾 で 「そろばん」,まさに,「寝ている時以外 はそろ
ばんに没頭する」 といった精進の結果,塾 の教師にもその上達振 りが認め ら
れ,そ の勧めによって,2ヶ 月後 に実施 された検定試験では,3級 を飛び越
して2級 を受験 し,そ こで,見 事,合 格 をかち取 ることになった。私にテス
トを課 した上級生は3級 どまりで,学内で2級 合格者は唯一人,その時点で,
請われて,珠 算部への入部 を果たすことになった。その時の約束は 「入部 を
希望する生徒は誰で もまず入部 させる」 とい うこ とであった。 また,当 時,
「そろばん」では,県 下で まった く無名の存在であった津山商業 を県下で も
有数の レベルまで持 ち込むことになった。段位取得 はその頃の成果である。
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この時の実体験 こそ,い たず らに権威 を振 り回す人達の正体 を見極めた瞬間
で もあった。真正面か ら取 り組めば,「何事 も成 らざることなし」 とい う確
信 を持 ったの もまさにこの時である。「火事場の馬鹿力」は誰 にも具わって
いる能力であ り,教 師たるもの,こ れを見落 とすべ きではない。私 自身,学
生のこの種の力をいかに引 き出すかが教師 としての責務 と考 えている。
こういった商業高校での経験 を活か して,大 学では,ゼ ミナールとして,
迷 うことな く,田 島四郎教授の会計学ゼ ミを選ぶ ことにした。 また,ク ラブ
活動 としては,「みな と横浜」 にちなんで,貿 易研究部 に入部 し,何 度か,
研究 レポー トを部の機関紙 に掲載す る機会 を得た。その後の貿易経営論 との
出会いも単 なる偶然ではなかったようである。
何 しろ,私 自身,田 舎か らの 「ぽっと出」で,た とえば,「港湾論」 を履
修 した際,学 年末に 「エ ッセイ」の提出を求められ,「エ ッセイ」が 「随筆」
に加 えて 「小論文」 の意味が持 っているのを知 らないまま,ま さに 「随筆」
その ものを提 出 して しまうということがあった。その後,間 もな く,非 常勤
の担当教員か ら呼び出 しを受 け,「エ ッセ イ」 には 「小論文」 とい う意味が
あることの懇切 な説明を受け,「しか し,そ れに も拘 らず,大 変面白 く読 ま
して もらった。単位 は出 しておいたか ら」 と評 された。 この時点で,「大学
教育の何 とも言えないの どかさ,面 白さ」,さらには,「大学の教師の 自由な
あ り方」 にも大 きな興味を持つ ことになった。
卒業論文 としては,「当期業績主義 と包括主義」(利益計算のための評価に
関わる主張の違いをめ ぐるもの)の テーマを選 び,4年 次夏休み前の中間報
告会で,田 島教授か らも 「中々よくで きている」との評価 を得た。自分 自身,
もしか して,研 究者,教 員 として身を立てるのに向いているのではないかと
思いついたのはこの時である。「港湾論」での体験 もこの思いつ きに深 く関
わっている。
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大学院進学の決断★
そこで,大学院への進学 を目指す ことにな り,研究 に合った大学院 として,
東京大学大学院,一 橋大学大学院,神 戸大学大学院を選び,受 験 した。神戸
大学大学院では ドイツ語では大失敗 し,後 述す るように,お 情けで入学 した
ようなものであったが,東 大,一 橋大学大学院では,い ずれも外部か らの受
験者 としては最上位で合格 し,最終的には,東 京大学大学院を選ぶことにし
た。一・橋大学大学院の試験の結果は,田 島教授(一 橋大学卒業)の 友人で一
橋大学大学院在職の教官 を介 して,連 絡があった とのことであった。田島教
授が私に横浜市大への就職 を積極的に支援 したのはこの時の印象が強かった
ことによる。
当時,神 戸大学,一 橋大学大学院がいずれも20名近い院生 を受 け入れてい
たのに対 し,東 大大学院の場合,僅 か2名 と少 なくsそ れだけに,教 官によ
る個人的な指導が得 られ,ま た,自 由な研究がで きるのではないか という配
慮が選択の最大の決め手 となった。東大大学院においては,後述するように,
まさに少人数のメリッ トをフルに享受することがで き,ま た,極 めて恵 まれ
た条件の もとで研究者 としてのス ター トを切 ることになる。
【1】会計学,特 に,ド イツ会計学研 究への挑戦 一 修士論文 をめぐ
って 一
【1-1】「動態 理論 の本 質 と構造 」一 シ ュマ ー レンバ ッハ を中心 と して 一 昭
和33年度提 出の修士論文,東 京大学経 済学修 士 の学位取 得
【1-2】「ドイツ会計学 に関す る0考 察」一 シュマ ー レンバ ッハ を中心 として
一 雑誌 「企業 会計」 会計 セ ミナ ー/NO .8,1960/12月増刊,中 央経
済社,昭 和35年12月,AccountingDissertationのタ イ トルで収 録
(P70-78)
【1-1】は私 の研究 を規定 す る最初 の論 文で あ り,そ の論 文 は,後 述す る よ
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うに,こ れ までの 「ドイツ会計学」へ の アプローチの問題 点 を指摘 し,再 構
築 を試 み た もので ある。 【1-1】が修士論 文 の本体 で あるが,こ こでは,こ の
修士論 文 を要約 し,雑 誌 「企業 会計」 で公 表 した 【1-2】を中心 に紹介す る。





1,ニ ック リ ッシュ理論,
2,シ ュマー レンバ ッハ理論,
3,シ ュ ミッ ト理論
m経 営理論 と会計 理論 の概括 的理解
IVデ ィナ ミッシェ ・ビランツの本質
1,シ ュマー レンバ ッハの経 済性,
2,デ ィナ ミッシェ ・ビラ ンツ第7版
3,短 期損益計 算 と年次損益計 算,
4,デ ィナ ミッシェ ・ビラ ンツ第11版
本論 文 に関 して は,そ の動 機,狙 い,時 代 的背景,お よび,主 旨 を紹 介す
るにあ たって,ま ず,冒 頭 に,指 導教授,木 村先 生 の 「推 薦 の こ とば」,お
よび,衣 笠 自身の本論文 にお ける 「まえが き」 を原文 の まま掲載す る。
「推薦のことば」東京大学教授 木村重義(以 下,原 文のまま)●
『今回本誌の新 しい企画 として,大 学の学部,大 学院学生論文 を掲載する
ということについて,相 談をうけた。わた くしの指導下の優秀な論文で,要
約す るに適するものをとかんがえた結果,現 在,博 士課程在学の衣笠洋輔君
のいわゆる修士論文 を推薦す ることにきめた。同君の前書 きにあるように,
約10分の1程 度 に要約 したので,原 論文の感 じとすこ しちが った ものになっ
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たか もしれないが,ま た全体の趣旨が容易 によみとられるようになった とお
もう。
この論文は もと 「動態理論の本質 と構造」 という標題の昭和33年度修士論
文であったが,こ こに掲載するにあたって,標 題 を改めることに した。 もと
もとシュマーレンバ ッハ等の動態理論 を再吟味することが執筆者の企図であ
ったのであるが,原 論文において,そ こまで十分 に手が とどかず,要 約 にあ
たっては,な お さらその ことが十分 に顕 れな くなった。つ まり,動 態理論の
本質 と構造 との究明を目標 とする基礎工作がそれであって,そ れについての
本当の仕事はこれからであるという状態である。 しか しその意味で,ド イツ
会計理論 を考察する一つの立場が構築 されているとお もう。
執筆者の学問研究に関す る興味はそうとう広範囲にお よんである。わた く
しが学生にあたえる課題の一つは,し ば しば,財 務会計 と管理会計 との区別
の問題である。その区別 をどのようにすべ きか,ま た,究 極的にその区別が
どの程度重要であるかは,も とよ り学生諸君の研究の結果 となって出て くる
ものであ り,も ちろん,結 論への賛否は,研 究方法への評価 よりも軽い意味
の ものである。衣笠君は,こ の管理会計 と財務会計 との関係の究明 をほ とん
ど主題 として とりあげたと言って もよいが,そ れを ドイツ会計学 ・経営学 を
対象 としてあつかい,ま た,ア メ リカ会計学 ・経営学 を比較することを交錯
させている。
会計の本質観 は企業あるいは経営の本質観 についての哲学ない し仮定の上
に立たなければならない。この論文は ドイツ会計学の代表的な学者ニックリ
ッシュ,シ ュマーレンバ ッハ,お よびシュミッ トをとりあげ,た んなる紹介
ではな く論評 を加えている。結論をいそいではならないが,ま た,目 標や中
心点,あ るいは意図の明瞭でない叙述は,忠 実な紹介であっても論文 として
面 白みがない。 ここである学者が不当な評価 とか位置づ けをされる危険 もあ
るが,執 筆者はかな り沈潜,思 索 したことがみ とめられ,先 輩諸学者が暗黙
の うちに提示 しているが,ま だ後続の学者が とりあげていない諸問題 を,か
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な らず しも解決 しない まで も,と りあげて新 しい問題 としていることがみ と
め られる。 もしも,新 進気鋭の学徒諸兄がたがいに研究 を競 うことの一機縁
になれば,執 筆者にとって もこれ以上の望みはないであろう。』 【1-1】(企業
会計P70)
本稿執筆の動機,狙 い,お よび,時 代的背景●
指導教授木村重義先生の 「推薦のことば」で も明 らかなように,本 論文は
「動態理論の本質 と構造」 とい うタイ トルで昭和33年度修士論文 として提 出
した ものを雑誌 「企業会計」に掲載のため,原 文の1/10程度 に要約 したも
のである。前出の論文 「動態理論の本質 と構造」 によって,昭 和34年3月東
京大学大学院経済学修士の学位 を取得 している。
大変光栄なことに,本 論文は要約の上,雑 誌 「企業会計」 における新企画
の第1号 と して掲載 されることに決定 した。前出の 「推薦の辞」はその際,
指導教授の木村先生か ら頂戴 したものである。
そこでは,指 導教授か ら 「ここに,ド イツ会計理論 を考察する一つの立場
が構築 された」 との評価 をいただ き,ま た,そ の内容 について,「財務会計
と管理会計 との関係の解明 を主題 として取 り上げているが,そ れを ドイツ会
計学 ・経営学を対象 としてあつかい,ま た,ア メリカ会計学 ・経営学 と比較
することを交錯 させている」 として紹介 されている。 また,そ の締め くくり
として,「目標や中心点,あ るいは意図の明瞭で ない叙述 は,忠 実な紹介で
あって も論文 として面 白 くない。ここで,或 る学者が不当な評価や位置づけ
をなされる危険はあるが,執筆者はかなり沈潜 ・思索 したことが認められる」
との擁護のことばまでいただいている。
私が もっとも強い感銘を受 けたのは,「目標や中心点,あ るいは意図の明
瞭でない叙述は,忠 実 な紹介ではあって も論文 として面白 くない」 という箇
所である。「なぜ,そ の問題 を解 くのか」,私の研究 に対 する基本的姿勢 を
深々と読み取 り,か つ,容 認 して下 さっている。 日本の場合,輸 入学問 とし
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ての特性 を強 く持つためr多 くの研究者が書 く論文の多 くに,「単なる紹介」
という側面が濃厚である。時 には,論 者が勝手 に余計なものを付 け加えるこ
とによ り,原作の良さを矯めて しまっているケース も多々見受け られる。
指導教授の 「推薦のことば」での 「ある学者が不当な評価や位置づけをさ
れる危険がある」背景 としては,当 時,神 戸大学を中心 として,ド イツ会計
学の研究が進め られてお り,「神戸学派」 と称 されていたが,私 の修士論文
が,結 果的に,こ の 「神戸学派」のアプローチに対する真正面か らの問題提
起になったことを挙げてお く必要がある。後述するように,私 の論文執筆の
直接的な動機 となったのは,ド イツ会計学研究 における 「経営学上の学派分
類 と会計学上の学派分類 との矛盾混乱」 である。私 としては,「神戸学派」
の ドイツ会計学についての分析視点,お よび,分 析 フレームワークに重大 な
恣意性が内在 していることに気づ き,そ の是正のための新 しい分析視点,分
析 フレームワークの提示 を行 うことを念頭 において,修 士論文を執筆するこ
とになった。 これが本論文執筆の動機であ り,狙 いであった。
本稿の主 旨国
本稿 についての詳細 な紹介 は避 け,「まえが き」 を原文のまま掲載 してお
く。
『本稿 は,木 村重義教授指導の下 に研究 した修士論文の要約である。なお,
原論文は200字詰め520枚の ものであった。 ドイツにおいて,会 計理論 は経営
計算論 として,経 営経済学者 によ り研究 されてきた。そこでは,会 計理論 は
経営理論 と共に経営経済学の名称の下に密接不可分の一体 として論及 されて
いる。これを会計理論 と経営理論 に分 けて考察することは可能であ り,また,
研究上か らも必要 とされるが,こ の密接不可分の一体 をなす両者 を切 り離 し
て考察する以上,恣 意性 の介入を避け,両 者の正 しい理解を可能 とするため
の適切 な考慮が払われなければならない。
私は会計理論 を切 り離 して論及するにあたって,次 の2点 に留意 したい。
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(1)経営 と会計の関係,ひ いては,経 営理論 と会計理論の関係 を常に顧
慮 し,こ れを再び一体 として結 びつける努力 を行 なうこと。
(2)ドイツ会計理論 とは対照的に,会 計独 自の立場か らきわめて高度の
発展 と遂げてきたアメリカ会計理論の助 けをか りて会計理論 の抽 出
を行なうこと。
ドイッ会計理論 に対するアプローチは,こ れまで数多 くの会計学者 によっ
て行われ,数 多 くの優れた業績 を生 んで きたが,こ こで気づ くことは,会 計
理論 と経営理論の関係 についての関心が きわめて稀薄である とい う事実であ
る。この結果は,経営学上の学派分類 と会計学上の学派分類 との矛盾 ・混乱,
ビランツ ・シェwマ を中心 とする構造論 に限定する傾向,ド イツ会計理論 を
一律 に管理会計的であると断定するとい う傾向等々,数多 くの問題点 を残 し,
ドイツ会計理論 に対する理解 としては十分である とは考えられない。
本稿 は上記の2点 を常に考慮 しなが ら,ド イツ会計理論 を正 しく理解する
ための一つの新 しいアプローチを試みたものである。
ドイツお よびアメリカの会計理論 と経営理論の関係 を究明 し,結論 を得た
上で,ド イツ経営計算論の偉大 なる代表者の一人であるシュマーレンバ ッハ
の 「ディナ ミッシェ ・ビランツ」 について論証 を行 うこととする。 シュマー
レンバ ッハの理論 を究明す ることにより,ド イツ会計理論の本質が極めて明
確 になると考え られる』【1-1】「企業会計(P71)」。
ここで,こ の論文執筆の直接的なきっかけ となった ドイツ会計学研究 にお
ける 「経営学上の学派分類 と会計学上の学派分類 との矛盾混乱」 についての
本稿での記述 を原文の まま引用 してお く。私の場合,直 感的に矛盾 を感 じた
場合,ま ず,あ る仮説 を設定 し,可 能 な限 り,そ の周辺 を洗い出 しなが ら,
論理的 に検証す るとい う基本的姿勢 をとっている。「経営学上の学派分類」
こそその基本型であ り,そ の母体か ら抽出 した単なる一部 としての経営計算
論 としての 「会計学上の学派分類」 と相互に矛盾することはあってはならな
いことであ り,明 らかに筋違いであるとい う疑問か ら出発 して,以 下のよう
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な結論 を下 している。
『三氏(ニ ックリッシュ,シ ュ ミッ ト,シ ュマーレンバ ッハ)は シェ ンプ
ルークによる と次の如 くである。彼 は個別経済学 を規範論的個別経済学 と経
験現実論的個別経済学に分類 し,更 に後者 を技術論学派 と理論学派 に分i類し
て,ニ ックリッシュを規範学派に,シ ュマー レンバ ッハ を技術論学派 に,シ
ュ ミッ トを理論学派に属せ しめている。彼は計算論 と経営学の分離 を強調す
るため,こ の立場は暗黙のうちにその分類 に反映 し,経営学のみの立場か ら
す る分類 となっている。
三氏に対す る会計学上の学派分類は,山 下教授 による と次の通 りである。
山下教授 は貸借対照表理論 を目的論的理論 と存在論的理論 に分け,後 者 を更
に静態理論 と動態理論 に細分 して,それぞれにシュミッ ト,ニックリッシュ,
シュマーレンバ ッハを属せ しめている。 この分類 は貸借対照表を中心 に,会
計学のみの立場からする分類 となっている。経営計算論は,経営理論,特 に,
抽象的な価値理論 に対 し,具 体的な計算制度 を中心 として論 じられる場合,
経営 目的に関連せ しめて技術論 として把握 されている。経営学上の学派分類
は,こ の経営 目的を規範的な もの として把握するか,経 験的存在論的に把握
す るものか を基準 として行われた とも考 えられ,こ の経営学上の学派分類 を
計算論の中にまで持 ち込むことは許 されない。計算論では,シ ュマー レンバ
ッハはもちろんのことsニ ックリッシュ,シ ュ ミットをはじめほとんどの学
者 によって技術論 として理解 されてお り,こ の立場か らすれば,計 算論 はす
べて,山 下教授のいわゆる 「目的理論」 として把握 されるべ きである。
計算論の うち,財 務会計論 を除 く他の部分,即 ち,原 価計算,経 営分析,
企業比較,予 算統制等々にはこの 「目的論的理論構成」の行われていること
を十分に認め得 る。 これは先 に規定 した管理会計の本質及び特徴 に照 らして
当然のことであ り,こ こではその技術論 としての立場が貫徹 される基盤 を十
分 に持 っている と考えられる。 しか し,財 務諸表論 に関 しては,シ ュミッ ト
を例外 としてs殆 どの学者が山下教授のいわゆる 「存在論的理論構成」 に終
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始 し,技 術論的立場が中断 されたかのごとき印象 を与 えている。「存在論的
理論構成」は,現 存する財務諸表の解釈 を中心 とする慣習の論理化及び体系
化 を行なうもので,正 にこの領域 こそ,「財務会計」 を意味する ものであ り,
先 に規定 した財務会計の本質及び特徴 に照 らして,こ れが目的論的に構成 さ
れ得なかったこともうなずける』「企業会計(P72-73)」。
当時の 日本における ドイッ会計学の権威 に対 して,未 熟な青二才がその問
題点の指摘 を行 なうこと自体,無 謀 と言えば,無 謀であるが,相 手がいかな
る権威であろうと,論 理的に見て,疑 義があれば,「疑義あ り」 と表明す る
ことは研究者の義務であ り,ま た,同 時に責任 で もある ということである。
権威 といえ ども,間 違い,過 ちを犯す存在であ り,過 ちを犯 した場合,権 威
であるほ ど,そ の伝播力 も大 きく,そ の悪影響 もまた増幅することになるこ
とを忘れてはならない。
大学院における私の会計学研究の基本姿勢●
「神戸学派」 の研究上の矛盾 を見出 した背景には,私 が東京大学大学院で
とった会計学の研究姿勢が強 く影響 している。当時,私 自身,す でに横浜市
立大学商学部 において,田 島四郎教授 のゼ ミナールで会計学 を2年 間学習 し
てお り,会計学 を体系的に把握するためには,経 営学の研究が不可欠である
との結論 を持 っていたため,大 学院に進学 して以降,会 計学専攻の院生が受
講する会計学関係のすべての科 目に加 えて,経 営学専攻の院生が受講する経
営学関係の主要な諸科 目をもすべて受講する姿勢を以 って臨むこととした。
私のこの研究姿勢に興味 を感 じてか,経 営学関係の多数の教官から様々な
面か らの指導,助 言 をいただ くことになった。 これこそ,院 生の数が少なさ
による最大のメリットであった。林周二先生からは 「マーケティング関係の
資料 を提供するか らそれをまとめてみる積 りはないか」 との声 を掛け られ,
製紙関係の調査 を名目に,北 海道 までの同行 を許 され,学 生には分不相応の
北海道旅行 を満喫すると同時に,道 々,マ ーケテ ィング研究への啓蒙をいた
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だいた。また,中 川敬一郎先生か らは,必 読の書 として,A.D.Chandler.Jr
の著書,論 文をご紹介いただき,ま た,疑 問の出る度にその解決を示唆する
多数のチャン ドラー論文をご指摘いただいた。そ こで,「経営史」の持つ意
味 を教示 され,こ れが大和謹券 の社 史編集 の編集補助,後 出の企業研 究会
(大学院経営学専攻の院生 を軸 として結成 された組織)で の事例研究 に道 を
開 くことになる。経営史的研究の成果は後出の 【6】として結実する。 さら
に,中 村常次郎先生からは,ド イツ経営学の本質 についての教示 を受 け,こ
れが 「ドイツ会計学の研究」 に道 を開 くことにな り,修 士論文の執筆 にも繋
がっている。 もとより,会計学関係で,木 村重義先生 を始め として,江 村稔
先生,諸 井勝之助先生,ま さに鐸 々たるメンバーのご指導 をいただいたこと
は言 うまでもない。む しろ,会 計学専攻の 『鬼 っ子』 を温か く見守 っていた
だいたことに心か ら感謝申 し上げている。
それはさてお き,そ のことを反映 して,私 の大学院での取得単位は必要履
修単位 を大幅 に上回っている。 しか し,こ のことが きわめて幅広い研究 に道
を開 くことにな り,そ の後の経営学,経 営史,貿 易経営論,国 際経営論,マ
.__..ケティング論,国 際マーケティング論,会 計学,国 際財務論等々の有機的
関連の把握 に大いに役立つ ことになった。
本論文に対する外部的評価★
私の論文が投 げかけた波紋 については,後 日護がある。木村教授が危惧 さ
れたように,一 部の研究者か らかな り厳 しい反発があったことは,こ の企画
が私の論文一本 だけで,一 時中断 されたことに端的に示 されている。
私は数年後,「国際経営論」 の研究者 として,神 戸大学経済経営研究所 に
招聰 され,非 常勤研究員 を務めることになったが,歓 迎会の席上,同 席 した
会計学関係の教員か ら,『「あの大胆不敵 な論文」 を書いたのはあなたか,い
い刺激 になった。次 にどんな論文が出て くるか期待 していたが,あ れ以来,
論文が出てこないのでどうしているのか と思 っていた。 こんな研究分野 に転
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向 していたとは』 となかばあきれたような言葉 をいただ くこととなった。 こ
のことも私の修士論文に対す る一応の評価 として受け止めている。何故,会
計学の研 究 を離れ,国 際経営論 の研究 に入ったかについては,後 に言及す
る。
東大大学院で院生 として学んだ私の大学院での指導方針0
また,私 のその後の大学院での院生 に対 しての指導方針 として,「論文の
テーマは決 して強制 しない。院生の論文のテーマ選択はあ くまで も院生の主
体性 に委ねる」,「院生が 自分の心に響いた もの,本 当に書 きたい ものをテー
マ として選 び,そ れ を徹底的に検証 させ る」 を堅持 して きたが,こ の方針 は
私の指導教官である木村教授 の指導方針 をその まま踏襲 したものである。木
村教授 は 「推薦のことば」 のなかで も,「執筆者の学問研究 に対す る興味 は
そ うとう広い範囲にお よんでいる」 として,「糸の切れた凧」 的な研究 に精
を出す私 に対 し,終 始実 に温かいご指導 をいただいている。
修士論文 を提 出 した後,そ の不足 した部分についての創作意欲が一気 に高
まり,そ の後,約10日間 を掛けて,「不眠不休」の状態 の中で,200字詰め
100枚を書 き上げ,教 授宅 まで持参 した際 「主論文 としては,受 け取れない
が,副 論文,参 考資料 として受 け止めてお く」 とし,「論文の完成度 を高め
るための一層の努力は貴重である」 とその労 をね ぎらっていただいたことは
今で も脳裏 に焼 きついている。 このこと自体,私 のその後における大学院で
の指導姿勢 に大 きく影響することになった。
論文はいつの時点で も完壁 ということはあ り得ず,不 完全 さを残 している
というべ きで,論 文の完成度を上げるためには,制 度,規 則は可能な限 り緩
やかであることが望 ましい,ま た,院 生の論文の改訂には可能 な限 りの便宜
を図るべ きであるとの確信 は決 して揺 らぐことはない。修士論文提出後の不
眠不休の10日間は,私 にとって一年間以上にも匹敵するものであ り,ま さに
「火事場の馬鹿力」 とも言えるものであった。
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少人数 によって構成 される教授会,研 究科委員会において,制 度,規 則 は
必要最小限の ものであればよく,あ とは構成 員各 自の 「良識」に委ねればよ
い。 もちろん,「良識」の罷 り通る場 を創 りだす ことが必要不可欠 となる。
このことについては,も う一つの貴重な個人的体験がある。それは私の神
戸大学大学院の受験 に際 しての体験 である。当時は大学院創設の揺藍期 で,
大学院側では,外 国語2科 目受験 を課 してお り,英 語だけでの2科 目受験 も
可能 としていたが,私 自身,英 語,ド イツ語で受験 し,ド イツ語は0点 に近
い大失敗であった。他の受験生全員は英語2科 目で受験 してお り,私 衣笠の
合否判定の際,一 部の教員から,英 語2科 目受験 との対比 についての発議が
あ り,英 語の成績 を基に して再度採点 した結果,結 果的には入学の資格あ り
とい うことで,合 格が決定 されたと聞 く。実に規則に縛 られないのどか さを
見る思いがする。合格で きたか ら言 うわけではないが,こ の教員の発議,こ
うい った教員の存在,そ れを受け止めた審査委員会,ま さに,「良識 の府」
その ものである。 この ことは経済経営研究所の非常勤研究員時代 に風聞 した
ものである。
制度化が進む中で,一 院生 に対するこういった細やかな配慮が姿 を消 して
い くのは残念なことである。 しか し,こ こで強調 してお きたいのは,学 生一
人ひとりについての個別的配慮 は大学院教育の原点であ り,ま た可能である
ことを忘れてはな らない。
【2】貿易経営論への転向と国際経営論研究への挑戦
【2-1】「貿易経営論 に関 す る一考 察」一 重 化学工業 と貿 易経営主体 との関
係 にお い て 一 横 浜 市 立大 学論 叢,社 会科 学系 列,第15巻,第3号,
P89-P141(52頁),S39-3-31
は しが き
1,貿 易経営 主体 をめ ぐる諸 問題
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1,貿 易経営論 の規定 をめ ぐって,
2,重 化学工 業化 と貿易経営 主体
3,重 化学工 業化 と近代 的マ ーケテ ィング,
4,近 代 的製造 企業 と近代 的マ ーケテ ィング
H,貿 易経営 主体 を製造企業 と規定す る立場 をめ ぐる諸 問題
1,こ の立場 の暗黙 の前提,
2,貿 易経営 と しての輸 入経 営,
3,重 化 学工業化 と商社 の地位,
4,貿 易経営 主体 と しての商社
お わ りに
【2-2】「国際競 争の激化 をめ ぐってア メ リカ経営 が直面 してい るチ ャレンジ
につ い て」一 貿 易 経 営 論 か ら国 際経 営 論 へ の移 行 を中心 と して 一
横 浜 市立大 学論 叢,社 会科 学系 列 第17巻3,4号 合併号,P279-337,
S41-3-31
は しが き
1ア メ リカ経営が直面 しているチ ャ レンジ
1,国 際経済 関係 を中心 とす るチ ャ レンジ
2,輸 出拡大 をめ ぐるチ ャレンジ とその動 向
3,貿 易経営論 とこれ らの チ ャ レンジ との関係
II商 品輸 出 をめ ぐるチ ャレンジ
1,ア メ リカ企業 の輸 出活動 に対 す る無 関心 とその是正
2,政 府 と企業 の新 しい協 力 関係
3,輸 出計画 お よび海外 マ ーケテ ィングのチ ャ レンジ
4,コ ス トをめ ぐるチ ャレンジとそれへ の適応
m国 際経 営 をめ ぐるチ ャレンジ
1,国 際市場概念 の形成
2,国 際経営 の成 立 とその背景
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3,国際経営 をめ ぐる各種のチ ャレンジ
IV貿 易経営論 に関す る展望
まず 【2-1】「貿易経営論に関す る一考察」の紹介か ら始めることにする。
本論文執箪の動機,狙 い,お よび,時 代的背景★
本論文執筆の動機 は実に単純である。東大大学院の博士課程の満期退学 に
先立って,母 校のゼ ミの指導教官田島四郎教授か ら横浜市大 に戻 ってこない
か とのお話があ り,大 学院での指導教官木村教授 に相談 したところ,「私 に
も一応の心当た りはあるが,母 校か らの申し出は受けたほうが よいのではな
いか」 との助言 を受けた。横浜市大 を訪れた ところ,当 時の学部長から現在
「会計学」の教員の口は埋 まってお り,「貿易論」の講義 を担当 して欲 しい と
言われ,私 としてはまった く未知の分野で もあ り,一旦はお断 りすることに
した。前述 した ように,横 浜市大時代,部 活 として,貿 易研究部 に所属 し,
貿易 には関心があったこと,ま た,東 大大学院時代,経 営学について習得済
みであったため,強 い関心 を抱いていたため,さ ほ ど深刻 に考 えないまま,
「貿易経営論」 な ら担当で きるか も知れない とお話 した ところ,即 座 に 「そ
れで もよい」 との回答 を得た。この申 し出があま りにも簡単 に通って しまっ
たため,そ の場で,横 浜市大への就任 を承諾 して しまい,こ の ことが7年 間
研究 して きた 「会計学」か らの訣別,「貿易経営論」へ の転向 を決定づける
ことになった。いずれが良かったのか,簡 単 には判断で きかねるが,「会計
学」 は商法,会 計原則 など形式 に縛 られる研究領域であるため,マ ーケティ
ング論,貿 易経営論,国 際経営論な どの新 しい研究領域 に比べて拘束が多 く,
私が経験 した波乱に満ち,か つ,活 き活 きした研究生活 を送 り得なかったこ
とだけは確 かである。
貿 易経 営論の基礎 固め●
「貿易経営論」 を担 当す る以上,当 然の ことなが ら,改 めて,「貿易経営論」
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についての専門的研究 を始める必要がある。 まさにゼロか らのスター トであ
る。「貿易経営論」の タイ トルで出版 されている本 を探 し,よ うや く,2冊
を見つけることがで きたが,い ずれ も 「商社経営論 」の範疇 に属 してお り,
貿易経営主体 として,商 社,特 に,総 合商社 を対象 とした ものであった。
この時点で最初に出 くわ した最大の疑問は,貿 易経営主体 として,な ぜ総
合商社のみが問題 とされるのか,そ こでの製造企業 の扱いはどうなるのか,
今後 もこのままの扱いでよいのかという点であった。研究 を進めてい くうち
に,次 か ら次へ と新 しい疑問が湧 き出て くるとともに,同 時並行的に,そ の
中から問題解決への 目途 も見 えて くることになった。
『貿易経営論 は貿易経営 に関する経営学的研究 と規定 されるのが一般的で
ある。 しか し,こ の規定 における 「貿易経営」 とは何 か,「経営学的研究」
とはいかなるものかについてはほとんど明 らかにされていない(本 稿:「 は
じめに」P90)』が研究 当初の実感であ り,ま さに,未 解決の山 を抱 え込 ん
だ未熟な研究分野 というのがまさにその実感の中味であった。
ここにおいて,こ の未熟その ものの貿易経営論の体系化 と新たな構築が,
私 にとっての最大の課題 として登場することになる。本論文はこの課題 に応
えるという動機 を持っている。そのためには,ま ず,解 決すべ き問題の抽出
が不可欠であ り,本論文では,そ れを羅列することか ら始 まっている。
『「貿易経営」 の問題 としては,「貿易経営主体 として規定 される ものは商
社か製造企業か」,「重化学工業化が進んだ国ほ ど,貿 易経営主体 を製造企業
として規定する傾向が強いが,重 化学工業化 と貿易主体 にはいかなる関係が
存在するか」,「わが国では貿易経営主体の中核的地位は商社 に委ねられ,商
社経営論 としての特性 を強 く持 っているが,こ の扱いは妥当か否か,特 に今
日,急 速に重化学工業化 しつつあるわが国において,依 然 としてこの立場 を
とることが許 されるか」,「総合商社 はわが国独 自の存在であるが,こ の総合
商社は貿易経営主体 とな り得る特性 を持 っているのであろうか」,「その場合,
商社無用論 とはいかなる関係 を持 っているか」等々の問題が存在する。 さら
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に,「貿易経営論の研究が他の領域,貿 易理論,貿 易政策論,貿 易商務論 に
比較 して著 しく立ち遅れているのは何故か」,「貿易経営論が貿易経営 に関す
る経営学的研究 と規定 されなが ら,そ の経営学的研究が十分に貫徹,充 実 さ
れず,そ の規定 と行論に遊離の傾向が認め られるのなぜか」,「貿易経営論が
その基礎 ともい うべ き経営学の領域 における成果,特 に近年における流通面
(マー ケテ ィング面)の 研究 における画期的成果を十分に消化 し,反 映 して
いないのは何故 か」 など』(本稿P92)の諸問題 を一つひ とつ丹念 に解明す
ることが貿易経営論の体系化,理 論構築 に繋がることを確認することになっ
た。
ここで採用 した 『なぜ,な ぜ』 と繰 り返すや り方は私のすべての論文に一
貫 して採 られている基本 的姿勢で もある。 また,こ のや り方は私の論文が
『時間を超 える』ための最重要な武器 となっていることに注 目されたい。
本論文の主旨圏
本論文執筆の昭和39年時点では,戦 前か ら引 き続いて,日 本の貿易に関 し
て主役 を演 じていたのは総合商社であ り,貿易経営論が商社経営論 として構
成 される自体,む しろ当然のことと言 うことができた。
しか し,そ の頃か ら,一 部の製造企業による直接輸出が問題 にな り始めて
お り,私 としては,貿 易経営主体 として総合商社 に加え,新 たに,製 造企業
を規定 した上での体系化,理 論構築の必要性 を痛感することになった。当時,
日本 においても,高 度の重化学工業化が進行 し,そ れに並行 して,輸 出商品
構成の重化学工業化 も進行 してお り,主 として軽工業製品の輸 出を担当 して
きた総合商社がはた して重化学工業製品の輸出をも担当 し得 るのか といった
意味での商社無用論 も次第に表面化 しつつあった。
重化学工業化の進展 は貿易経営主体 としての製造企業の役割 を増大 させ,
国内マーケティングに加えて,輸 出マーケティングの重要性 をクローズアッ
プ させ ることになる。後述す るように,私 の場合,当 時,日 本生産性本部
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(現社 会経済 生産性本 部)に 新 設 された経営 アカデ ミー ・マ ーケ テ ィング ・
コース におい て,サ ブ ・コーデ ィネー ター を委 嘱 され,マ ーケテ ィ ングの研
究 を並行 させ てお り,近 代 的製造企業 に とって,中 間業者 の排 除,最 終市 場
への直結 が必須 の要件 であ るこ と,こ れ を反映 して,貿 易経 営主体 と しての
製造企業 の役割 増大 をい ち早 く察知す る こ とが可能で あ った。
事例研究の効用 と注意点●
もとより,貿易経営主体 として,製 造企業 を規定する以上,製 造企業 と総
合商社の関係の把握が不可欠 となる。 【6】経営史研究への挑戦で詳述する
が,本 稿の執筆 と並行 して,三 菱造船,日 本光学,本 田技研,三 菱商事,丸
紅の事例研究 を行 っている。私の研究上の方法論か らすれば,財 閥系の三菱
商事 を扱 う場合,三 井物産,住 友商事 を考察す ることは当然であ り,ま た,
非財閥系の丸紅 を扱 う場合,伊 藤忠,東 綿等々を同時的に扱 う姿勢をとって
お り,この段階で,当時 における私の総合商社研究はほぼ完結 を見 るに至る。
さらに,製 造企業 として選んだ三菱造船,日 本光学の両社 はいずれ も三菱系
であ り,商 品輸出についての三菱形系製造企業 と三菱商事 との関わ り方が き
わめて特徴的であるため,そ の面についての詳細 な考察 をも併せて行ってい
る。それに加えて,本 田技研および日本光学は自社ブラン ドを軸 とした自主
的な輸出マーケテ ィング活動 を展 開していたため,今 後の多 くの製造企業の
輸出マーケティング活動を予見する意味 を持たせて研究対象 として選び,考
察 を加 えている。
事例研究 において,絶対 に避 けなければならないのは安易 な類型化であ り,
一般化である。類型化,一般 化 を行なう場合 には,そ の周辺の事情 を徹底的
に洗い出 した上で,抽 象度 を高め,類 型化,一 般化の妥当性 を十分 に検証す
ることが不可欠である。財閥系の三菱商事,お よび,非 財閥系の丸紅の事例
研究 を製造企業の事例研究 と併せ行 ったことにより,貿易経営論の理論構築
についての数多 くの貴重なヒン トを得 ることがで きた。
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当時,総 合商社のオルガナイザー機能が強調 されていたが,安 易な類型化
の典型的な例であ り,こ れ について,私 が提示 した見解 を紹介 してお く。
『寺尾一郎氏(三 菱商事副社長)は 総合商社のこの企業結合 に果たす役割 に
着 目 し,こ れを企業結合のオルガナイザーの機能 として規定 し,総合商社の
新 しい機能の第0に 挙げている。しか し,オルガナイザーの機能 といって も,
戦前の ように,財 閥本社の統括機能 を補完 し,代行する機能 を意味するもの
ではな く,産 業資本の従属下にあって,そ の機能の発揮 を助けるための補完
的役割 を果 たすに過 ぎない ことに留意すべ きである。三菱商事が 「組織の三
菱」 としての結束力の固 さと同グループにおける戦前からの地位 と,さ らに
は,同 グループ内で強い発言力 を持つ有力役員をその トップ ・マネジメン ト
に擁することを背景 として,も っともオルガナイザー機能を果た しているよ
うに見 えるが,し か し,こ れを総合商社の機能 として規定することには重大
な疑問が生 じる』 【2-1】S39(P128),この見方 については,財 閥系 の三菱
商事に加 えて,非 財閥系の丸紅 を併せ考察することによって大 きな説得力が
発現 されることにな り,当 時,多 数の人々の賛同を得 るに至 っている。丸紅
は富士銀行 グループに新 たに招かれたニューカマーであ り,明 らかに,オ ル
ガナイザー機能 を担 う立場になかったわけで,三 菱商事一社の事例で総合商
社のすべてを統括す ることには無理があるということであった。
さらに,『製造企業による直接輸出が増加す る傾向にあることは事実 とし
も,な おこれはごく一部に過 ぎず,そ のほ とんどは商社,特 に,総 合商社に
よって行われているわけである。ただこの事実のみに着目 して,総 合商社が
産業資本を流通機構において補完 し,そ の地位 を強固ならしめる商業資本の
地位 を確保 していると見 ることは当た らない。む しろ,製 造企業 は海外流通
機構 の直接的管理,さ らには,直 接貿易の必要性 を十分に認めなが ら,国 際
競争力強化のための生産の近代化,合 理化の資金需要に追われ,巨 額の投資
を必要 とする海外流通機構の直接的管理の体制 を敷 く余力 を持たず,こ の資
金的制約のため,総 合商社 を利用 しているのが実情 といえる。確かに,こ れ
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まで製造企業は貿易活動 にほとんど経験 を持たず,直 接貿易 を行 なうために
は貿易関係の人材の育成,海 外営業網,ア フターサー ビス網,情 報網の確立
を始めとして長期的観点 に基づ く巨額の投資 を必要 とするため,現 在では貿
易活動の面で相対的に優位 している総合商社 を利用 している もので,総 合商
社の利用は過渡期的現象 に過 ぎない』(【2-1】S39,Pユ33-134)ことを指摘 し,
企業 グループ内における総合商社の役割について言及 している。 この ような
行論の背後 には,三 菱造船,日 本光学,本 田技研 についての詳細 な事例研究
の成果が織 り込 まれていることに留意 されたい。この 「予見」の妥当性は,
その後,製造企業が 自社 ブラン ドを確立 し得 る独 自の製品を開発する過程で,
一気 に商社離れを進め,自力による直接輸出に乗 り出す とい うことによって,
証明されることになった。
本論文 においては,「貿易経営」に関する上記の様 々な問題 を丹念 に解明
し,貿易経営主体 を製造企業 として規定することによ り,貿易経営論の新 し
い理論構築を実現 したが,こ のこと自体,新 たに,国 際経営論の研究に道 を
開 くことになる。国際経営論においては,米 国において,そ の研究が始 まっ
た当初 においては,あ くまで も製造企業が対象であ ったことに留意 された
いo
安易な意志決定がもたらした 「いば らの道」★
私が新規 に貿易経営論の研究に踏み切 って,本 論文の完成までに約2年 半
が経過 している。軽率 にも 「会計学」か ら 「貿易経営論」への転向を承諾 し
た結果,思 いがけない処遇が待っていた。採用時の職位 は助手である。大学
院博士課程満期退学者が助手 というのは,当 時 として も異常 な処遇である。
「それはないよ」 というのが当時の私の偽 らざる感情であったが,そ れとて,
自ら招いた結果である。理詰めで考えて見れば,こ れ また当然の帰結である。
ヨチヨチ歩 きさえできない研究者 を遇するのに,講 義担当を義務づけ られて
いる講師,助 教授 はあ り得 ない。その際,ゼ ミの開設を求める学生がいると
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いうことで,ゼ ミは持たされたが,講 義 は持 てない期 間が続 くことになる。
当時の職制 では,「助手」 は講義 を持 てない反面,指 導教員が付 くことに
なっていた。この措置 自体,杓 子定規そのものであって,こ の適用は慎重 を
要する一例である。指導教員は 「百貨店論」の研究者で様々な助言 をいただ
いたが,私 としては,そ の分野にほ とんど関心 を持 てないまま,自 分の専攻
である貿易経営論の研究 に没頭す ることになった。 この論文が完成 した時,
国際経済論関係 の教授 か ら 「短期間のうちに,よ くぞここまで体系化 させた」
との高い評価 を頂戴 し,こ の論文 によって,助 手か ら,講 師を飛び越 し,助
教授への道が開かれることになった。
国際経営論研究への助走●
本稿は貿易経営主体 として製造企業を規定することを端緒 として,私 自身
の貿易経営論の体系化r理 論構築 に道を開 くとともに,そ れに留 まらず,私
の研究意欲 を国際経営論の研究 に振 り向けることになった。その意味で,私
にとって記念すべ き重要な論文 となった。
【2-1】の論文の公表後,昭 和41年3月までの2年 間のうちに,【2-2】の論
文 を発表 している。本稿 は国際経営論の理論構築に関わる分析視点,分 析 フ
レームワークを提示 したもので,そ の後の多数の論文 に結実する原点 とも言
うべ き論文であ り,こ こでは,詳 細な言及は割愛 し,章 立てとその主旨のみ
を紹介するに留める。
【2-2】「国際競争の激化 をめ ぐってアメリカ経営が直面 しているチ ャレン
ジについて」はサブタイ トルに示す ように,「貿易経営論」か ら 「国際経営
論」への移行 を念頭 において考察 した ものである。
本論文は59頁(400字詰め原稿用紙120枚)にお よぶ論文であ り,前 出の論
文 【2-1】53頁と併せて2部 作 を構成 し,合 わせて,112頁に及んでいる。 こ
の2部 作は貿易経営論および国際経営論の方法論,分 析視点お よび分析フレ
ームワークを世に問 う論文 となった。前述 したように,本 稿 はその後発表 し
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た多数の論文 に結実 してい くものであ り,こ こでの詳細な言及は避けること
にする。
本稿 は当時における米国企業の海外事業活動,お よび,そ れを対象 とした
諸研究に焦点を当てて考察 し,商 品輸出に焦点を当てた 「エ クスポー ト・マ
ーケティング論」,さ らには,海 外生産活動 に焦点 を当てた 「国際経営論」
の有機的関連の解明 を試みている。 【2-1】で(1)貿 易経営主体 として,商
社,製 造企業 を包括で きるよう拡張 し,(2)日 本企業において も,今 後,
商品輸 出活動か ら海外生産活動にその事業活動が拡大することを予見 して,
これ らを包摂で きるフレームワーク作 りを試みたが,こ のことを踏 まえて,
本論文では,私 が提示 した 「貿易経営論」の分析 フレームワークと米国での
諸研究 との摺 り合わせ を行い,新 たに,国 際経営論の分析 フレームワークの
あるべ き姿 を提示 している。
そ こでは,(3)輸 出活動,海 外生産活動 を切 り離 して考察するべ きでは
な く,国 内活動 をも含めて,全 企業活動の一環 として考察すべ きであること
を提示 している。 ここで提示 した分析 フレームワークは現在 まで まった く無
修正の まま用い られている。
ここに,私 が提示 した分析 フレームワークもまた正攻法 による当 り前す ぎ
るものであ った。 しか し,現 実 には,「米国における国際経営論」の研究 は
「海外生産活動」のみをその研究対象に絞 り込み,「商品輸出活動」 を研究対
象か ら外 し,両者の有機的関連 を度外視するという研究姿勢によって貫かれ
ていた。 この頃,「米国における国際経営論」 を志向する日本の研究者 も次
第に登場 し始め,し か も,米 国でのアプローチ を鵜呑みに して機械的に適用
する論者が大多数 を占める中で,「企業の国際化」 についての経営学的研究
を志向する 「国際経営論」 において,「企業の国際化」から 「商品輸出活動」
を締め出 し,「海外生産活動」のみを対象 とす ることの偏向,矛 盾 を指摘す
ることが本論文の主眼 目となった。
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本論文発表後の新 しい展開●
この2部 作 を発表後,時 を経ず して,神 戸大学経済経営研究所か ら正規の
専 門研究員 としての招聰 をいただ くこととなった。資格 は助教授であったと
記憶 している。私 自身,横 浜市大でゼ ミ生を抱えてお り,ゼ ミ生 を途 中で放
り出す ことには抵抗があ り,3年 次のゼ ミ生が卒業するまで,あ と1年 お待
ちいただけないか とお願い してみたが,そ れは無理 とい うことで,結 局 この
話 は 「ご破算」 となった。神戸大学は私の出身地に近 く,大 変魅力のある大
学であったが,今 考えてみて,実 に無理 な注文をつけた ものである。国立大
学 における教員の採用 はその年度に必要だか ら声 を掛けるものであったわけ
である。重大な決定を行なう場合の軽率 さ,安 易 さはここで も十分 に顕れて
いる。この話が 「ご破算」になった後,間 もな くして,同 経済経営研究所か
ら,非 常勤研究員 としての招聰があ り,横 浜市大勤務のまま,数 年間にわた
って勤務することになった。
これらを契機 として,私 の提示 した国際経営論の分析 フレームワー ク,お
よび,そ れに基づ く多数の研究成果は次第に世 に認め られるところとな り,
当時,新 設 された通産省の関係団体である 「貿易研修センター」の教育 カリ
キュラムの検討のため,創 立時か らその主要 メンバー として参加するなど,
この分野での共同研究,さ まざまなプロジェク トのほとん どすべ てに主要メ
ンバー として招聰 され,参 加することになる。後出の 【4-4】,【4-5】の2部
作 は 日本総合研究所 での論文であ り,ま た,【4-7】,【4-8】の2部 作 は日本
経済調査協議会での論文である。
大学関係で も,昭 和42年の埼玉大学(国 際経営論,昭 和61年まで勤務)で
の講師就任 を手始めとして,昭 和47年,横浜国立大学(国 際経営論,専 任教
員定年65歳まで勤務)へ の出講,昭 和54年,筑波大学の大学院(国 際経営論,
専任教員定年62歳まで勤務)へ の出講 と相次 ぐことになる。 この段階で,私
の国際経営論の研究者,教 師 としての地位は一応の確立 を見た と言 うことが
で きよう。公立大学の教員が このような多数の大学での非常勤講師 を担当す
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る こ と自体,異 例 の こ とであ るが,新 しい研 究分 野であ る ことを強調 し,お
許 しをい ただいてい る。
貿易研修センター講師他,他 大学での講師 としての他流試合的な体験★
前述 したように,貿 易研修センターの創設時からそのカリキュラムの検討
に参画 し,引 き続 き,講 師 として教育に参加す ることとなった。他流試合的
な体験 は日本生産性本部経営アカデ ミー ・マーケテ ィング ・コースで,す で
に体験済みであ り,日 本を代表する主要な企業の選 りす ぐりの優秀な社員を
対象 に,毎 年,ゼ ミ生 を20人程度担当 してきた。貿易研修センターに入って
くる学生たちもまた国際経営 を目指す 日本の第1級 企業からの精選 された若
き人材であ り,時 には,私 よりも年長者がいて,教 師 としては大変な刺激 を
受 けることになった。ゼ ミ生 は毎年20人以上 を迎 え入れ,実 質的には,実 務
についての厳 しい学習 をさせ られることになった。その意味では,こ の貿易
研修 セ ンターにおける教 師 としての体験 は経営 アカデ ミー ・マーケテ ィン
グ ・コースの体験 とともに,研 究上の成果 と実務 との摺 り合わせを行なう貴
重 な実験場 となった。私の貿易研修セ ンターの講師生活は極めて長 く,貿易
研修セ ンターがその役割を終え,閉 鎖 されるまで続 くことになる。
貿易研修 センターでは,「国際経営」 関係の研究への関心の広が りととも
に,新 しい研究者が育って くるその都度,私 の担当科 目は 「国際経営論」か
ら 「国際マーケテ ィング論」へ,さ らには,「国際財務論」へ と,よ り専門
性の高い分野へ と転換 してい くことになる。当時,貿 易研修 セ ンターには,
金融機関か らの派遣が増加傾向にあったため,そ のニーズに応 える必要が生
じ,「国際財務論」 開講の要請 も強 まる一方であ り,セ ンター側からの強い
要請 に応 える形で,引 き受けざるを得なかったのい うのが実情である。 この
ことには,以 前,「会計学」 を専攻 し,永 年 にわたって研究 していた という
実績が大 きく役立 っている。
また,「経営財務論」 を担当する知人の大学教員か ら 「こんな分野にまで
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手を出 しているのか」 と言われ,「それをや らなければならないのは,本 来,
あなた方の側で,あ なた方が本来の義務 を果たさないからやむを得ずやって
いるに過 ぎない」 と反論 したことも記憶 に残 っている。 この 「国際財務論」
研究への挑戦は 「わが国国際財務 をめ ぐる諸問題」(雑誌 「企業会計」 に収
録)を 始め とする 【6】に掲 げる諸論文 に結実す ることになる。
いずれにせ よ,こ のあた り,ま さに 「便利屋」,「何で も屋」の面 目躍如で
ある。 もちろん,こ の種の対応は今後の大学の専任教員が当然のごとく求め
られる一つの方向 を示唆 しているとも考 えられるが,しか し,当時 としては,
あま り例 を見 ない対応であったということになろう。
日本生産性本部,貿 易研修セ ンターでの講師 としての勤務は,実 務 レベル
での経験,知 識の蓄積 にも繋が り,や がて,富 士通,東 芝,NEC等 々数多
くの企業の部長研修への講師 としての招聰 に繋がってい く。富士通,東 芝,
NECで の部長研修へ の出講は単発 ではな く,研 修期 間中0つ の枠組み を与
えられ,カ リキュラムの中に組み込 まれたものであ り,かつ,か な りの長期
にわたる ものであった。その間,NTT,郵 政大学校 などへの出講 も引 き受
けることになるが,い ずれ も20年近 くにお よぶ ことになった。郵政大学校の
場合,永 年の教育貢献 について,「逓信100年記念表彰」 に際 して,郵 政大学
校長表彰状 を頂 いたの も 「教師たる ものの本懐」 として鮮明に記憶に残 って
いる。
なお,私 事 にわたるが,こ の間で,横 浜市立大学ゼ ミ生48組を始め として,
埼玉大学2名s貿 易研修セ ンター3名,神 奈川大学大学院院生1組,そ の他
2組を加 えて,計56組の媒酌 人を務め させていただいたが,学 生 との信頼関
係 を確認で きる良き想い出 となっている。埼玉大学は非常勤講師 としてゼ ミ
を持っているに過 ぎず,こ こで,2組 の媒酌人を務め,ま た,貿 易研修セ ン
ターは1年 間の履修 とはいうものの,実 質的なゼ ミ期 間は4ヶ 月に過 ぎず,
ここで,3組 の媒酌人を務めることになったことは若 き教師時代の情熱,一
所懸命 さを感 じ入っている次第である。今 日のように,人 前結婚式時代 にあ
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って は,ま ず無 理であ った と言 うべ きか。
【3】マーケテ ィング論 国際マーケテ ィング論研 究への挑戦
「マーケテ ィング論」,「国際マーケテ ィング論」 との出会い●
私の 「マーケティング論」研究の第一歩は前述 したように,大 学院時代の
林周二先生 による手解 きに端 を発する。その後,大 沢豊教授(当 時,大 阪大
学教授)が 東大大学院で講義 を担当 されることにな り,大沢教授が責任者 と
して日本生産性本部(現 在,社 会経済生産性本部)の 経営 アカデ ミー ・マー
ケティング ・コースの創設に関係 された際,同 教授か ら当コースのサブ ・コ
ーデ ィネー ターを委嘱 され,引 き受 けることになった。 この時点で,「マー
ケテ ィング論」への関与は決定的になった。 しか し,こ の段階では,な お,
「マーケティング論」は単 なる余技の域 に留 まっていたと言 うことがで きる。
私の 「マーケティング論」への本格的関与は,横 浜市大 において 「マーケ
ティング論」の講座 を新設 し,そ れを担当 したことに始 まる。横浜市大助教
授 に昇進 して直 ぐに,担当 コマ数の不足 ということで,新 たに 「商業学総論」
を担当するようにとの指示 を受けた。明治以降,わ が国の経営,商 学 に関わ
る大学,高 等専門学校の カリキュラム体系は ドイツの 「個別経営学」「私経
済学」の体系を色濃 く残 していた。当時は,第2次 大戦後,ア メリカ経営学
の体系 を基軸 として再構築が図 られているまさに過渡期 にあ り,カ リキュラ
ム的に見 ると,「私経済学」の広範 な体系の中か ら,ア メリカ経営学,会 計
学他の主要科 目を分離,再 体系化 した後,「その他」 とい う形で,「商業学」,
「銀行論」,「証券市場論」,「港湾論」,「倉庫論」,「貿易論」な どが関連のな
いままばらば らの形 で残 されていた というのが実情 であ り,「商業学総論」
とは 『「その他」についての概論』以外 の何者で もない と主張 し,講 義担当
を増やすな ら,「マーケテ ィング論」 を担当 したい旨申 し出た上で,学 部長
か ら承認 を得た。この時点で,「マーケテ ィング論」 を開講 したのは,公 立
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大学 を通 して最初であった と記憶 している。 自分で言い出 した以上,「マー
ケテ ィング論」の講義担当者 として責務 を果たすのは,当 然のことであ り,
これまでの単なる余技の段階から,本格的な研究者の道 を歩むことになった。
数年後,さ らに,担 当するコマ数の不足 のため,「国際マーケテ ィング論」
講義担 当を自ら名乗 り出ている。「国際マーケテ ィング論」の講座の開講 は
国 ・公 ・私立大学中で も最先端 を切 って実現 を果 たしている。私のような存
在 は,学 部長 にとって実に迷惑な存在であったであろうが,こ の ような柔軟
な学部長 であったか らこそ,新 しい ものへの挑戦 ともな り得 た と言 ってよ
いo
関係 主要論文■
【3-1】「国際 マ ーケテ ィングの基本戦略」,編集代 表深見義 一編 「マ ーケテ
ィ ング講座」 第7巻 「国際 マ ーケ テ ィ ング」 第2章 に収録,有 斐 閣,
昭和42年4月
【3-2】「世界企業 の成立条件」,編集代 表久保村 隆祐 「現代 マ ーケ テ ィング
講座」 第5巻 「ワー ル ド ・マ ーケ テ ィング」 第2章 収 録,P35-93,日
本生産性 本部,昭 和44年7月25日
【3-3】「グローバ ルマ ーケテ ィ ング企業へ の脱皮 戦略」,マ ーケテ ィング ・
ニュースNO.161,昭和46年12月
【3-4】「国際マ ーケテ ィング におけ る広告戦 略」,久保村 隆祐編 「広 告論 」
第5部,第4章 と して収 録,有 斐 閣叢 書,昭 和47年7月
【3-5】「フ ォー ド社 の国際 マーケテ ィング戦略展 開の系譜」,村 田昭冶編
「現 代 マ ーケ テ ィング論」 第2編,第12章 に収録,有 斐 閣,昭 和48年
12月
【3-6】「国際マ ーケテ ィ ング ー 日米 の企業比 較」,田 内幸一監修 「ゼ ミナー




以上の諸論文 はほとんど共著の形 をとってお り,い わゆるマーケティング
論の専門的研究者に属 している研究者の人達 との共同研究 ない し共同研究プ
ロジェク トに属するものである。 これら一連の諸論文において,一 貫 して貫
徹 されているのは,「経営学」 と 「マーケティング論」 の有機的関連 の探求
とその明示である。その意味では,経 営学研究者 による 「マーケティング研
究」 としての特性 を持つ もの として評価 されることになった。
【3-1]は私のマーケティング論研究のデビュー作であ り,国 内マーケテ ィ
ングィングか ら国際マーケティングの発展過程 を解明 した ものである。この
時点で,「国際マーケティング論 は衣笠」 とい う評価が定着 している。
【3-2】は 「世界企業の成立条件」の タイ トルを付 し,マ ーケティング論 と
しての研究の位置づけに先行 させて,「世界企業」 に関する経営学的研究 と
しての特性 を前面 に押 し出 している。本論文の冒頭 に掲 げた 「問題提起」
(P35-49)の6項目,お よび,そ の骨子のみを抽出 して掲載 してお きたい。
本論文 の 「問題提起」 ■
『(1)アメ リカにおけ る研究成果 を基盤 と して世界企業 の問題 を究明す る
こ と,筆 者 は世界企業 の問題 をアメ リカの研 究成果 を基盤 として究
明 し,さ らに,わ が 国企 業が世界企業 に転化す る にあた って生 じて
くる諸 問題 を究明す る足掛 りと したい。
(2)世 界企業 の問題 を,今 日,企 業活動 の国際化 をめ ぐって生起 してい
る一連 の諸 問題 との密接 な関連 の も とに,総 合 的かつ体 系 的に把握
す る こ と。 こ こで は,InternationalCorporation(国際 企 業),
WorldEnterprise(世界企業),Multi-NationalCorporation(通例,
多 国籍企業 と訳 されてい るが,明 らか に誤訳 であ り,MNCと 略称)
等 の用 語論 争 に触 れて,こ れ らの用語 はいずれ も一長 一短 であ り,
この用語 につい ての論 争 は,世 界企 業 につ いての よ り総合 的かつ体
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系的な把握によってのみ終止符 を打ち得 るものであ り,後 述するよ
うに,… 市場問題 を中核 とする経営視野の段階的移行 とそれに
伴 う管理組織の新 しい展開に即 して把握する場合,も っとも適切 に
解明されると考えられる。
(3)この総合的,体 系的把握は市場志向理念 を基軸 とす る経営視野の段
階的移行 に即 してなされる場合,も っとも適切 になされること。 ア
メリカ企業は市場 ない し顧客志向,ひ いては,マ ーケテ ィング志向
という新 しい経営理念 に基づいて企業経営 を行 なうことを強 く要求
されることになった。 … 最初,国 内市場 において確立 をみた市
場志向理念は企業成長の決定要因が,新 たに,海外市場,さ らには,




行 に即 して把握する場合,も っとも明確 になること。 … 国際経
営論 は戦後 における国際経済関係の新 しい展開がアメリカ企業全般
にわたってもた らした重大 な変化を,世 界企業の成立 とその経営管
理 を中心 として把握 したもので,こ こでは,従 来のマネジリアル ・
マーケティングの限界 ともい うべ き企業活動の国際化 を中核 とする
新 しい課題がその中心課題 として考察 されている。 この意味 におい
て,マ ネジリアル ・マーケテ ィングの新 しい展 開形態 としての国際
マーケティングは,国 際経営論の研究 を基礎 として,そ れ との密接
な関連の もとに考察す ることが必要 となる。
(5)世界企業 と従来の国内企業,さ らには,戦 前 における世界企業の先
駆的存在 との有機的関連 を明確 に把握すること,今 日の世界企業の
研究において もっとも一般的な立場 は,世 界企業を第2次 大戦以降
の新 しい企業形態 と理解 し,そ の基本的特質を従来の国内企業 との
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対比 を通 して解 明す る とい う立場 であ る。 この立場 にお いては,当
然,世 界 企業 と従 来の国内企業 との差異点が特 に強調 される ことに
な り,… 両者 の差 異点 である海外 活動面 のみが強調 され るこ と
にな る。世界企業 の研 究 において,大 多数 の研 究者が上記 の立場 を
とるこ とは世界企 業研 究の全体 的流 れ を著 しく偏 向的 な もの と して
いる。
(6)前 述 した経営視野 の段 階的移行 は,世 界企業 を判別す る基準 として
もっ とも適切 であ る と考 え られ るが,こ の経営視 野 に関す る基準 は
もっと も包括 的であ る反面,経 営理 念 ない し経営視 野 に関係 して い
るため,抽 象 的 に して,か つ,具 体 性 を欠 いてお り,こ の欠陥 を補
完す る もの と して,世 界企業 をその管理組織面 か ら判別す るこ とが
重要 となる こと』(【3-2】S44,P36-44)
本論文 では,上 記(4)で 提 示 した よ うに,マ ネジ リアル ・マーケテ ィン
グの新 しい展 開形 態 と しての国際マ ーケテ ィング論 は,国 際経営論 を基礎 と
して,そ れ との密接 な関連 の もとに考 察す る ことの必要性 を強 調 し,か つ,
そ の 立 場 を貫 徹 させ る形 で,論 文 を完 結 させ て い る 。 当論 文 は①MNC
(Multi-NationalCorporation)の成 立過程 を国内企業 か らMNCの 移行 に焦
点 を合 わせ て経営 学 的視 点 か ら解 明す る と同時 に,② 国内企 業 が国 内 的 に
「多角化」,「拡大化」 戦略 を展 開 しなが ら,同 時 に,「海外へ の地域拡大」 戦
略 を並 行 させ る こ とに よってMNCに 転化 してい くこ とに着 目 して,③ この
成長 戦略が管理組織 に どの よ うに連動す るか を解明 し,そ の プロセス におい
て,④ 国 内マーケテ ィングが国際マ ーケテ ィ ングに展 開 してい くプ ロセス を
明 らか に してい る。 また,こ の段 階で,「Multi-NationalCorporation」を多
国籍 企業 と訳 す ことの問題点 を指摘 し,MNCと い う略称 を も併せ用 い始 め
てい る。
マーケ テ ィング論 の専 門的研究 者の多 くは管理 組織研 究 を軽視 す る傾 向 に
あ ったため,こ の是 正 も本論文 の重要 な課題 であ った。 マ ネジ リアル ・マー
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ケ テ ィ ング にお いて は,ト ップ ・マ ネジメ ン トの役 割 が強調 されてい るが,
当時の 日本 におけ る研 究者 の多 くは 「トップ ・マ ネ ジメ ン ト」 とい う表現 を
鵬 鵡返 しに乱発 す る ものの,「 トップ ・マ ネ ジメ ン トとはい か な る もの か,
なぜ トップ ・マ ネジメ ン トなのか」 についての解 明 を殆 ど行 ってい ない。 こ
の問題 を解 明す るため には,企 業 の管理組 織,特 に,事 業部制組織 の解 明が
不 可欠で あ り,私 の場合,マ ー ケテ ィング と管理組織 の有機的 関連 の解 明 に
重 点 を置い た考 察 を行 ってい る。
【3-2】世界 企業 の成立 条件 は後 出 の 【4-1】「世界企業 の管理組 織 に関す る
考 察(一)」 【4-2】「世界企 業 の管理 組織(二)」 を土台 と して,マ ーケテ ィ
ング論 向 け に改 定 した もので,マ ーケテ ィング研究 に向 けての重大 な問題提
起 を意味す る もの となった。
これ まで,「 マ ーケテ ィング論」 お よび 「経営 学」 の研 究 はそれぞ れ別 々
の研 究者 グルー プに よって進 め られるのが通例 であ ったが,本 論文 は 「マ ー
ケテ ィング論」 と 「経営学」 の有機 的関連 を解明 した もので あ り,後 述す る
「マ ーケテ ィ ング功労者 賞」 の受賞 は本論 文 に負 う ところが大 きい。
そ の後,受 賞前 に,相 次 い で,【3-3】「グローバ ル ・マ ー ケテ ィ ング企 業
へ の脱皮戦 略」,【3-4】「国際 マ ーケテ ィ ングにお ける広告 戦略」 を発 表 して
い る 。
マーケテ ィング功労者賞の受賞●
これ ら一連の諸論文 を発表後,昭 和48年1月,ま ず,日 本能率協会第5回
マーケティング功労者賞 を受賞することになった。この賞は本来,実 務家の
受賞が多 く,マ ーケティング研究者 としては,宇 野政雄(早 稲 田大学),村
田昭治(慶 応大学),田 内幸一(一・橋大学)3氏 に次いで,わ が国での4人
目の受賞であったと記 憶している。 日本能率協会第5回 マーケティング功労
者賞を受賞 した後,翌 年の昭和49年6月には,日 本マーケテ ィング協会マー
ケテ ィング功労者賞 を受賞する運び となった。 この間,マ ーケティング論の
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本格 的研 究 に取 り組 んで以 来r約5年 が経 過 してお り,比 較 的早 い段 階 で,
マーケ テ ィング論 の分野で,専 門的研 究者 と して世 に認 め られ,ひ と り立 ち
を果 た し得 た とい うこ とになる。
その後 も,マ ー ケテ ィング関係 の論文 として,【3-5],S48,さらに,か な
りの時 間 をお い て 【3-61H3他を発表 して い る。両論 文 と も,【6】 経営 史
へ の挑 戦:事 例研 究編 に も収 録 され てお り,ま た,【3-6】H3は「国際 マ ー
ケテ ィ ングー 日米 の比 較」 は これ までの 国際 マーケ テ ィング論 の精緻 化,再
体系 化 を図 った ものであ り,【3】 マ ーケテ ィング論研 究 におけ る主 要論 文
の1つ と して位置づ け てい る。 この論 文 は神奈 川大学 に転職後 の数少 ない論
文 の1つ であ り,時 系列 的 には,も っ と も新 しい論 文 の1つ とな ってい る。
この論文 は現在で も入 手可能で あ り,こ こでの詳細 な紹 介 は割愛す る。
【4】国際経営論研究への挑戦
貿易経営論,国 際マーケティング論 についての地盤固めを終え,私 の学問
的関心は一気 に国際経営論の基軸 としての 「世界企業の成長戦略お よび管
理組織の連動」の解明に向か うことになった。これに関 しては,か な り膨大
な量の論文 を発表 している。ここでは,マ ーケティング論の研究グループ と
はまった く別個の研究 グループとの出会いがあった。
関係 主要論文 ■
【4-1】世界企業 にお ける管 理組織 の展 開(一)横 浜市 立大学論叢社 会科学系
列第19巻3,4合 併号P87-113,昭和43年6月20日
【4-2】世界企業 にお ける管 理組織 の展 開(二)横 浜市立 大学論叢社 会科学系
列20巻第1号P55-89,(一),(二)併せ て62頁,昭 和43年9月30日
【3-2】世界企業 の成立 条件,昭 和44年7月 【3】の項 参照の こ と
【4-3】米国系多 国籍企 業の経営戦略,
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【4-4】日本企業の世界化戦略の方向,2部 作,2論 文 とも,日 本総合研究所









企業の経営」 に収録,昭 和51年1月,ダ イヤモ ン ド社
【4-9】日本企業の国際化戦略 一 ロジステ ィックスの観点か ら 一 「週刊東洋
経済」臨時増刊号,昭 和53年11月






【4-12】「企業国際化 と組織」,「組織科学」昭和60年秋期号,丸 善,昭 和60
年1月
【4-13】「企業の国際化戦略」,高柳暁,柴 川林也編著,「企業経営の国際化
戦略」第4章 に収録,同 文館,昭 和62年11月
【4-14】「日本企業の成長行動 と経済摩擦」竹田志郎編 「経済摩擦 と多国籍




【4-16】「日本企業 が直面 してい る構 造的諸 問題」神 奈川大学 「国際経営 論
集」,1996(平成8年)年2月
【3-6】「国際 マ ーケテ ィ ング ー 日米 の企業比較」 田内幸 一監修,1991(H3)
年3月 【3】の項参照 の こ と
【4-17】「日本企業 が生 き残 る諸 条件 」(生原稿の まま)平 成10年脱稿,
以 上 は国際経営 論関係 の関係 主要論文 を列挙 した ものであ るが,論 文 数が
多 す ぎるため,一 箇 所 での紹介 は長 くな り過 ぎ,や や無 理が あ る。 そ こで,
これ ら論文 の執筆 の流 れか ら見 て,便 宜 上,さ らに,3つ の グループ に大別
し,【4-A】「米 国企 業の成 長戦略 と管理組織 の連 動」,【4-B】「日本企 業 の成
長戦 略 を基軸 とす る 日 ・米両企 業の成長戦略 の有 機的 関連」,【4-C]「日本企
業 の成長戦略 の基 本的特質」 として紹介す るこ とに した。
これ ら一・連 の論文 におい て,提 起 した数多 くのモ デルは ほ とん どすべ て,
「図」・「表」 の形 で ま とめ られ てお り,そ れぞれが分析 ツール と して機能 し
てい るため,文 中で 「図 ・表」 を紹介 す る場 合,「分析 ツール」 と して現在
も機 能 している もの につ いて は,小 見 出 しとして,◎ を付 してお くことにす
る。
◎ 「【3】,【4】で使用 す る図 ・表 の系統 図」
この系 統図 は 【3】マ ーケ テ ィ ング論研 究,【4】 国際経営論研 究 にお い
て,作 成 し,現 在 も引続 き,活 用 中で ある 「図」,「表」 を収録 した もので あ
り,「4AMNCの 成 長戦略お よび管理 組織 の連動」,「4B日米 両企 業の成長
戦略 の有 機 的 関連」,「4C日本 企 業 の成長 戦略 の基本 的特 質」 に分類 して,
それぞれ を配置 してい る。
【4-A】一 【4-B】一 【4-C】は私 の研 究 の推 移 を示 して い るが,単 な る時 間の
経過 を示 す もので はな く,筆 者 の 「国際経 営論」研 究の体系 を示す ものであ
り,方 法論 を も包摂 してお り,現 在 で も常 時稼 動 中であ る。











































































































































































































































































































































































ここでは,紙 面の都合上,【4-A】に関わる 「図」 お よび 「表」の解説,
紹介に留める。
研究 を始めて最初に作成 した表 として,「表1,経 営視野の段 階的移行 と




図」P329)を提示 してお く。 これ らは本稿 において,便 宜上,通 し番号 を
付 されているためsカ ッコ内はその出所 を明示するよう工夫 している。
◎ 「表一1経 営視野の段 階的移行 と世界企業お よび国際マーケティングの形
成過程」 【3-2】1969(分析 ツール1)
① 「表1」 は世界企業の主たる判別基準である 「経営視野の段階的移行」 を
基軸 として,世 界企業の形成過程,お よび,国 際マーケティングの形成過
程を有機的かつ体系的に関連づけた ものである。ここで取 り上げた 「経営
視野の段階的移行」 は世界企業の判別基準 として位置づけ られている。そ
の時点での判別基準 についての私 の理解は以下の ように表明 されている。
『世界企業の判別基準は発生順 に大別 して,① 企業の海外進 出の度合いお
よび形態に関す るもの(海 外製造基地の有無お よびその数,海 外投資,売
上お よび利益の絶対額,そ の伸長率お よび全体 に対す る割合),②経営視
野 に関するもの(国 内企業の段階で確立 した市場ない し顧客志向視野(マ
ネジリアル ・マーケティングにおいて成立)を 基軸 として,「国内志向視
野」の段階,「国内対海外志向視野」 の段階,「世界志向視野」の段階に分
類 し,「世界志向視野」の確立の如何,お よび,そ の視野 に基づ く経営方
針,経 営戦略策定の有無),③管理組織 に関する もの(世 界志向視野 に基
づ く経営戦略の実行 にとって不可欠の管理組織の整備状況)に 分類 される

















































































































































































































































































































































































































































3基準 の総合 的適用 が問題 となる。 この場合,3つ の基準 は平面的 に理解
され るこ とな くs② 経営視野 に関す る基準 を第1次 基準 と して,① お よび
③ の基準 をその補完 的基準 と して理解 され る ことが もっ とも適切 であ る』
(【3-2】P45-46)。
② 「表一1経 営視野 の段 階的移行 は」「図一1」,「図一2」に も組 み込 まれ てお り,
管理組織 研究 上,き わめて重 要 な役割 を演 じてい る。 こ こでは,「 国内対
海外志 向視 野の段階」 の段 階が組 み込 まれ てお り,社 史で組織 図の変遷 を
辿 る場合,適 確 な理解 を約 束 して くれる。
◎ 「図1s世 界企 業 の管理 組織研 究 にお ける問題 点」 【図3-2】1969(分析 ツ
ール2)
「図一1」は当時の管 理組織 研究 の矛 盾,混 乱 を逐一検 討 す るため に,作 成
した図であ り,当 時の米 国 におけ る世界企業 の管理組織研究 の代 表的存在 で
あ るジ ョン ・フェア ウェザ ー(JohnFayerweather),J.J.ボーボ アー(J.J.
Beauvois),G.H.クリー(G.H.Clee)【1959および1964の2論文】等 々の
業 績の詳細 な検討 を行 ない,研 究上 の問題 点7点 を抽 出 して,そ れ を図示 し
た もので あ る。 ここに掲 げ た7つ の問題点 は ほ とん どすべ て,研 究者 な ら当
然 気づ かなければ な らない種 類の ものであ り,こ の時期 での米 国 にお ける世
界企業 の管理組 織 に関す る研 究水 準 の低 さを端的 に反映 してい る。
そ の問題 点の1つ は 『J.フェアー ウエザ ー他,大 多数 の研 究者 は世界企業
の管 理組織 と して,国 際事 業部(lnternationalDivision),ない し,そ の子
会社 と しての 国際会社(lnternationalCompany)と現 地事 業単位 との 間の
管理機構 のみ を問題 としていた』(【3-2】P59)ことにあ った。 なぜ この よう
な研究姿勢 に陥 ったのか につい ては,「図一2」を通 して明 らか にす る。
◎ 「図一2世 界 企業 の管理 組織展 開の系譜」(【3-2】1969【4-6】1974)(分析
ツール3)
「図一2」の特徴 は以 下の ように要約で きる。
① マ トリ ックス の形 で作成 され,縦 軸 には,「単一 製品企業(SigleProduct
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Company)」一 『多角化』戦略 一 「多数製品企業(Multi-ProductCompany)」,
横 軸 に は,経 営視野 の段 階的移 行 に即 して,「国 内志 向視 野 の段 階(国 内
志 向企業 ない し単一 国志 向企 業,SingleNationalCompany)」一 『海外 へ
の 地 域 拡 大 』 戦 略 一 「国 内 対 海 外 志 向視 野 の段 階(多 数 国志 向 企 業
(Multi-NationalCompany)で国 内,海 外 の2本 立 てで事 業活 動 を展 開 し
てい る企 業,以 下,「 国内対 海外志 向企 業」 と呼 ぶ)」一 「世界 的地域拡大」
戦略 一 「世界志 向視 野 の段 階(多 数 国志 向企業(Multi-NationalCompany)
で,国 内,海 外 を有機 的 に統合 し,世 界 的基準 に基づ いて事 業活動 を展 開
してい る企業,以 下 「世界 志 向企 業」 と呼 ぶ)」 を とってい る。 「図一3」は
上記 の説 明の煩雑 さを回避 す るため,作 成 された もので ある。
② 「図一2」はチ ャ ン ドラー の4社GM,デ ュポ ン,ス タ ンダー ド ・オ イル,
シアーズ を包摂 した図(【3-2】1969収録)お よび,シ アーズが例外 であ る
こ との検 証後,新 た に作成 した図(【4-6】1974収録)の2図 を包摂 してい
る 。
③ 「図一2」は世界企業の管理組織展開の系譜 についての全体像 を示 し得 るよ
う工夫 されてお り,そ こでは,チ ャン ドラーが提示 した2つ のルー ト 「ル
ー ト1」職能部門制組織 一 「多角化」戦略 一 製品別事業部制組織,「ルー
ト2」職能部門制組織 一 「地域拡大」戦略 一 地域別事業部制組織 に加 え
て,氏 が考察の将外 に置いた 「ルー ト3」製品事業部制組織(国 内志向段
階 ・組織型A)一 「海外へ の地域拡大」一 「国内対海外志向段階」・(組織型
C・国際事業部 を並置 した製品事業部制組織)一「世界的地域拡大」一 「世界
市場志向段階」・(F製品別 ・地域別 ・国別事業部制組織)を も収納できる
よう作成 されている。 ここで,職 能部 門制組織は単一製品企業,単 一国志
向企業の組み合わせ における管理組織 といて位置づ けられる。
④ この図の作成 については,チ ャン ドラー,ク リーの分析視点,研 究成果が
強 く反映 されている。
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A.D.チャン ドラーの4社 の事例 とその位置 づ け●
A.D.チャン ドラー はそ の著 「StrategyandStructure」1962にお いて,
職能部 門制組織 か ら事業 部制組織へ の転換 に焦点 を合わせ て,米 国で早 い時
期 にその 転換 を果 た した デ ュポ ン,GM,ニ ュー ジ ャー ジ ー ・ス タ ンダー
ド ・オ イル,シ アーズの4社 を選 び,事 例研 究 を行 って いる。 その転換 の ル
ー トと して は,「ルー ト1」 職能部 門制組織 一 「多角化」一 製品別事業 部制
組織,「 ルー ト2」 職 能部 門制組織 一 「地域拡大」一 地域別事 業部制組 織 と
い う2つ のル 一ートが あ り,「ル ー ト1」 の事 例 と してデ ュポ ン,GMの2社,
「ル ー ト2」 の事 例 として,ス タ ンダー ド ・オイル,シ ア ーズの2社 を選 ん
で い る。A.D.チ ャ ン ドラー は経営 史家 であ り,ア メ リカで きわめて早 い時
期 に職能部 門制組織 か ら事 業部制組織 への移行 を果 た した4社 を事例研 究 の
対 象 と して選 んだ ものであ り,そ れ以 上の意味 を持 たせ てはい ない。 チ ャン
ドラーの場合s「 ルー ト1」 につい て は,デ ュポ ン,GMの 事例 を通 して実
に的確 な検証 が な されてい るの に対 し,「ルー ト2」 につ い ては,極 め て多
くの曖昧 な部分 を残 してい る。チ ャ ン ドラーが 「ルー ト2」 の事例 として選
ん だ シアーズ,ス タンダー ド ・オイルはそれぞれ きわめて特異 な存在 であ る。
シアーズは4社 の 中で唯 一小売 業 に属 してお り,その取扱 い は例外 的であ る。
ス タ ンダー ド ・オイル もまた4社 の中で唯一,海 外事 業展 開 を図 ってい る企
業 で国 内企業 の範疇 の外 にあ り,こ れ また 同様 に,そ の取 扱 いは難 しい。チ
ャ ン ドラー 自身,こ の例外 的 な2社 につい ては,慎 重 な取 扱 い を行 ってい る
が,そ の行論 には多 くの矛 盾 を残 してい る。 シアー ズは販 売会社(小 売業)
であ り,チ ャ ン ドラーは当初 の職能部 門制組 織 を出発点 として,国 内の一地
域 か ら全 国展 開 を行 な うとい うい わゆる 「国内的地域拡大」 を実行す るこ と
によ り,国 内的性 格 を持 つ 「地域別事業部制 組織」 に転化 してい る と説 明 し
てい る。 こ こで注 意 してお きたい のは,製 造 企業 が 「多 角化」 と並 行 して
「国 内的地域拡 大」 を果 た して も,事 業部 制組織 におけ る部 門化基準 と して
は,「製 品別基準 」 のみが 問題 とな り,「地域別 基準」 は度外視 され ている こ
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とである。その意味では,販 売会社の場合のみ,「国内的地域拡大」が問題
となっていると言 うことがで き,「国内的地域拡大」が 「地域別基準」 を導
くという根拠 は極めて稀薄であって,そ の扱いがいかに例外的であるかを示
している。
また,ス タンダー ド・オイルは単一製品企業の まま 「海外への地域拡大」
を行 った企業であ り,「海外への地域拡大」が 「国内的地域拡大」 と異な り,
それぞれの市場に対するマーケテ ィング活動の多様化 を要求 し,地域別,国
別でのそれぞれ固有の対応 を必 要 とす るため,「地域別 ・国別基準」が独 自
の役割 を持つ ことになる。
チャン ドラー研究者の犯 した誤解 とその影響●
チャンドラーが 「ルー ト1」,「ルー ト2」 を解明す るためにそれぞれ2社
を対応 させたことは,チ ャン ドラーの意図 とは異な り,そ れが勝手 に一人歩
きを始める原因 となっている。 ここで注意 してお きたいのは,ま ず,「多角
化」の2社 に対 して,「地域拡大」 の2社 はそれぞれ 「国内的地域拡大」,
「海外へ の地域拡大」 とい う異 なった種類の 「地域拡大」 を内包 してお り,
決 して2対2の 対応 とはなっていないことである。 しか し,チ ャン ドラーの
著書を読んだ多 くの研究者 は,事 業部制組織の部門化基準 としての 「製品別
基準」,「地域別基準」 をそれぞれ対等の関係 を持つ もの とみな し,『職能部
門制組織 は 「製品別基準」 に基づ く事業部制組織 に転換す るか,「地域別基
準」 に基づ く事業部制組織 に転換するかのどちらかである』 と杜撰かつ安易
な形で受け止めている。ここでは,部 門化基準 としての 「製品別基準」,「地
域別基準」の関係 は 「製品別or地 域別」 として把握 されてお り,こ の俗説
が事業部制組織の研究 にそのまま浸透 してい くことになる。チ ャン ドラーの
意図に反 した 「一人歩 き」 とい うのはこのことを指 している。たとえば,事
例研究の数が 「ルー ト1」2社,「 ルー ト2」1社 であったなら,「製品別基
準」 と 「地域別基準」が対等であると信 じ込 む研究者の数は大幅に減ってい
52国 際経営論集No.252003
たはずである。
いわゆる理論家なる人たちが安易 な抽象化,普 遍化 を図る場合,そ の悪影
響 は思い もかけない所 まで波及す ることに留意 されたい。当時,『国際経営
関係の研究者は 「地域別基準」に基づ く事業部の研究 に専念 し,「製品別基
準」 に基づ く事業部制組織の研究 は経営学関係(当 時は主 として国内経営関
係)の 研究者に委ねる』 といった研究姿勢が半 ば常識化 していたが,こ れ自
体,「製品別基準or地域別基準」の悪影響 を端的に反映 した ものである。
A.D.チャン ドラーの方法論 の踏 襲 とその再展 開●
チ ャン ドラーがrStrategyandStructure」を発表 した1962年当時,米 国
では,「企 業の国際化」 は なお胎動期 にあ り,チ ャ ン ドラー 自身,「企業 の国
際化」 を真正面 か ら受 け止 めた研 究 を行 って いない。 ス タンダー ド ・オ イル
は早期 に事業 部制組 織へ の転換 を果 た した とい うこ とで,偶 々,「地域別 基
準」 に基づ く事 業部制組織 の事例 と して選 び出 された もので あ り,チ ャ ン ド
ラーが 「企業 の国際化」 を明確 に意識 した上で な された もので はない。私 自
身,経 営史家 としてのチ ャ ン ドラーの判 断力,洞 察力 の凄 さを しみ じみ と感
じ入 ってお り,「なぜ,チ ャ ン ドラーほ どの優れ た研 究者 が この問題 を考 察
の増外 に置 い たのか,チ ャ ン ドラーが この問題 の重要性 に気づ き,本 腰 を挙
げて解明 に当 たる とす れ ば,ど の ような解 明 を行 な うであ ろ うか」 を問 うこ
とこそ,研 究 者 と しての基 本的姿勢 であ る と考 え,か つ,実 行 してい る。そ
の後,チ ャ ン ドラーの 「企 業の国際化」 につ いての考 察 はチ ャン ドラー に師
事 したJ.M.ス トップフ ォー ドに よって世 に問 われ る こ とになるが,ス トッ
プフ ォー ドの世界企業 の研 究 自体s私 が提 示 した とほぼ 同 じ方 向 を志 向 して
い る ことに注 目 されたい。
優 れ た研究 者 に遭遇 した時,上 記 の よ うな姿勢 を とる ことに よ り,実 に大
きな成果 を引 き出す ことがで きる。私 の場合,こ の こ とこそ,研 究者 として
なすべ きこ とと確信 してお り,そ れ を実行す る ことによ り,予 想以上 の大 き
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な成果 を引 き出 している。































轍 寵 畿tll濫%(世 界白勺基準に基づく)
(世界 的 視 点 か らの 製 品 一 拡 大 化(世 界 的 基 準 に基 づ く)
・市 場 の 組 合 せ の 決 定)
注 「海外への地域拡大」 と 「世界的地域拡大」 を区別 した理由一一前者が"国 内対海外"
市場志向段階の 「海外への地域拡大」 を意味 し,国内,海 外両活動の有機的統合,調 整
を前提 としないのに反 し,後者は世界市場志向段階の 「海外への地域拡大」 を意味 し,
国内,海 外両活動 の有機的統合,調 整が前提 となっていること.
◎ 「図 一3米 国系MNCの 成 長 戦 略 展 開 の 系 譜 」(【4-3】(分析 ツ ー ル4)
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① 「図一3」(【4-7】「図3・1」)は 米 国系 世界企 業 の成長 戦略 自体 を単独 で
扱 った論 文 【4-7】にお い て,世 界企 業 の成 長 戦略 展 開 の系譜 を作 図 し,
提 示 していた もので ある。
② 「図一3」はチ ャン ドラーの研 究 を土 台 として世界企 業 の研究 に結 び付 け る
ため,「 ルー ト3」 に焦点 を合 わせ て作 成 してお りsチ ャ ン ドラーが考 察
の対象外 にお いた 「ルー ト3」 に関 しての成長戦略 の展 開 を系譜 づけ た も
の である。
③ 「図一3」はMNCの 管理組織展 開の メイ ンルー トとも言 うべ き 「ルー ト3」
につ いての 「成 長戦 略 の展 開の系譜 」 を示 した もので,「 図一2」とリ ンク
す る こ とに よって 「MNCの 成長 戦略 と管理組織 の連動」 を解明 す るの に
役立つ こ とになる。
G.H.クリーの 「ル ー ト3」 解 明への貢献●
チ ャン ドラーが 「ルー ト3」 を考 察の将外 においてい る以上,国 際経営 の
研 究者 が解明す る しか ない。 この解 明 に とって,一 つの重要 な ヒ ン トを提供
してい るのがG.H.ク リーであ る。 クリーの場合,他 の ほ とん どすべ ての国
際経 営研 究 者が 「国際事 業部」,な い し,そ の子会社 形態 と しての 「国際会
社」 を本 部機構 と切 り離 して扱 ってい るの に対 し,実 在す る 「国際事業部 を
並置 した組織」(組織型C)を 考察 の対 象 と して選 んでい る。 クリーの場 合,
「国 内対海外」志 向視野 の存在 を強 く意識 してお り,「国 内対 海外志 向」段 階
におけ る組織型Cに 着 目す る条件 を備 えてい た。
その意味 で は,「組織型C」 のその前 身 と しての 国内志 向段 階で の 「組織
型A」 を類推 す るこ とは十分 に可能 であ ったはずで あるが,ク リーが 国内企
業段 階での管理組織 との有機 的関連 の解明 に配慮 す る ことは なか った。 クリ
ーは共 同執筆 に よる論 文 「CreatingaWoridEnterprise」1959では,国 際事
業部 を並 置 した事業部 制組織(組 織 型C)の 発展 形態 と して,地 域別事業部
制組織(組 織型E)に 関連づ けているが,「図一2」に明 らか な ように,「組織
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型C」 と 「組織型E」 の間には,な ん ら有機 的関連 は認 め られ ない。 同 じく
共 同執筆 の論 文 「OrganizingaWorldEnterprise」(1964)では,「組織 型C」
の発 展形 態 と して 「組織 型D」 に関連 づ け る考 察 を行 ってい る。 ク リー も
【1964】の論文 で,よ うや く,「組織 型C」 と 「組織 型D」 さ らには,「組織
型F」 との有機 的関連 に気が つ くこ とになる。世界企 業の組織研 究者の 中で,
もっ と も体 系的研究 を行 っている ク リーにお いて さえ この レベ ルで ある。 ク
リー 自身,こ の問題点 に気づ くの に,5年 間 を要 しているわ けであ る。 この
こ とも優 れ た研 究者 を時系 列で追 うこ との重要性 を気 づ かせ て くれ た。
「組織科学 」へ の掲 載の背景●
【4-5】「世界企 業 にお け る管理 組織 の展 開」,「組織 科学」 昭和48年春季号
掲載 の論 文 は 【4-1L【4-2】の 「世界 企 業 の 管理 組 織 の展 開(一一),(二)
(昭和43年)」を基盤 に据 えた上 でマ ーケテ ィ ングに関係づ け て再体系化 した
【3-2]「世界企 業 の成 立条件(昭 和44年)」をほ とん ど無 修正 の ま ま掲載 した
ものであ る。
J.M.ス トップ フ ォー ドの 世 界 企 業 に 関 す る管 理 組 織 の 論 文 と して,
[OrganizationalChangeinMulti-nationalEnterprise,1970(S45),,
【MultinationalStructureandMultinationalStrategy,1972(S47)】が相次 い
で発表 され た段階 で,こ れに刺激 を受 けた 日本 の研 究者 た ちの 間で も,世 界
企業 の管理 組織 に対 す る関心がs遅 れ馳せ なが ら,一 気 に盛 り上が る こ とに
な った。J.M.ス トップ フ ォー ドの論 文 に杜 撰 な解釈 を交 えて得 意然 と して
紹介 す る研 究者 が続 出す る 中で,雑 誌 「組織科 学」 か ら,「衣笠論文 はす で
に数年前(昭 和43,44年の時点)に,ス トップフ ォー ドに先行 して この問題
を取 り上 げ,ス トップフ ォー ドよ りも精緻,か つ,体 系 的 な解明 を行 って い
る と受 け止 め てい る。その論文 に特 に手 を加 える必要 は ないので,そ の まま
で本 誌 に掲 載 してみ ない か」 との勧 誘 を受 け るこ とにな った。私 と して も,
願 って もない こととこれ をお受 け し,掲 載 したのが この論文 で ある。その内
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容については,【3-2】「世界企業の成立条件」で詳細 に紹介済みであるため,
ここでは割愛する。 日本の研究者の多 くに見 られる通弊 として,外 国人の研
究に対 しては,必 要以上 に大袈裟 に反応するが,日 本人の研究 に対 しては,
可能 な限 り無視 したいとい う意向が強 くうかが える。その意味では,「組織
科学」 の 「見識」 に対 し,改 めて敬意 を表 してお きたい。この時点で,企 業
の管理組織の専門的研究者 としての評価,位 置づけが確立 されたと言 って よ
いであろう。
J.M.ストップ フ ォー ドと筆者の 「系譜 」の対比●
【4-6】「世界企業 の管理組織 に関す る一考察」(有斐 閣,昭 和49年12月)は
「中村常 次郎還 暦記 念論文 集」 に収録 された もので,ス トップフ ォー ドの研
究成果 の徹底 的 な分析,検 討 を行 ない,私 の研 究成 果 との対比 を行 なった も
の であ る。
1970年代 に入 って,チ ャ ン ドラーが,当 時,世 界企 業 に関す る研 究が もっ
とも充実 した形 で な されてい たハ ーバ ー ド ・ビジ ネス ・ス クール に招 かれ て
その管理組 織面 の研 究 に参加 してい る こ と,さ らには,A.D.チ ャン ドラー
の指 導 を受 けたJ.M.ス トップ フォー ドが世界企 業の管理組織 につ いての研
究成 果 を発 表す る に至 って,A.D.チ ャ ン ドラーの提起 したアプ ローチが現
実 に世界 企業 の管理組織 の研 究 に適 用 され る ことになった。
『現在 の ところ,A.D.チ ャン ドラーのア プローチ を世界企業 に体 系的 に適
用す る とい う形で の研 究成果 は筆 者(衣 笠)お よびJ.M.ス トップフ ォー ド
の もの に限 られて いるが,今 後,こ の アプローチに立脚 した研 究成 果が数多
く発 表 される こ とは疑 う余 地の ない ところであ り,か つ,世 界企業 の管 理組
織 の主流 とな るこ とが予想 され る』(【4-6)P325)。この予 見 は,今 日,そ の
まま現 実の もの となってい る。
前 述 した よ うに,A.D.チ ャン ドラーの アプ ローチ の世界企業へ の適用 を
試 み た私 の論 文 【4-1】,【4-2】お よび 【3-2】は昭和43(1968)年お よび44
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(1969)年に発 表 され てお り,J.M.ス トップ フ ォー ドの論 文 の発 表 時点,
1970および1972年に明 らか に先行 してい るが,そ れ以上 に問題 となるのはそ
の 内容 であ る。
私,お よび,ス トップフ ォー ドはいずれ も世界企 業 にお け る管理 組織 の展
開 を系譜 づ ける ことを試み ている。そ こで,両 者 の系譜 を比較検討 す る こ と
か ら始 めたい。私 の 「世界企業 にお ける管理組織展 開の系譜」 につい ては前
述 した通 りで あ るので,こ こでは,ス トップフ ォー ドの 「系譜」 を中心 に考
察 す る。ス トップフ ォー ドの系譜 は 「図一5海 外へ の地域拡 大の フェーズ」
に示 されている。
〔自立的子会社〕 〔国際事業部〕一 ⑩
ス テ ー ジ2=→ の一 ・レ ステー ジ2
〔世界的組織〕
i＼ ⑤ 占 ステ…
↓ ＼ ↓i





その系譜 には,こ れ までの世界企業 の管理組織研究 者達が犯 した矛盾,混
乱が ほぼその ま まに持 ち込 まれてい る。以下,ス トップ フ ォー ドの系譜 の矛
盾 と混乱 のエ ッセ ンス を 【4-6】か ら原文 の まま紹介 してお きたい・
『ス トップフ ォー ドはG.H.ク リーの研 究 を海外活 動 の ため の管 理組 織 の
展 開 に結 びつ けて,「 フェーズ」1～3と い う形 で整理 してい る。 ス トップ
フー ドの 「フェーズ」 におけ る 「自律 的子 会社」一 「国際事業 部」一 「世界 的
組織」 とい う項 目設定 は,ク リーの研究 を導入す る とい う点 では,誤 まった
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導入 と言わざるを得ない。この ことはクリーが 「国内対海外」段階の企業の
全体的組織 としての 「国際事業部制組織」(国際事業部 を並置 した製品別事
業部制組織)を 問題 としているのに対 しrス トップフォー ドが海外活動の管
理のための 「国際事業部」 を全体か ら切 り離 して問題 としていることに起因
する。ス トップフォー ドが フェーズ2に 国際事業部 という部分的組織 を規定
したことは,フ ェーズ1「 自律的子会社」の設定 と密接に関係 している。ス
トップフー ドの 「系譜」 に矛盾 と混乱を持ち込んだ元凶は,「自律的子会社」
(フェーズ1)の 設定である。 … 中略 … この ことは筆者 の 「図一2,
世界企業の管理組織展開の系譜」が国内志向段階の単一製品企業 にその出発
点 を求めているのに対 し,ス トップフォー ドの場合,そ の調査対象 として選
んだ代表的な世界企業170社のすべてが単一製品企業の まま海外への地域拡
大 を行 ない(明 らかに間違い),しか も,自 律的海外子会社 を設置 している
とい う経緯 は著 しく現実性 を書いている』(【4-6】P333-4)。
ス トップフオー ドがチャン ドラーに師事 したとされなが ら,チ ャンドラ0
の経営史的考察 を中断 し,安 易な大量観察 に持ち込んだことが このような杜





がJ.M.ストップフォー ドの体系,系 譜を完全 に上回っている」 とのお墨付
きをいただ くことになった。 これを機に して,わ が国の研究者達のス トップ
フォー ド信仰 は大幅 に後退 している。この時点で,中 村教授還暦記念論文集
の編集に関わった東大関係の複数の教員か ら 「本論文お よびこれまでに発表
している論文」だけで十分 に学位(博 士)論 文 としての資格条件 を備 えてい
るので,学 位の申請を して見ないか と勧め られたが,私 としては,日 本企業
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に焦点 を合 わせた研究がなお不十分であ り,こ れ を完成 させた段 階で とい う
ことで申請 を見送 ることに した。 さて,日 本企業の本格的研究 を始めてみる




作 は,多 国籍企業研 究会監修(私 もその結成 に発起人 として参加),日本経
済調査協議会編,「多国籍企業の経営」 に収録 されている もので,昭 和51年
1月,ダ イヤモ ンド社によって出版 された ものである。 この2部 作 は新 しい
研究 グループに招聰 され,全 体 で7章 構成(307頁)の 内71頁(全体の約
1/4)の 紙面 を頂いて,第3章,第4章 を執筆 した。私のこの時期の共著
での論文構成 としては,【4-7】,【4-8】と同様,【3-2]「ワール ド・マーケテ
ィング」,「【4-3L【4-4】」で も,常 に 「戦略」,「組織」 という2章 分 を確保
してお り,国 際経営研究において,「世界企業の成長戦略 と管理組織の連動」
の分析が不可欠 とする私の基本姿勢がすでにその 「市民権」 を確立 していた
ことを意味 している。その上,紙 面的にも,き わめて大 きな分量を割いて も
らっている。これは自らの実力でかち取 ったもの と言える。
PLCモデル との出会 い と新 しい適用領域 の開発 ・再展 開●
◎ 「表一3PLC各 段 階の諸特徴 とそ れに基づ く成長 戦略」(【4-3】1976)(分
析 ツー ル5)
「表3」 で は,① 米 国企業 が② 米国 で③ 世界 に先駆 け て④ 自主 開発 し,⑤
世界 に波 及 した製 品(以 後,「米 国 にPLCの 起点 を もつ製品」 と呼 ぶ)を 対
象 と して,「横 軸」 に,導 入期,成 長 前期,成 長 後期,成 熟 期,衰 退期 を と
り,「縦軸 」 に,(1)「 製 品 特性 お よび製造 関係 を中心 と して の諸 特性 」,
(II)「企 業経営面 か ら見 た諸特性」,(皿)「市場 関係 を中心 と しての諸特性」,
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(IV)「PLCの成 長戦 略へ の適用」 を とって,解 説 を加 えた ものであ る。 こ
れは 自動車,家 電 製品他 高価 な耐久消 費財 を念頭 において作成 している。
そ もそ も,PLCモ デルは米 国での マーケテ ィング研究 にお いて,自 然発 生
的 に開発 されたモ デ ルで あ り,マ ーケ テ ィ ング戦略 の策定,マ ーケ テ ィ ン
グ ・ツー ルの適 用 に当 た って,重 要 な手掛 か りを提 供 す る もの で あ った。
PLCモデ ルは,当 初,「 一 国適 用」 とい う形 で展 開 されて きたが ,工 業製 品
の輸 出入 が活発 化 してい く過程 で,「多 国的適用」 の必 要 性が高 まるこ とに
なった。私 の場 合,日 本企 業の成長戦略 を考察す る過程 で,そ の成長 の基軸
に据 え られた主 要 な製品 が米 国か らの技術導入 を通 して生 産 をス ター トした
ことに着 目 し,そ の製品 の 「米 国でのPLC」 と当該製品 の 「日本 でのPLC」
がいか なる関係 を持 つの かについて考察す る必 要性 につ いて きわめて早 い段
階で気 づ くこ とにな った。前 出 の 「表一3」をを土台 と して,「 図一17」を作 成
してい る。
◎ 「図一17PLCの 進 展 と諸特性 の変化 お よび 日本企 業 の技術 導入 の タイ ミ
ング」(【3-6】1996「図一5」)(分析 ツール6)
① 「図一17」は 「表一3」を土 台 と して,米 国で のPLCの 進展 と諸特性 の変化
を示す とともに,日 本企 業 の技術導 入の タイ ミングを示 した もの であ る。
②私 の場 合,日 本企 業の高成 長 を支 えた主力 製 品が 「米 国 にPLCの 起 点 を
もつ製 品」 であ り,そ れ らが技術導 入 を通 して 日本 に持 ち込 まれた点 に着
目 して,「図一17」を作成 してい る。
③ 「図一17」はPLCモ デルの多 国的適用 を図 った ものであ り,「自主 開発」 か
らス ター トす る 「米 国でのPLC」 が基本 型で あ り,日 本 にお けるPLCは
技術 導入 の タイ ミングに よ り,こ の 「基本 型」 に よって強 く規 定 され てい
るこ とを確認す るに至 る。
④ 「図一17」に よって,日 本企 業 の基本 的特 質が 明確 化 され る とと もに,日
本 のPLCモ デル研究者 の怠慢 に気づ くこ とになった。
◎ 「表 一2国 際 貿易 お よび生 産立地 転換 のサ イ クル ・モ デル」(【4-7】1976
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◎ 「表一3PLC各段階の諸特徴 とそれに基づ
ー 導 入 期 成 長 前 期
〔D ①製品特性 知能労働集約的製品(製品のR& 同(製造技術 ・工程のR&D)
D)
製中 ③生産,販売規模 小規模生産(手工業生産),単位当 大規模化,量産体制△の移行,単














































奮 ③競争形態 斐鰭暮編器穿質的翻 価格競争の衷面化(自律的価格設定)
④利益率および額 利益率は大きいが額は少ない 利益率額とも大
1
















諸 ④需要の価格弾力 小(価格にほとんど無関係) 大(価格切下げに著しく敏感〉
特 性
性
⑤市場の不確実性 当該製品市場の不確実性頭最も大 不 確実性 九 コ ξ3.昌ケ ーシ 宮ソ
と コ ミ ュ 畠 ケ ー きく迅速かっ適切な コミxwケ ρ 必要
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同(規 模一定,単 位当 りコス トー
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階で「般には産業の特 性 に よっ
旛雛辮 騨鹸舳の区


























難 欝 享墾とも急郡 低下
赤字傾向の恒常化
中間所得層中(当該製品市場の高 中間所得層下(同傾向の強化一フ 低所得層
度化,多様化と新 しいマーケッ ト・ ル ・ライソの確立)
セグメyテ ーシ 霧ソに基づ く市場
再編成)
国内一 地域全般に分布 国内一 ・一同 国内一 一同
海外一一先進地域,開発途上地域 海外一一先進地域,開発途上地域 海外一一 同
の一部 の拡大
国 内=...,:r.;.般 化s需 要 の い.っ 国内一一普及率高ま り,需要の伸 国内一 需要の減退
そ うの拡大 び率鈍化 海外 一一一同
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◎ 「表一2国 際貿易および生産立地転換のサイク



















































































ル ・モ デ ル」(【4-7h976「表3・3」(分 析 ツ ー ル7)
米 国 現地(A)G桂進諸国)現 地(B)(開発途上国)












































第3段階 ・現地(A)から高級品 ・標準化製品の輸出低下 ・先進地域への輸出力強
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「表3・3」(分 析 ッール7)
① 「表一2」はハ ーバ ー ド ・ビジネス ・ス クールのバ 一ーノ ン(R.Vernon)ウ
ェル ス(L.T.Wells)などの研 究成果 を中心 と して整 理 した ものであ る。
② ウェル ス ・モデル は 「国際貿 易転換 のサ イクル ・モデ ル」 と して位 置づ け
られ るが,商 品輸 出 は当然 の こ となが らs初 め に現 地で の生産 を前提 にす
る とい うロ ジ カル な修 正 を加 え る こ と に よ り,「生 産立 地 転換 の サ イ ク
ル ・モ デル」 に変 身 させ ている。
③R.バ ー ノ ンのい わゆ る 「プ ロダ ク ト ・サ イ クル ・モ デル」 はEUを 中心
とす る対 先進 国(Advancedcountries以下ACと 略称)直 接投資 が次 第 に
限界 点 を迎 える中で,対 開発途 上国(DevelopingCountries以下DCと 略
称)直 接 投資 を組み込 ん でのモ デル化 を図 ってお り,「表2」 で は,「現地
A(先 進諸 国)」,「現 地B(開 発 途上諸国)」 を組 み こむ形 をとってい る。
④ 「表一2」PLCモデ ルの多 国的適用 を通 して構 築 されてい るため,筆 者の場
合,そ れ を補 完す るため,「表一3PLC各 段 階 にお け る諸特徴 とそれ に基
づ く成 長戦 略 」 を準備 して い る。 また,「 表一2生 産 立 地転 換 のサ イ ク
ル ・モ デル」 を図示す る形 で,「図一6生 産立 地転換 のサ イ クル ・モデル」
を準備 してい る。
⑤ 「表2」 は米 国企 業 の国際化戦略 解明 のため作 成 され たが,こ こで,思 い
掛 けな く,日 米両企業 の成長戦 略の有機 的関連 に気づ くこ とにな る。 これ
を機 に して,日 本企業 の成長戦略 の特 異性 に関心 を持 つ こ とになった。
「ウ ェル ス ・モデル 」の修 正,再 構 築●
L.T.ウェルス はその論 文 「AProductLifeCycleforInternationalTrade?」
(JournalofMarketing,1968)で,PLCモデ ルの多 国的適用 を通 して,国 際
貿易 におけ るサ イ クル現 象の解 明 を試 み てい る。
ウ ェル スの場 合,そ のPLCの 考 察 を通 して,米 国で 自主 開発 された製品
が,そ のPLCの 進 行 に沿 って,第1段 階 での米 国 か らの輸 出か ら始 ま り,
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同 じ製品が第4段 階の米国への逆輸入に終わるとい う 「国際貿易上の流れの
転換」 を導 くことについての解明を試みている。 この場合,新 製品開発 を担
当す る企業が米国企業であることは自明であるが,第2段 階における国外生
産の開始の主体 を米国企業 とは規定 していないことに注 目されたい。 ウェル
スの場合,海 外生産の主体については,縛 りをかけていない,つ まり,そ の
主体が米国企業であれi現 地企業であれ,国 際貿易の流れの転換を規定する
とい う意味では,問 題 な しとい う立場 をとっている。 また,こ こで,ウ ェル
スが海外生産の開始,輸 出力強化,米 国への逆輸出の主体的担当者 として 日
本企業を想定 していることは行間か らも窺い知ることがで きる。 日本企業の
成長戦略は 「表一2」の現地A(先 進地域)に おける現地企業の成長戦略 に端
的に示 されている。「表一2」を通 して,私 の研究は日本企業の成長戦略の解
明 に向けて さらに一歩,大 きく前進することになった。
◎ 「図一6生 産立地転換のサ イクル ・モデル」(「米国にPLCの 起点をもつ
生産立地









米 国への逆 輸 出






























「 一一曹一 「 「 璽
iDC2,3iiDCIiJし1
生 産 立 地 転 換 の サ イ クル ・モ デ ル 」(「米 国 にPLCの 起 点 を もつ 製 品 」
を対 象 と して)」(【3-6】1991「図3」P220)(分 析 ツー ル8)
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製 品」 を対象 と して)」(【3-6】1991「図3」P220)(分析 ツール8)
これ につ い ては,「表一2」をよ り理 解 し易 くす るため,図 に焼 き直 した も
のである.図 における 囮 こそ日本企業の成長戦略の展開を端的に反映
したものと言える.匝]に は,台湾沖 国を当てはめて見ればよ狼 く理
解 されるはずである。




























① 「A日本企業」,「B米国企業:主 力製品」,「C米国企業:新 製品」が時間
の経過によってその製品 ・技術特性 をどのように変化 させてい くか,また,
それ らの製品について,米 国企業,日 本企業が どのような問題解決行動 を
とっているかを考察 した ものである。
②マネジリアル ・マーケティングは 「B米国企業:主 力製品」の問題解決行
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動 として登場 し,国 内マーケティングか らスター トして,輸 出マーケテ ィ
ング,海 外マーケティング,国 際マーケティングに昇華 してい くプロセス
を確認す ることができる。
③ 「B米国企業:主 力製品」(0)段 階のPD>MDは 問題解決の必要を示 し
てお り,(1)段 階 「PD<MD」は問題解決行動 を通 して達成すべ き市場
条件 を示 している。そ こに付 された 「X」は達成 しなかった ことを示 し,
問題解決行動は成功 しなかったことを示す。「○」 は達成できた ことを示
す。「○」であって も積極 的な経営者 はより良 き条件 を求めて問題解決行
動 を起 こす。「B米国企業:新 製品」の場合,そ れが起 こり得 る。
④ 「B米国企業:新 製品」一 「A米国企業:主 力製品」一 「C日本企業」 は
「米国にPLCの起点 をもつ製品」のPLCの 流れに沿 って配置されてお り,
「表一2,図一6生 産立地転換 のサイクル ・モデル」,「図一10MNCの 成長
ベ ク トルの構成要素」,「図一4MNCの 成長ベ ク トル」 と密接 に関連づけ
て作成 されている。
◎ 「図一17PLCの諸特性 の変化お よび日本企業の技術導入の タイミング」
(分析 ツール6)
「図一17」は日本企業の技術導入のタイ ミングによって日本 でのPLC上 の
諸特性がいかなる影響 を受けるか,米 国でのPLC上 の諸特性 に基づいて考
察で きるよう作成 している。技術導入のタイミングのタイミングが前倒 しな
る場合,そ の諸特性が どう変化するかについて も解明可能である。
◎ 「図一8後 発企業の技術逆転の可能性」(分析 ツール10)
「図一8」は技術後発企業の技術逆転の可能性 をPLCと の関連において解明
するため作成 されている。
「PLCモデルの多国的適用 」の持つ重 大 な限界●
PLCモデ ルの多 国的適用 は きわめ て重 要 な成果 を約 束 して くれ る。バ ーノ
ン,ウ ェル ス両氏 と も,マ ーケテ ィ ング研 究者 で はな く,む しろ国際経済論
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◎ 「図一17PLCの進展 と諸特性の変化および日本企業の技術導入のタイ ミング」
(【3-6】1996「図一5」)(分析 ツール6)
の立場 か らこの 問題 を扱 ってお り,そ のた め,以 下 に言及 す るPLCの 「多
国的適 用」 に内在 す る限界 につい ては,そ の考 察が及 んでい ない。
バ ーノ ンが提 示 した 「プ ロダク ト ・サ イクル ・モデル」 は きわめて ラ フな
モデル であ り,早 晩,そ の力 を失 うことになるこ とは容 易 に予見 可能で あ っ
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◎ 「図一8後 発企業の技術逆転の可能性」(分析 ツール10)
摘 してい る。
『ここで注 意 してお きたいの は,バ ー ノ ンの 「プロ ダク ト ・サ イ クル ・モ
デ ル」 はPLCモ デル の多 国的市場 へ の拡 大適用 を図 った もの で,筆 者 の よ
うに,以 前 か らPLCモ デル を研究 して きた もの に とっては,な ぜ,「 プロダ
ク ト ・ライ フ ・サ イ クル(PLC)」 を 「プ ロダ ク ト ・サ イ クル」 に置 き換 え
るの か,研 究 者 と しての姿勢 が 問 われ る ところであ る。 元来,「 表一3」に示
す ように,PLCモ デル は1特 定 製 品の ライ フ ・サ イクルの各 ス テー ジにお
け る製品特 性,市 場特 性,競 争構 造,技 術特性 な どを包括 的 に示 したモデル
と言 うことが で き,そ れ を展 開 した 「生産立地転換 のサ イ クル ・モデ ル」も,
米 国 にサ イ クルの起 点 を持 つ一特定 製品 につ いての 「海外 へ の地域拡 大戦略」
の展 開の プ ロセス,お よび,そ れ に よって生 じる当該製 品の国際貿易 の流 れ
を解 明す るには役 立 っている として も,所 詮 は企 業の成長 戦略全体 の ご く一
部 を扱 ってい るに過 ぎな い。 これ はPLCモ デル 自体 の持 つ 限界 と言 え る。
バ ー ノンはその著書(R.VernonSovereigntyatBay-TheMultinational
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SpreadofU.S.Enterprise,1971)の中で,い くつかの事例研究 を取 り上げ
ているが,そ の事例はアル ミニューム企業 とか,石 油企業 とか単一製品企業
の まま海外への地域拡大戦略 を行 った企業 に限定 されてお り,PLCモデル
お よびPLCの多国的適用 の限界 に気づいていない。このこともPLCモデル
が1特 定製品 しか扱い得ないことをを如実 に物語っている』。
今 日,米 国系MNCは 国内市場 を場 として,異 種産業間,同 一産業内での
「多角化戦略」 と個 々の製品についての 「拡大化戦略」 を展開 し,こ れら多
角化 の結果 として登場す る多数の 「米国にサイクルの起点 をもつ製品」(そ
の後 の私 の論文では 「米 国にPLCの 起点 をもつ製品」 という用語 を使用)
としてのそれぞれを 「海外への地域拡大戦略」 に乗せているもので,そ の意
味で,「生産立地転換のサイクル ・モデル」 は個々の製品を担 当する1特 定
製品事業部 の 「海外への地域拡大戦略」を取 り扱 っているに過 ぎない。
それゆえに,米 国系多国籍企業の成長 戦略全体 を扱 うモ デル と して は,
「生産立地転換 のサイクル ・モデル」 だけでは不十分であ り,こ こでは,H.
1.アンゾフの 「企業の成長ベク トル」 という基本枠への組み込みが必要 とな
る。この成果が 「図一4(【4-71「図3・2」)MNCの 成長ベ ク トル」 として
示 されている』(【4-7】P74-5)。
H.1.アンゾフの 「製品 一 市場 マ トリック ス」の掘 り下 げと再展開◎
こ こで は,ア ンゾ フが提 示 した もっ と も原 初 的 な図で あ る 「図一11-1製
品 一 市場 マ トリ ックス(原 型)」,お よび,そ れ を精緻化 した 「図一11-2製
品 一 市場 マ トリ ックス(拡 張型)」,「図一12MNCの 成長 ベ ク トルの構成 要
素」,「図一9「多角化」,「海外へ の地域拡 大」 と成 長 曲線」,お よび,こ れ ら
の 図 を土 台 に据 えて再 展 開 した 「図4MNCの 成 長ベ ク トル」(【4-7}図
3・2と して掲載)に つい て,順 次解 説 を加 える こ とにす る。
「図一11-1製品 一 市 場 マ トリ ックス」 は ア ンゾ フが提 示 した もっ とも普












「図一11-1製品 一 市 場 マ トリ ッ ク ス」(【4-3】図3・2と して収 録)ア ン ゾ フ の
提 示 した 原 型
のであ る。 このマ トリ ックス は 「製品」 を 「現」,「新」 に分 け,「市場」 を
「現」,「新」 に分 けiそ の組合 せか らで きる4つ の ボ ックス につ いて,「市場
浸透(MarketPenetration)」,「製 品開発(ProductDevelopment)」,「市場
開発(MarketDevelopment)」,「多角化(Dlvercification)」と名づ けている。
い ずれか に 「現」 が関係 してい る組合 せ,す なわ ち,「市場浸 透」,「製 品開
発」,「市場 開発」の3つ の組合せ を 「拡 大化」 と総称 し,「新市場 一 新製 品」
の組合せ を 「多角化」 と して対 置 している。
ア ンゾ フの 「図一11-1」作成 の真 の狙 いは この 「多 角化」 を明確 に概 念づ
ける こ とにおかれ てい る。 チ ャン ドラーの場 合,職 能部 門制組織 一 製 品事
業部制組織 の転換 を規定 す る 「多角化」 につい て,① 「単 一製品」か ら 「多
数製品」へ の転換,② 「マー ケテ ィング活動 の単一性」 か ら 「マ ーケテ ィン
グ活動 の多様化」 への転換 とい う2つ の条件 の 同時的転換 に求め ている。両
者の 「多角化」 に関す る認識 は実質的 に きわめ て共通 した側面 を もってい る
































































◎ 「図一11-2製品 一 市 場 マ トリ ック ス(拡 張 型)」(分 析 ツ ール12)
◎ 「図 一11-2製品 一 市 場 マ ト リ ッ ク ス(拡 張 型)」(分 析 ッ ー ル9)
① ア ン ゾ フ は 戦 略 的 決 定(StrategicDecisionMaking),業務 的(現 業 的)
意 思 決 定(OperatingDecisionMaking)を提 示 し,戦 略 的 決 定 の 重 要 性
を強 調 して い る 。 しか し,ア ン ゾ フ の こ の 主 張 を 的 確 に 反 映 し て い る の は
「図 一11-1」で は な く,こ れ を さ ら に 精 緻 化 し た 「図 一11-2」で あ る 。
② ア ン ゾ フ は そ の 著 書 の 中 で,「 図 一11-1」の み を提 示 して い る が,ア ン ゾ フ
の 行 論 を丹 念 に 追 っ て い く と,「 図 一11-2」に 辿 り着 く こ とが で き る 。 こ の
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2つ の図 を比較 す る場合,そ の説 明可能領域 の差 は歴然 と してい る。 「図一
11-2」で は,「新 」 に幅 を持 たせ る こ とに よ り,そ の説 明可能領域 は一気
に拡 大 され る こ とに なる。 ここで は,「共通 関連性 」 の概 念 の持 ち込 み を
可 能 と してい る こ と,「多角化」 の広 が りを一気 に拡大 してい る こ と,ア
ンゾ フが提 示 した 「戦略 的決定」,「業務的(現 業的)決 定」 を的確 に理解
す るの に きわめ て有効 で ある ことを挙 げてお く。
③ 「図一11-2」で は,「製 品 一 市場 マ トリックス」 の 「製 品」,「市 場」 の そ
れぞれの 「新」 の部 分 に幅 を待 たせ るこ とに よ り,「現」 に隣接す る 「新」
と 「現」 か ら遠 隔 にあ る 「新 」 を設定 してい る。 「新」 に幅 を持 たせ る こ
とに よ り,「現」 で蓄積 され た 「経験,技 術,ノ ーハ ウ」 の適 用可 能性,
共通 関連性 の大小 を確 認す る こ とを試 みてい る。 ア ンゾ フは 「市場 」 に関
わ る 「経験,技 術,ノ ーハ ウ」 を 「マ ーケ テ ィング」 で統 括 し,「製 品」
に関 わ る 「経 験,技 術,ノ ーハ ウ」 を 「技 術 」 で 統括 す る こ とに よ り,
「多角化 」 に もさま ざまな特性 が あ るこ とを提示 してい る。技術 面 での共
通 関連性 を追 及 した多 角化(以 下,技 術 関連 の多角化 と略称),マ ー ケテ
ィング面 での共通 関連性 を追及 した多角化(マ ーケテ ィング関連 の多角化)
等 々で あ る。 ア ンゾ フの行論 を丹 念 に追求 す るこ とに よ り,さ らに,「多
角化」 の広 が りの 四隅 を規定 した 「多角化1」,「 多角 化II」「多 角化 皿」,
「多角化IV」の存 在 を確認 す るこ とが で きる。
ア ンゾフの 「企 業戦略論」執 筆の真意●
ア ンゾフはそ の著 書 「CorporateStrategy,1962」にお いて,「戦略 的決
定」 の重 要性 を強調 してい るが,そ の背景 と して,米 国で は,第2次 世界大
戦 中,技 術 革新の種播 きが な され,予 想 もつ かない ような分野 で開花,結 実
してい く中で,企 業 が成長機会 を掴 むため には,ト ップ ・マ ネジメ ン トが こ
れ までの意思 決定 を引続 き踏襲す る ことは許 され ない とい うこ とが あった。
ア ンゾフは従来 の トップ ・マ ネ ジメ ン トの意思決定 が業務的決定 の範躊 に
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属 してお り,そ の特性 として,反 復的,定 型的,自 動再生的,分 権化可能 を
挙 げている。それに対 して,戦 略的決定の特性 を非反復的,非 定型的,非 自
動再生的,集 権化 として提示 している。 しか し,こ れは戦略的決定の定義 と
は言い難い。「戦略的決定は業務的決定ではない」,すなわち,業 務的特性に
「非」 をつけただけのことである。 しか し,私 にとって,ア ンゾフの 「これ
か らの トップ ・マネジメン トの意思決定は業務的決定であ ってはならない」
という主張 は実に明快であ り,鮮明であった。その上,戦 略的決定 について
の定義 こそないが,事 例,図,表 を駆使 して,戦 略的決定の内容 を解明 して
い く姿勢,お よび,そ の実績 には目を見張るものがあった。
「図一11-2」では,私 の手 によって,点 線での境界線が書 き込 まれているが,
この境界線の内側にある ものは業務的決定の内容 を示 している。この内側は
トップ ・マネジメン トの保持 している 「経験,技 術,ノ ーハ ウ」の活用 を通
して決定 し得 る ものであ り,「多角化」で さえ,マ ーケテ ィング面,技 術面
の共通関連性 を確保 している(「多角化1」)。ここで,ア ンゾフが戦略的決
定の重要性 を強調す る背景には,『成長機会が この内側 に発生すれば,「リス
ク小,効 率大」 ということで,こ んな望 ましいことはない。 しか し,今 日で
は,そ のこと自体,単 なる僥倖で しかな く,む しろ,成 長機会の多 くは外側
に発生 し,こ れに目を向けない場合,企 業の存続,成 長はあ りえない』 とい
うことが提示 されていることに注 目されたい。
「図一11-2」は多角化の方向を示す ものであ り,事 業部制組織 との関係は度
外視 されている。 しか し,こ れを管理組織 問題 に結 び付 けて考察する場合,
意外 とも言える成果を導 くことができる。 ここにこそ,ア ンゾフとチャン ド
ラーの接点がある。
アンゾフとチャン ドラーの接点●
「製品 一 市場マ トリックス」 と組織との関係●
企業が多角化の方向と多角化の位置 を確定 し,そ こでの事業活動を開始 し
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た段階で,新 しい 「製品 一 市場 マ トリックス」 の一枚が上乗せ されること
になる。「製品 一 市場マ トリックス」一枚が加わる度 に新 しい製品事業部が
創設 されるはずである。 この新 しく設立 された事業部は,「現製品」一 「現市
場」 を通 してマーケティング上,技 術上の 「経験,技 術,ノ ーハ ウ」 を蓄積
することになる。限 りな く透明の 「製品 一 市場マ トリックス」 を重ね合わ
せて,傭 鰍図的に観察す ることにより,そ の企業が包括 している事業分野は
一目瞭然 と把握で きることになる。
このことはチャン ドラー,ア ンゾフの両氏の研究 をリンクさせ ることによ
って,初めて得 られた結論である。両氏の研究 をリンクす ることについては,
反論があったが,ほ ぼ同時代 に執筆 され,同 様 の時代背景を持つ両氏の研究
を個々ばらばらに把握することこそ問題である。 もとよ り,研究者の思いつ
きによる安易かつ杜撰 なリンクは許 されない。決 して,両 氏の優れた研究成
果 を歪曲する ものであってはならない。「私の研究 ・教育遍歴」冒頭におい
て強調 したように,私 の場合,チ ャン ドラー,ア ンゾフ両氏の ように,明 確
な問題意識 を持ち,そ のための体系的な方法論 アプローチ,お よび,そ の
ためのッールが提示 されている論文に対 しては,あ くまで も敬意を以 って対
応 し,そ の歪曲を徹底的に回避する姿勢で臨んでいる。
アンゾフの場合,企 業の成長戦略に焦点 を当てて研究する反面,組 織面で
の研究が軽視 されているのに対 し,チ ャン ドラーの場合,管 理組織 に研究の
焦点を当てているが,各 製品事業部間の組織間調整の問題については,そ の
事例研究の中で,断 片的に扱 われているに過 ぎない。両氏 とも,卓 越 した研
究成果 を残 しているが,両 氏の研究成果の リンクを通 して,さ らなる新 しい
展開が可能 となることに注 目されたい。
組織科学 に掲載 した論文 【4-12】「企業国際化 と組織」(昭和60年秋期号)
はアンゾフとチャン ドラーの研究のリンクによる新 しい展開の可能性 を提起
した ものである。 これについては,後 述する。
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ア ンゾフの 「製品 一・市 場 マ トリックス」のMNCに 向 けての再展開●
ア ンゾ フ も,チ ャン ドラー と同様,「 企業 の 国際化」 を視野 に入 れ ての研
究 は行 ってい ない。前 出 の 「製品 一 市場 マ トリ ックス」 はあ くまで も国内
企業 の枠 内で議 論 を進 めてい る。
◎ 「図一10MNCの 成 長ベ ク トルの構 成 要素」(【4-9】1979)(分析 ツール
13)
① ア ンゾ フが 「企業 の国際化」 を念頭 に入 れた上 で,「製品 一 市場 マ トリッ
クス」 を作 成す る とすれ ば,ど の よ うな形 になるか をア ンゾフに代 って作
成 したのが,「図一10MNCの 成長 ベ ク トルの構成 要素」 であ る。
② 「図一10」は 「図一11-1」が 「製 品」(現 製 品 一 新 製 品),「市場 ・ニーズ」
(現市場 一 新市 場)を 軸 に とってい るの に対 し,「製 品」,「市場 ・ニーズ」
に加 えて,「国際化 プ ロセス」(国 内 一 商品輸 出 一 海外 企業進 出)の3つ

















◎ 「図 一10MNCの 成 長 ベ ク トル の構 成 要 素 」(【4-9】1979)(分析 ツ ール13)
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③ 「図一10」は 「図一11-1」に 「企業 の国際化 プ ロセス」 を新 しい軸 と して加
え るこ とによ り,原 型 を崩 さない まま,MNCの 成長戦 略の全体像 を解 明
す る こ とを可 能 と した もので あ る。す なわち,「国 内」 に関す るボ ックス
① ～④ と,「商品輸 出」 に関す るボ ックス⑤ ～⑧,「 海外企業進 出(海 外生
産)」 に関す る⑨ ～⑫ を組 み合 わせ る こ とに よ り,MNCが 活動 すべ き事
業領域 の設定 を導 び き得 る。
④ ア ンゾフの 「図一11-2」で は,製 品面,市 場 面 の共 通関連性 が 問題 とされ
てお り,こ れ を再展 開 した 「図一10MNCの 成長ベ ク トルの構成要素」 も,
当然,「 国内」,「商 品輸 出」,「海外 企業 進出(海 外生 産)」相互 間 にお ける
製 品面,市 場面 の共通 関連性 の解 明 に大 き く貢献 し得 るこ とにな る。
⑤ また,「図一10」はわれわれが単純 に 「商 品輸 出」,「海外 生産」 と呼んで い
る もの も,製 品面,市 場面 での共通 関連性 とい う観 点か ら,実 にさ まざま
な もの を内包 してい るこ とを明 らか にす る と同時 に,そ の どれ を採 るか に
よって,組 織的調整 も様 々で ある こ とを明 らか に してい る。
⑥ 「図一10MNCの 成長ベ ク トルの構成要素」 に沿 って考察 す る場合,ボ ッ
クス⑤ の 「市場浸透 型」商 品輸 出 は商品輸 出の基 本型 とも言 うべ きもので
あ り,ボ ックス⑤ が多 くの企業 によって ご く自然 に選 ばれるの は,こ の タ
イ プの 商品輸 出の持 つ共通 関連性 が他 の3つ の タイ プ(ブ ックス⑥,⑦,
⑧)に 比 較 して大 きい こ とに よる もので,こ の共通関連性 の大 きさが この
タイプの 商品輸 出 を きわめ て効 率 大,リ ス ク小 に して い る。 ボ ックス①
一 ⑤ の展 開は共通 関連性が 大 きい ため,シ ナ ジー(結 合効 果)が 大 きく,
特 に,製 造 ・技 術面 で最大限 に発現 され る。他方,マ ーケテ ィング面での
共通 関連性 はボ ックス⑤ の場合,ボ ックス⑥,⑦,⑧ に比較 して もっ とも
大 きい と言 えるが,「 国内」段 階で確 保 したマ ーケ テ ィ ング上 の経験,技
術,ノ ーハ ウを輸 出先 国のマ ーケテ ィング風土 に合わせ て修正 し,国 毎 に
現地 マーケ テ ィング ・シス テム を構 築す る ことを不 可欠 と してい る。 ここ
で は,そ の共通 関連性 も希 薄化す る等 々の解 明が可 能 となる。 また,「海
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外企 業進 出」 につい て も同様 の考 察が可能 となる。
◎ 「図一9「多角化 」,「海外へ の地域拡 大」 と成 長 曲線」 【4-10】1979(分析
ツー ル11)
① 「図一9「多角 化」,「海外 へ の地 域拡 大」 と成 長 曲線」 はPLCモ デ ル と
「拡大化」,「多角化」,「海外 へ の地域拡 大」 の リンクを図 った ものであ る。
② 「図一9」で は,P、,P2,P3のそ れぞ れ の成 長 曲線 は その延 命 策 と して の
「拡 大 化 」 を も織 り込 ん だ も の と して 把 握 され て い る 。P1-P2-
Pゴ ・・は 「多角 化」 に よる製品 の増 加で あ り,こ こでは,成 長 曲線 の一
層 の引 き上 げが可 能 となって い る。 また,PIA-PIB-Plc… は 「Pl」
につ いての 「海外 へ の地域 拡大」 を示 してお り,「多 角化」 と類似 した成
長 効果 を持 って い る と言 うこ とが で きる。 しか も,「海外 へ の地域 拡 大」
はその 共通関連性 にお いて,「多 角化」 よ り大 きいのが通 例 であ る。 この
点 につい ては 「図一10」との併用 が不可 欠 となる。















◎ 「図一4MNCの 成長ベク トル」【4-3】1976(分析 ツール15)
① 「図一4MNCの 成長ベク トル」 はMNCの 成長戦略の全体像 を解明する
ため に不可欠の3つ の戦略領域 を同一平面上で表示で きるよう工夫 し,
MNCの 成長戦略展開の方向づけを可能 にした ものである。「図一4」では,
縦軸に 「製品」(標準化製品 一 未標準化製品)を とり,横 軸には,「市場」
(世界市場,国 内市場,海 外市場)と 同時に,製 品 一 市場の組み合わせを
通 して類型化 される経営戦略,す なわち,「国内での拡大化」,「国内での
多角化」,「海外への地域拡大」 をとり,さ らに,「海外への地域拡大」 を
「商品輸出」,「海外企業進出」 にさらに細分 している。
②企業の経営戦略展開のプロセスは 「① 国内での拡大化」一 「②国内での多
角化」一 「①国内での拡大化」一 「② 国内での多角化」という循環的流れ と,
この循環的な流れ を通 して導かれた多数の製品(P1,P2,P3…)が
「①国内での拡大化」 を経 由 して,「海外への地域拡大」 に乗せ られる流れ
という2つ の流れに分けて考察することが有効である。 この2つ の流れは
そのまま 「図一4」「MNCの成長ベク トル」 に組み込 まれている。
③一般に,国 内企業は 「海外への地域拡大」 を行 なうことによってMNCに
転化するとされるが,単 一製品企業の場合 はそのまま受け止 めて よいが,
多数製品の場合 は特別の配慮 を必要 とする。すなわち,多 数製品企業の場
合,「海外への地域拡大」 をとると言っても,「海外への地域拡大」 に乗せ
られるのは取扱製品の一部に留 まるのが通例であ り,また,その場合でも,
その企業はMNCの 範疇 に入れられるため,MNCの 経営戦略の全体像 を
把握す るにあたって,「海外への地域拡大」 に乗せ られていない取扱製品
をどう扱 うかが大 きな問題 となる。 この点はこれまでのMNC研 究者の大
多数が見過ご してきた点である。
④ 「図一4」はこの点 に留意 して作成 しした もので,MNCの 経営戦略の全体
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◎ 「図一4MNCの 成 長 ベ ク トル 」 【4-3】1976(分析 ツ ー ル15)
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「国際貿易および生産立地転換のサイ クル ・モデル」 を 「多国 籍 企
業の成長戦略展開の系譜」に組み込む ことに よって開発 された もの
で,そ れは図3.2に示 されている.
図3.2「多国籍企業 の成長ベ ク トル」は,米 国系多国籍企業の成
長戦略の特質 とその展開の方 向を示す と同時に,米 国系 多国籍企 業
の成長戦略をを基軸 として,そ の戦略展開のなか で,日 本企業の成
長戦略がいかなる有機的関連を もち,か ついかな る位置 づけを与 え
られ るかの解明に も役立つ.
そ こで,図3.2「多国籍企業 の成長 ベ ク トル」につ いての解説を
行なってお く.そ の解説 のための主要なポイ ン1'を列挙すれ ば以下
のようになる.
(1)「サイクルの起点を米国 にもつ製品」…米国市場を対象 として製品化,
市場導入 され,そ の衝 海外市場に輸出され,さ らには,海 外生産 にまで
移行 してゆ く製品.こ の種の製品は米国市場 の広大かつ高い所得水準 とい
う特性を反映して,高 所得関連,労 働節約的 とい う製品特性を もつ.
(2)ロ…米国企業の生産拠点 △…西欧企業 の生産拠点rO… 日本企業
の生産拠点を示す.
③ 縦軸 では 「製 品」(標準 化製品,未 標準化製品)を とり,横軸 では
「市場」(米国市場,海 外市場)を とり,さ らに横軸で 「製品一市場マ トリ
ックス」か ら導かれる成長戦略を とっている.
縦軸については,以 下の項 目が関係 している.
(4)「標準化製品」…製品(P1・P2…P1。)に該当 し,製 品i製 造技術
工程,原 料,部 品,労働力など全般 にわたっての標準化,規 格化が一一応完
了した製品,プ ロダク ト・ライフ ・サイクル(以 下PLCと 略称)上,米
国での成長後期以降の製品に多 くみ られる.
(5)「未標準化製品」…製品(Pu,P・2……Pπ)に該当 し,製 品 製造技術,
工程 原料 部品,労働力など全般にわたって未標準化 の段階にある製品.
PLC上,米 国での導入期,成 長前期にある製品に多 くみ られ,先 端技術
集約,研 究集約,知 識集約 としての特性を強 くもつ.
⑥ 製品のpLG上 の導入期 成長前期→成長後期.成 熟期への移行に
沿 って,「未標準化製品」か ら 「標準化製品」への移行が常時生 じている.
(7)製品P為P3……Pnと は別 に,・製品P1お よびPuに ついて,Pl',
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P1'(Z)・…・・P・'㈲お よびP・',Pn1(2)……Pu'㈲力竃取 り上げ られているが,製
品Pユ,P2・一 ・Pπと製品P1',P1'(2)……Pユ'㈲の関係は製品P1,P2…P鴻の
それぞれは製品多角化 に属 し,そ れぞれ製品事業部に よって担当 されるの
に対 し,Pユ,P1',P1'(2)……P11(鵬)は,Pユ事業部内での製品多様1ヒを示 して
いる.な お,Pi',Pユ'(a)……P1'(のの間でも,製 品Pエ,PZ…Pπにみ られる
高度の標準化砂未標準化 の関係が成立 している.P・',Pエ'(2)…...PlyCm)は,
製品Pユについての世界的 ロジステ ィックスに密接に関係 している.
横軸については,以 下 の項 目が関係 している.
⑧ 「製 品多角化」…新製品丁新市場 の組合せを示 した もので,製 品事業
部の新設につながるものであ り,米国系多国籍企業の場合,米 国市場を対
象 としてなされ ることが多い.こ の製品多角化に よって,Pエ,P2……Pnの
動 きが生 じる.
(9)「拡大化」…現製品一一現市場(市 場浸透),現製品一 新市場(市 場開
発),新製品一現市場(製 品開発)の 組合せをも含 む もので,同 一の製品
事業部に よって扱われるべ き性格の戦略であ り,「多角化」 と対置され る.
⑩ 「海外へ の地域拡大」…「商品輸出」 と 「企業進出」に大別 され,「商
品輸出」は先進諸国⇔開発途上国に,ま たs「企業進出」は,先 進諸国(西
欧諸国)← 目本 → 開発途上国に細分されている.な お 「企業進出」は生産
拠点の設置に限定 され,マ ーケテ ィソグ拠点の設置は 「商品輸出」の範曖
に含め られ るものとす る.な お,「海 外へ の地域拡大」は,国 内市場を対
象 として 「多角化」「拡大化」 された製品を 「商品輸出」「企業進出」に乗
せるとい う形を とることが多 く,そ の意味で,現 製品一新市場(市 場開
発)ひ いては 「拡大化」 の範疇に含め られる.
米国企業 の各成長戦略の採用のプロセスについては,以 下の項 目が関係
す る.
⑪P、 お よびPuの ①,②,③,④,⑤,⑥ がそれに当た りs① 「国内
での拡大化」i② 「国内での製品多角化」,③ 「先進諸国への商品輸出」,
④ 「開発途上国への商品輸出」,⑤ 「先進諸国および日本への企業進出」,
⑥ 「開発途上国へ の企業進出」を示 している.これ らの各成長戦略採用の
順序はおおむね①→⑥の方向に流れていると考えてよい.な おP、1での⑥'
および ⑥',⑥"は,世界的 ロジステ ィックス計画に基づいて,⑤ 「先進諸
国への企業進 出」および ⑥ 「開発途 上国への企業進出」が,⑤ の 場 合,
⑤'(米国の生産拠点),⑥の場合⑥'(先進諸国お よび日本での生産拠点),
⑥"(米国での生産拠点)で の製品の生産中止 特化の意思決定を連 鎖 的
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に導 くことを意味 している.
⑫ 米国企業の場合,成 長戦略展開のプロセスは,① 「国内での拡大化」
→② 「製品多角化」および,① 「国内での拡大化」一+③,④,⑤,⑥ 「海
外への地域拡大」の2つ に大別 して考察す ることが有効 であ る.
⑬ 米国企業の場合 国内企業段階 では もとよりのことs多 国籍 企業段
階でも,② 「製品多角化」は① 「国内での拡大化」か ら直接的に導かれて
いる.こ の 「製晶多角化」の決め手になるものは,「国 内で の拡大化」 の
対象 となる製品のPLC上の位置づけであ り,多角化(P・→P2)はP・が成
熟期に入る以前 の段階でなされ る.多 国籍企業 の場合でも 「製品多角化」
は国内活動量の維持,増 大 とい う視点か ら 「海 外へ の地域拡大」 とは別個
の視点からなされることが多い.
⑭ 他方 ㈲のプロセスを通 して,多 角化 された多数の製品は① 「国内
での拡大化」を経 由して,「海外への地域拡大」の条件を整備 した製 品か
ら,順次 「商品輸出」③,④,さ らに 「企業進出」④ ⑥に乗せ られ るこ
とになる.
⑮ 「商品輸出」は,米 国企業 の場合,③ 「先進諸国へ の商品輸出」→④
「開発途上国への商品輸出」 とい う経 過をた どる.
⑯ 「企業進出」は,通 常 「商 品輸 出」に引き続いて行なわれ る.「企業
進出」 もまた,米 国企業の場合,⑤ 「先進諸国(目 本を含む)へ の企業進
出」→⑥ 「開発途上国への企業進出」 とい う経過をた どる.
㈲ ⑤ 「先進諸国への企業進出」において,「現地市場志向投資」(P、～
P1。)と「現地市場十海外市場志向投資 」(Pu以降)を 区別 したのは,Pu
以降は世界的ロジステdッ クス計画に よる生産立地が問題 となっているこ
とを示す.な お,今 日では,P・～PI。においても 「現地市場+海 外市場志
向投資」に基づ く生産拠点の再編成力桁 なわれている.
⑱ ⑥ 「開発途上国への企業進出」は 「海外市場(本 国市場を も含む)
+現地市場志向投資」の形をとっている.囎 発途上国へ の企業進 出におい
て,「現地市場志 向投資」 よりも,「海外市場+現 地市場志向投資」がい っ




⑲P・ は標準化製品についての各成長戦略の採用のプロセスを示 した も
のでiこ れはP竃・・…司Pユ。のすべてに適合す る.こ こではi世 界的 ロジステ
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イックス計画はまだ展開されていない。
P11鳳 先端技術集約的製 品についての各成長戦略の採用のプロセスを
示 したもので ①,② ……⑥お よび⑥',⑥',⑥"がすべて世界的 ロジステ
ィックス計画に基づいてなされ ることを示 している.これはPu……Pエ5の
すべてに適合す る.
P、8は①,② ……⑤お よび⑤iを含み,「企業進出」がまだ 「開発途上国」
におよんでいない製品を示 している.P3。は ①,②,③,④ を含み,「企
業進出」⑤,⑥ が まだなされていない製品を示 している.
P35は①,②,③ を含み,「先進諸国への商品輸出」が始まったばか りの
製品を示 している.P4。～Pπは,米 国市場 での拡大化が行なわれ始あた段
階 の製品を示 している.
⑳ ⑲に よって示 され るように,P・,P2……Pπは 「米国にサイクルの起
点を もつ製品」の系列であ り,「製 品多角化」によってP1→Pπの方向に進
んでゆ く.先端技術集約的製品(Ply～Pのに属する製品でも,そ の未標準
化の程度はそれぞれ異なってお り,それは各成長戦略の採用の状況に端的
に反映 されてい る.そ こでは,P・1→Pπの順序で未標準化の度合いが強 く
なることが仮定されている.⑥ 「開発途 上国へ の企業進出」がなされてい
る製 品(P、～P、5)などは,⑯ で明 らか),rした ように,「未標準化製品」→
「標準化製品」(P1～P、。)への転化が なされたものとみ ることが妥当か も
しれ ない.
⑳P、1,P、8,P3。,P35,P4。の各製品における成長戦略採用の違い,特 に生
産立地の違 いは,「米国にサイクルの起 点をもつ製品」Uyつい ての生産立
地の転換 のサイクルに よって説 明され る.な お,生 産立地転換のサイクル
については,前 節の 「サ イクル ・モデル」を参照 されたい.
今 日,米 国系多国籍企業 においてはr知 識集約的製品の米国への特化
標準化製品で外部経済 への依存度が高 く,なお改良の余地の残されている
製品の先進諸国への特化、世界的かつ高度の標準化,規 格化が完了 し,外
部経済 への依存度が低 く,未熟練労働へ の依存度の高い製品への開発途上
国への特化がなされ る方向にある.
⑳Puに ついて示 した各成長戦略採用の プβセスはr世 界的 ロジステ
ィックス計画をモデル化 した ものである.こ の点については.次 節 の世界
的 ロジステ ィックスの項を参照 されたい.




ためのIC)の区別の必要,さ らには高度 な技術部分は米国`+t単純 な加
工部分は開発途上国でといった分業関係が明 らかにされ よう.
最後に,目本企業 の各成長戦略の採用 プロセスについては,以 下の項 目
が関係する.
¢3目 本企業は 「米国にサイクルの起点を もつ製造」が 日本での生産を
可能 とする要件を満た した段階で生産を開始す る.こ の要件は米 国立地か
ら先進国立地へ の転換を可能 とす る要件に準 じる.目 本での生産 は 「米国
にサイクルの起点をもつ製品」以外に 「西欧にサイクルの起点 を も つ 製
品」「日本にサイクルの起点をもつ製品」 について も,当 然問題 となる.
㈱ 日本企業 の場合,P1に示す ように,そ の成長戦略採用の プロセスは,
米国企業の場合 とは全 く対照的に,④ 国内市場での拡大化を経て,㊥ 開発
途上国への商品輸出,◎ 先進諸国への商品輸出(こ れ まで,西 欧諸国に対
しては,あ まり積極的ではな く,㊦ はあま り問題 にな らなか った),さ ら
には,㊦ 米国への商品輸出 という順序で,「国内市場+海 外市場志向」に
よる市場規模の確保 と,コ ス ト面での比較優位 の追求を通 して,し だいに
世界的供給ベースとしての地位を確立 してゆ く.
㈱ 日本企業の場合,そ の担当する製品Pi,P2…P・・,P・2によって,
すでに,㊨米国へ の商品輸出を行ない うる段階に入 った製品 もあれば,㊦
先進諸国への商品輸出の段階まできた製品,さ らには,⑨ ようや く開発途
上国への商品輸出が可能になった製品もあ り,そ の極端 な形では④ 目本で
のみ販売される製品まで多種多様である.⑳,㊥,C)㊥ のすぺてを採用
している企業ほど世界的供給 ベースとして役割を果た していることになる
が,日 本企業の標準化製品についての成功は,米 国企業 の世界的 ロジステ
ィックス計画の策冠 特に標準化の程度に基づ く生産拠点 の世界的配置
開発途上国への 「海外市場+現 地市場志向」の企業i進出,先 進諸国の生産
拠点 の 「現地市場+海 外市場志向」 の視点か らの再編成に重大な影響を与
えている.
㈱ ㊦,○,特 にe米 国への商品輸出を可能 とす る条件 としては,一 定
の品質,性 能水準 とコス ト面での比較優位が大 き く問題 とな り,この条件
はPiz,P11→Pa,P、の方向で満たされる.米 国企業 の場合,R&Dが 直 ち
に商品輸出につながるが,目 本企業の場合,米 国企i業との間の技術ギ ャッ
プが著 しく大きい場合,R&Dの 大 きさは,直 ちに商品輸出につなが らな
いことに留意されたい
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伽 日本企業の開発途上国への企業進出も当初は 「現地市場志向投資」
の形をとり,町工場的な小規模投資に限られていたが,米国企業の 「海外






される全体像から見て,こ れ までいかに多 くの重要な問題が見落 とされて
きたかに気づかされる。
⑤ 「図一4」はさらに欲張 った形で,米 国企業の成長戦略に対置する形で,日
本企業 における成長戦略展開のプロセスの解明を試みている。「図一4」は
きわめて複雑であるため,こ こでは,原 文のまま,図 の解説をも併せ掲載
してお く。
「MNCの成長ベク トル」がMNC研 究にもたらす効果●
一例 を挙 げる と,MNCは 「海外企業進出(生 産面)」を行 っている企業
として把握 され,前 出のR・ バーノンはフォーチュ ン誌他の企業 ランキング
表か ら海外生産拠点 を2つ 以上持 っている企業 をMNCと して抽 出 してい
る。 しか し,こ こで注意 してお きたいのは,こ の2つ 以上の海外生産拠点は
単一製品だけで確保 される場合 もあれば,2つ の製品にまたがって確保 され
る場合 もあ り,そ の企業の取扱製品の数は度外視 されていることである。
その場合,単 一製品企業 がその製品で海外生産拠点 を持 ってい るの も
MNCな ら,多 数製品企業で100以上の製品事業部 を持つ企業が1つ だけの
製品で 「海外企業進出」 を行 っているの もMNCで あ り,こ の場合,同 じ
MNCと 呼 ばれて も,成 長潜在力 という観点か ら見れば,大 きな較差が認め
られるということである。
「図一4」では,縦 軸で,「多角化」が どの程度行 われているか,ま た,横 軸
では,多角化 によって導かれた製品の中で,どれが 「海外企業進出(生産面)」
段階 まできているか,ま た,ど れが 「商品輸出」段階にあるか,さ らに,ど
れが 「国内での拡大化」に留 まっているかを示 し得るよう作図 してあるため,
企業の成長潜在力の識別が十分に可能である。
前述 した 「PLCの多国的適用」の もつ限界は 「図一4」によって一層明確に
なる。PLCモ デルはあ くまで も一特定製品のライフ ・サ イクルの解明に役
立つ ものであ り,そ の多国的適用 もこの限界 か ら免れるこ とはで きない。
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「PLCモデルの多 国的適用 」 はP1,P2のそ れぞ れについ て,「① 国 内での拡
大 化J「 海外 へ の地域拡大 」,さ らには,「商 品輸 出」,「海外企 業進 出」 に
細分化 され た形 で,「③ 対AC商 品輸 出」一 「④対DC商 品輸 出」一 「⑤対AC
企 業進 出」一 「⑥ 対DC企 業進 出」 の展 開の解明 まで であ って,P1-P2-
P3… につい ては,ア ンゾ フの 「国内での多角化」 の助 け を借 りざるを得
ない とい うこ とにな る。 ウェルス,バ ー ノ ンもこの落 と し穴 にはまった と言
うこ とがで きる。
以上 の考察 に も明 らかな よ うに,H.1.アンゾ フはA.D.チ ャ ン ドラー と同
様,私 に拠 って立つ基盤 を提供 して くれた もっ とも優 れた研究 者の一人で あ
り,ア ンゾ フの場合 も 「CorporateStrategy」1962を発 表 した時 点 で は,
「企 業 の国際化」 は なお胎動 期 にあ り,そ の成長 戦略 の考 察 の焦 点 も,当 然
の ことなが ら,あ くまで も国内企 業の それ に向け られてい た。その意味 で はs
ア ンゾフの提示 した 「製 品 一 市場 マ トリックス」 を世界企 業 の成長 戦略 に
適用 す る こ とはア ンゾ フの手 によって はな され ていない。 これ につい ては,
私 自身,チ ャン ドラー研究 で も採 用 した立場 をその まま適用 してい る。 ア ン
ゾ フの分析視 点,フ レーム ワーク を忠実 に踏襲 す るこ とによ り,ア ンゾ フが
「企 業 国際化」 を対象 内 に組 み込 ん だ場合 い か なる解 明 を行 な うだろ うか を
意識 の 中核 に据 えてその解 明 を図 っている。 その際,ア ンゾフに代 って,立
体 図 に よる 「図一10MNCの 成長 ベ ク トルの構 成要素(MNCの 製品 一 市
場 マ トリ ックス)」 を作 成 して い るが,ア ンゾ フ 自身 もそ の後,米 国企 業 の
国際化 の進展 に即 して,「製 品 一 市場 マ トリックス」 の立体化 を図 ってい る
ことに注 目 され たい。 ア ンゾフの場合,米 国での研 究 の基本姿 勢 をその まま
反 映 して,私 の作 成 した 「図一10」か ら 「商 品輸 出」 の項 目を外 した形 で,
立体化 を図 ってい る。 しか し,私 の 「MNCの 成長ベ ク トルの構成 要素」 を
超 える もの とは なってい ない。 この点 につ いて は,「商 品輸 出」 の段 階 を中
抜 き した① 一 ⑨ の展 開(ア ンゾフ)と ① 一 ⑤ 一 ⑨(衣 笠)に 比較 した場
合,一 層 明 白 となる。① 一 ⑤ 一 ⑨ の場合,現 地マー ケテ ィング ・シス テム,
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および,現 地生産システムの構築がボックス① 一 ⑤,⑤ 一 ⑨の2つ の段階
でなされるの に対 し,① 一 ⑨の展開では,両 システムの構築が同時的にな
されなければならない。それはさておき,私 が先行 して立体図の作成 を思い
立 ち,ア ンゾフ自身がその後立体 図を採用することになったこと自体,私 自




のそれまでの 「世界企業の成長戦略 と管理組織の連動」 に関する研究の集大
成 としての意味 を持 っている。本論文は 「特集 ・国際化企業の組織」に収録
された ものである。前 回の 「組織科学」での論文掲載 が昭和48年であるか ら,
それか らすでに12年を経過 している。今回 も,私 自身,「組織科学」への掲
載 を依頼 したわけではな く,「組織科学」の編集者の中で,私 の論文 を時系
列的に追って くれている人がいて,編 集部か らの原稿掲載依頼 によ り,掲載
が実現 したものである。私 自身,原 稿の売 り込みは一切行 ったことがない。
しっか りとした論文 を書いていさえすれば,必 ず,心 ある研究者の 目に止 ま
るとの確信があった。 しか も,こ の面の研究 を始め て,【4-1】「世界企業の
管理組織の展開」を発表 したのが昭和43年であ り,17年を経過 した段階で も,
その間,私 が提示 した分析視点,分 析 フレームワーク,方 法論,ア プローチ




さらに,そ の分析のためのツールは,積 み上げ方式で,さ らに工夫 され,
増加 してお り,そ の都度,分 析 は一層その精緻度 を高めている。本論文に掲
載 されている5つ の図(以 下,「私 の研究 ・教育遍歴」 の通 し番号 による)
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は 「図一3MNCの 成長戦略展 開の系譜」(昭和53年作成),「図一2MNCの
管理組織展 開の系譜」(昭和44年作成),「図一11-2製品 一 市場マ トリック
ス」(昭和54年作 成〉,「図一10MNCの 成長ベ ク トルの構 成要素(別 称,
MNCの 製品 一 市場マ トリックス)」(昭和54年作成),「図一4MNCの 成長
ベ ク トル」(昭和51年作成)は 分析の成果 を示す とともに,そ の まま,分 析
ツールの精緻化 を果た していることに留意 されたい。
次に,【4-12】の章立てを紹介 してお く。「は じめに」 に代 えてr論 文の冒
頭で,以 下のように述べている。
『本稿では,① 国際化 を推進 している企業の典型であるMNCを 対象 とし
て,「多角化」お よび 「海外へ の地域拡大」 がそれぞれ 「「製品別」 お よび
「地域別 ・国別」事業部(な い し子会社)の 新設 を導 くプロセス を明 らかに
し,② この事業部(な い し子会社)の 新設が もた らす さまざまな組織的調整









その内容 については,す でに紹介済みであるため割愛 し,以 下,「IV,結
びにかえて」のエ ッセンスを原文のまま紹介 してお きたい。
『筆者は 「前稿」(【4M5】「世界企業の管理組織の展開」昭和48年春季号 を
指す)に おいて 「図1MNCの 成長戦略展開の系譜」および 「図2MNC
の管理組織展開の系譜」 を提示 し,MNCの 国内企業段階か らの経営戦略 と
管理組織の連動 を体系的に解明す るための分析 フレームワークを設定 した。
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そこでは,MNCの 経営戦略 と管理組織の連動 を体系的に解明す るという観
点か ら,チ ャン ドラーが扱い切れていない点を明 らかにすると同時に,そ の
研究成果 をも包摂する形 をとっている。 … 中略 … この試みはチャン
ドラーの指導下 にあったJ・M・ ス トップフォー ドによって もなされている
が,筆 者の図2に 示 された分析 フレームワークの方がス トップフォー ドのそ
れよりもより体系的であることはすでに証明済みである。
筆者 自身,「前稿」で看過 していた点 として,「製品別」であれ,「地域別」
であれ,事 業部の新設があ り,あ るいは,「製品別anal地域別」の事業部の
再編成,特 に,プ ロフィッ ト・セ ンターとしての独立性をもつ事業部の再編
成がある場合sプ ロフィッ ト・セ ンターとしての独立性 をもつ事業部の新設
が機能面,製 品面,地 域面 などさまぎまな面での共通関連牲 の分断 を導 き,
これを復元 してシナジーに発現す るための組織的調整が行われているという
ことがあげられる。そ こで,筆 者 としては,こ の共通関連性 と組織上の適応
を念頭 において,国 際事業部制組織 の創立 と形骸化,「商品輸出」 を織 り込
んでの海外販売子会社,海 外生産子会社の再検討 を試みている。 この面から
の検討 はMNCの 経営戦略 と管理組織の連動を解明するのに不可欠 と考 えら
れるので,今 後,こ の面での検討 を組み込んで,分 析 フレームワークの再体
系化 を図 りたいと考 えている。筆者の場合,企 業国際化は販売面,生 産面は
もとより,購 買面,財 務面,人 事 ・労務面,R&D面 など多面 にわたる諸活
動の国際化,そ の基盤 としての意思決定基準 ・機構の国際化,さ らには,上
記の諸活動 のための個別的な管理 システムおよびそれらを総括 しての全般的
管理 システムを包摂するもの として きわめて広義 に把握 している』。
この職能面 レベルでの組織上での適応 を も含め ての再体系化 は 【4-16】
「日本企業が直面 している構造的諸問題」での 「図一16経営職能か らみた国
際化 とグローバル体制」の作 図に繋がっている。
なお,【4-12】発表後,日 本企業の国際化のための組織構築に関わってい
た実務家か ら 「共通関連性 と組織調整」 に関わる多数の問い合わせがあ り,
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その人達 との共同研究 を行 ない,「シナジー発現型組織」(衣笠の指導の下,
参加企業の人達 との共同研究の成果,本 人の担当分は抽出不可能のため,関
係主要論文か らは除外)を 発表 している(経 営組織専門研究会報告,昭 和61
年11月,経営研究所編集)。私 自身,「共通関連性 と組織調整」 を前面 に押 し
出 して問題提起 を行 ったのは,【4-12】が初 めてのことであ り,日 本企業の
組織構築の担当者がいかにこの問題 に手こずっていたかを知 ることになる。
【4一副 日本企業の成長戦略を基軸 とする日米両企業の有機 的関連の探求対
米企業進出の意味および条件を探 る●
日本企業の成長戦略 を表立 って取 り上 げたのは,【4-4】「日本企業の世界
化戦略の方向」(昭和47年7月)が 最初であるが,そ の後,引 き続いて,昭
和49年4月には,【4-10*】「日本企業の対米企業進出の意味お よび条件」 を
関東学院大学経済学研究論集 に掲載 している。この論文 は日本企業の対米企
業進出を可能 とする条件を考察 したもので,私の経営学会での報告 を受けて,
寄稿 を依頼 された ものであ り,日 本企業の対米企業進出が不可避であるにも
かかわ らず,実 態は遅々として進行 しないのはなぜかの解明 を試みたもので
ある。当時,対 米企業進出を実行する 日本企業がほ とん ど皆無 に近い という
状況の下で,「開発途上国(DevelpingCountries,以下,DCと 略称)に 向
けては,企 業進出で対応 し,先 進国特 に米国(AdvancedCountries,以下
ACと 略称)に 向けては,商 品輸出で対応する」 とい うのが当時の実態であ
った。 しか し,こ の対応 を 「日本型国際化」 として解説 し,政府刊行物 もこ
れに同調する立場 をとっているのに出会 うことになった。当時は,「日本 的
経営」 とか,「日本的経営風土」 といったように,ロ ジカルで直裁 な解明が
困難なものに対 して,「日本型」 とか,「日本的」 とか という用語が乱用 され
て きたが,思 いつ きの議論 はほどほどにというのが私の偽 らざる気持ちであ
った。 まして,政 府刊行物 まで もとい うことでは,何 をか言わんやである。
当時,世 界的規模での対 日輸入規制が進行中であ り,企業進 出による対応
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が不可避であったにもかかわらず,そ の実情は 「対DCは 企業進出で対応 し
得たが,対ACは なお商品輸出で対応するす るしかなかった」 というだけの
ことであ り,これ を 「日本型国際化」 などと称 して安易に納得 している時期
ではないだろうというのが私の心情であった。対ACな い し対米企業進出が
なぜ進行 しないのか,対 米企業進出の進展のためにはいかなる条件 を充たす
ことが必要なのか,こ のことさえ解明で きれば,す べて解決である。また,
この問題についてのロジカルな解明は十分 に可能である。本論文は 日本企業
の対米企業進出が 日本企業の国際化の進展 にとって不可避の問題であ り,か
つ,そ のためには,き わめて高 い能力条件 を要求 されていること,お よび,
対米企業進出を達成 した企業はさらに能力条件 を引 き上げ得 ることを強調 し
ている。当時この問題 を取 り上げた研究者は皆無であった。 日本企業の対米
企業進出の事例が皆無に近い状況の中で,私 が経営学会で 「対米企業進出の
意味お よび条件」 について報告 した時,長 老的な存在か ら 「経営学会は夢物
語の場ではない」 と皮肉られる始末であった。その際,「現象面に現れた問
題 しか,議 論で きないのか,対 米企業進出は日本企業 にとって必然であ り,
早晩,現 実の問題 となる」 と反論 した記憶がある。本論文は後出の拙著 【4-
10】の原点 ない し起点 とも言 うべ きものであった。
単著 「日本企業の国際化」出版の背景とその内容●
【4-10】「日本企業の国際化戦略 一 対米企業進出の条件 を探 る一」(昭和54
年)は 私の唯一の単著であ り,日本経済新聞社か ら出版 している。
ここでは,「まえが き」 のみ を 『原文 … 』のま ま抽出 して紹介する。
まえが き
『1970年代 に入って,日 本企業は高成長か ら低成長への移行 という重大な
事態に直面 し,高成長段階における成長戦略および経営体質の抜本的な見直
しと変革 を強 く迫 られている。 日本企業が この変革 を成功 させるためには,
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長期的展望 に立 った明確 なガイ ド・ラインが必要 となる。
本書の最大の狙いは,日 本企業の国際化に焦点 を合わせて,新 しい成長戦
略展開の方向を展望 し,ガ イ ド・ラインを提示することにある。
本書は2部 から構成 されてお り,こ の狙いに対 しては,第1部 があてられ
ている。 まず第1章 で,日 本企業の国際化を体系的に把握するための分析視
点 を明 らかにする。そこで筆者が意図 しているのは,第1に,企 業の国際化
についての共通理解の場 を準備することであ りs第2に,そ のための借 り物
ではない独 自のアプローチを提示することである。
まず,米 国での国際化研究の批判的検討 を踏 まえた上で,現 実の企業実態
に照 らして,企 業の国際化 を再規定する方向を打 ち出す。その場合,企 業の
国際化 は,生 産面は もとよ りの こと,購 買,販 売,R&D,人 事 ・労務,財
務 などの面 に加 えて,意 思決定基準,お よび,機 構,さ らには,管 理機構の
国際化 をも包摂す るものとして広義 に把握 される。そこでは,企 業の国際化
は企業全体にかかわる問題 として把握 され,企 業の全般的な国際化水準 はそ
の企業の経営弾力性,ひ いては,企 業の進化度 を示す指標 としての意味 をも
つ。このことによって,本 書の タイ トルに示 した 「国際化戦略」が単 に海外
戦略 を意味するにとどまらず,企 業の成長戦略全体,ひ いては,経 営体質に
まで関わっていることが明 らか となろう。
さらに日本企業の国際化は,米 国企業の場合 と異な り,商 品輸 出を無視 し
ては解明不能であるにもかかわらず,こ れまで 日本の研究は,米 国の研究の
受売 りといった面 を強 くもち,商 品輸出に十分な注意 を払 って きたとは言 え
ない。そこで筆者は,企 業の国際化 についての前述 した理解 に立ち,商 品輸
出をも組み込んだアプローチ をとっている。本書の副題 に示 したように,対
米企業進出を大 きく問題 としているのは,全 般的な国際化水準の引上げを最
大の急務 としている日本企業にとって,対米企業進出がいかなる意味 をもち,
いかなる役割を演 じるかを考察 したかったためである。
第2章 は,企 業の国際化 を体系的 に理解するための成長戦略モデルを提示
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している。 このモデルは,企 業の国際化の出発点 ともいえる 「海外への地域
拡大」戦略 をその一部 として包摂 したモデルであ り,日米両企業の成長戦略
の有梯 的関連 を解明す るのに役立つ と同時に,「海外への地域拡大」戦略 を
含む 日本企業の成長戦略の全体像 と高成長バ タソを解明するのにきわめて有
効である。
第1章 お よび第2章 は本書 における分析視点お よび分析 フレーム ・ワーク
を示 したものであ り,ビ ジネスマ ンにとっては,必 ず しも関心 をひ くもので
はないか もしれない。その意味で,先 に第3章 以下を読んでいただき,あ と
から,そ の部分 を読み直 していただ くことも一つの方法か と考える。
第3章 は前述 した成長戦略モデルに基づいて 日米両企業の成長戦略の有機
的関連 とその特質を明 らかに し,第4章 は日本企業の高成長 を支えた要因を
前出の成長戦略モデルを通 して明 らかに した ものである。第3章 お よび第4
章は 日本企業の高成長について,成 長戦略それ自体を通 して解明することを
試みた もので,こ こでは,日 本的経営風土の介入を避けるとい う立場 をあえ
てとっている。お読みいただければ,そ の真意は,お わか りいただけよう。
第5章 は日本企業のこれまでの成長戦略の抜本的な見直 しと転換 を迫った
決定的な要因が何かを明 らかにしている。たとえば,昭 和47年のオイル ・シ
ョックは高成長から低成長への転換 における元凶的扱 いを受 けているが,は
た してそうだろうか。結論か ら先 に言えば,成 長バ タソの転換は 日本企業の
これまでの成長戦略 に内在する諸要因によって一層強 く規定 されている。に
もかかわ らず,オ イル ・シ ョックが企業の戦略担当者の免罪符 としての意味
を強 く持た されていることに注 目されたい。その意味で,こ の成長バ タンの
転換 を規定 している要因を洗い直すことは,そ の後の成長戦略展開の方向を
展望するのに不可欠 といえる。
第6章 は 日本企業の中で もっとも国際化水準が高い と考えられる対米進出
の能力条件 をそなえている企業 を対象 として,そ の新 しい戦略展開の方向を
展望 している。 この部分は本書全体の結びの部分を構成 している。
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第II部では,第1部 で提示 した分析視点お よび分析 フレーム ・ワークに基
づいて,日 本企業の中で もその国際化が きわめて高水準に達 している3つ の
異 なったタイプの企業,す なわち松下電器,キ ッコーマ ン,本 田技研 を取 り
上げ,そ の国際化の事例研究 を行っている。これらの3社 はいずれ も積極的
に対米企業進出を実施 している点に注 目していただきたい』。
本書の特徴 と総合的評価●
本書は問題提起の書であ り,体 系的な分析 フレームワークを構築 し,日 本
企業の成長戦略の基本的特質 を浮 き彫 りにすると同時 に,日 本企業,特 に,
その トップ ・マネジメン トの戦略的決定 なるものに対 してきわめて辛口の論
評 を加 えている。
(1)日本企業の国際化の分析視点,分 析 フレームワー クについて,日 米両
企業 の成長戦略 の有機的関連 を明確 に確認 した上で,構 築 し,提 示 し
ていること。本書で は,私 が これ まで開発 して きた数 々のモデルを総
動員 して基礎 固め を行 なっている。それ らのモデルの基軸 に据 えられ
ているのが,「MNCの 成長ベ ク トル」であ り,そ のサブ ・モデル とし
て,「製品 一 市場マ トリックス」,「MNCの成長ベ ク トルの構成要素」
を織 り込 んでいる。 さらに,MNCの 「成長戦略展開の系譜」お よび
「管理組織展開の系譜」 を組み合わせることにより,そ の連動関係 を解
明 している。併せて,「生産立地転換のサイクル ・モデル」 を提示する
ことによ り,日 本企業の国際化のための分析 フレームワ.__.クを構築 し
ている。 これら数々のモデルはそれまでの10数年をかけて開発 したも
のであ り,ま った く陳腐化することな く,現 役 として活躍することが
証明されていることである。その後,「日本企業の成長メカニズム」が
新規 に加わることになる。これ らについては,す でに詳細 に解説済み
であるため,そ れを参照 されたい。
(2)当時,な おその進展が遅々 として進 まない 「対米企業進出」 を前面 に
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掲 げて,そ の意味,役 割,お よび,そ のための能力条件 を究明 し,提
示 していることである。本書では,「対米企業進出」が遅々 として進 ま
ない理由 として,「生産立地転換のサ イクル」が コス ト面での国際的比
較優位 を求めて転換 してい くのに対 して,「対米企業進出」は 「サイク
ル ・モデルへの逆行」 として位置づけられることを明らかにしている。
日本企業の高成長 を支えてきた主力製品は 「米国にPLCの起点 を持つ
製品」であ り,標 準化,平 準化製品とい う特性 を持ち,低 価格 を切 り
札 とす るため,コ ス ト面での国際的比較劣位 にある米国生産立地での
生産は事実上不可能であった とい うことである。
(3)日本企業の高成長 を支 えてきた諸要因をこれ まで見落 とされていた新
しい視点か ら抽出 し,提 示 していることである,本 書では,「MNCの
成長ベク トル」 に依拠 した上で,日 本企業の成長戦略の特質 を解明 し
ている。 日本企業の場合,商 品性,成 長性 を確認 された製品 を集中的
に導入 し,R&D投 資効率 を最大限に発現 している。 さらに,日 本生
産立地の コス ト面の国際的比較優位 を最大限 に活用 して きた。 これ ら
日本企業の高成長 を支 えて きた諸要因は後 に 「日本企業の成長 メカニ
ズム」 としてモデル化 されることになった。 この ことを考慮 に入れる
場合,日 本企業の トップ ・マネジメン トへの評価は辛口な ものになら
ざるを得 ない。
トップ ・マネジメン トへの評価 を端的 に示 した もの として,以 下の部分 を
抽出 し,原 文のまま引用 してお きたい。
日米 トップ ・マネジメン トの意思決定の基本的違い●
『筆者は しば しば 「日本企業の高成長 を支えた真の主役 は一体誰だったの
か」 とい う疑問 にぶつかる。 日本企業が 「米国にPLCの 起点 を もつ製品」
を技術導入ない し模倣 を通 して引 き継 ぐとい う展開を行 って きた点で,日 本
企業の トップ ・マネジメン トの意思決定 は米国企業のそれに比較 して,戦 略
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的決定 としての特性 を大 きく欠いていると言わざるを得ない。 日本企業の場
合,R&Dに しろ,多 角化に しろ,方 向はもとよ り,タ イミングまで決 まっ
ているケースが多 く,そ の意味で,ト ップ ・マネジメン トの意思決定は戦略
的決定 というよ りも,反 復的,定 型的,自 動再生的,分 権化可能 といった業
務的決定 としての特性 をよ り強 く持 っていることが うかがえる。この ように
考えると,比 較的に定型化 され,単 純化 された戦略的決定なる ものを行なえ
ばよかった日本企業の トップ ・マネジメン トよりも,そ の決定 を実行するた
めにそれに伴 う新 しい問題の解決に当たって きた第1線 担 当者の方が 日本企
業 の高 成長 によ り大 き く貢献 してい るので はないか とさえ考 え られる』
(P111)。
(4)日本企業の成長戦略に内在する諸限界 を明確 に提示 していることであ
る。 この ことは,日 本企業の トップ ・マネジメン ト批判 を前面 に押 し
出す形で提示 されている。 この点 について,原 文 に依拠 しなが ら,考
察 してお きたい。
『今 日,日 本企業が これまでの成長戦略お よび経営体質の抜本的な見直 し
と転換 を迫 られてお り,そ れ故に,今 後の新 しい戦略展 開の方向を究明す る
ため には,ま ず,日 本企業の戦略転換 を迫 る要 因を洗い出す こと先決であ
る。
日本企業 の戦略転換 を迫 る主た る要因 として は,① これまでの成長戦
略 に内在する諸限界,② 輸出先政府 の厳 しい対 日輸入規制,③ オイル ・ショ
ックに代表 される企業の外的環境の変化などを挙 げることがで きる。新 しい
戦略展開の方向はこの諸要因を的確 に把握 した上でなされるべ きであ り,ど
の要因を無視 しても,そ の適応は不完全な ものにならざるを得ない。 この要
因を徹底的に洗い直す ことによって,オ イル ・シ ョックを免罪符 とす る見方
はその拠 りどころを失 うことになる』(P121)。
『オイル ・ショックを以 って 日本企業の高成長か ら低成長への転換 の決定
要因 とみな し,低 成長 を自明の もの として,ま った く新 しい視点から方策 を
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検討するといった考え方が今 日の産業界に定着 している。それにもかかわ ら
ず,オ イル ・ショックを以って,日本企業の低成長への転換の元凶 とみなし,
人々は新 しい低成長時代に適応すべ く努力 しなければならない といった言い
方が横行することに対 しては大いに抵抗がある。低成長への転換 を決定づけ
た要因の多 くが これまでの成長戦略 に内在 していることに注 目すべ きであ
る。そ うである とすれば,オ イル ・ショックは日本企業のこれまでの成長戦
略 を策定 してきた トップ ・マネジメン ト,あるいはそのお こぼれにあずか り,
不当に高い評価 を得て きた日本の財界,官 界,労 働界における トップクラス
の政策担 当者の過 ちとその責任のすべてを洗い浄めるいわゆる免罪符 として
機能することになる。ここで強調 したいのは,オ イル ・ショックにすべての
責任 を転化することによって,高 成長から低成長への転換 を決定づけた真の
要因を見逃 し,問題の本質を見失 うことになる とい う点である』。
『円高への 日本企業の対応は 「木 を見て森 を見ず」の類 の ものが多い。米
国政府の真意 を十分 に汲み とった うえでなされる必要がある。オイル ・ショ
ック以降,経 営者側は 「高成長時代 の終焉」 を合言葉 に大同団結 を行 って,
高成長のオコボ レ頂戴 に終始 し,新 しい事態への認識 とそれへの対応 に完全
に立 ち遅れた労働側,と くに労働組合側に対 して完全に優位 に立ち,き わめ
て強硬 な政策を打 ち出 している。賃上げに対する一律 的なガイ ド ・ラインの
設定,採 用人員の削減,初 任給の据置 き,終 身雇用制 ・年功序列制の大幅な
後退,そ れを内容 とする厳 しい中高年対策などはその一例である。 ミドル ・
マネジメン トを含む労働者に対す る対策の厳 しさに比較 して,ト ップ ・マネ
ジメン トの責任の所在 はまことに曖昧であると言わざるを得 ない。 とくに世
界的な需要低迷の中で一層 の輸出 ドライブをかけるといった トップ ・マネジ
メン トの国際的な見通 しの甘 さが労働者側 に強いた犠牲 をそっくり円高に吸
い取 られる結果 を招いている点 を考慮する場合,そ の感 は一層強い ものがあ
る。円高 に対する的確 な対応 は トップ ・マネジメン トの豊かな国際的洞察力
とそれに基づ くす ぐれた戦略的決定 を不可欠の要件 としてお り,コ ス ト削減
私の研究 ・教育遍歴 一 半世紀を回想 して一101
はそのご く一部で しかないのである』等々がそれである。
(5)上記の問題提起 を明確 にす るため,3社 の事例研究 を織 り込 む創意,
工夫 を行 ない,フ ルにその成果 を引 き出 している。
本書は日本経済新聞社が企画 した緩やかなシリーズ もの(経 営学全集 とい
った ものではない)の 一冊に仲間入 りすることになるが,毎 年,増 刷 を重ね,
10刷,約18000部というシリーズの中で も,群 を抜いた売上 を記録 している。
1版1刷 からスター トして,改 訂 を一切加 えることな く,10刷を重ねたこと
は,こ れ まで私が論文執筆 にあたって常 に意識 してきた 「少な くとも10年間
は社会 に通用する」 という期待 に十分 に応えて くれるものであった。 また,
ビジネスの実態 を理解できていない学生 にはやや難解であったため,購 入者
の大半は実務家で占め られていた。
昭和54年から昭和63年まで増刷 を重ねて きたが,読 者の中から 「事例研究
の内容が古い」 とのクレームが寄せ られるようにな り,編 集者 からも,「内
容 についてはなん ら問題はない」ので,事 例研究だけで も何 とか書 き加える
ことはで きないか との要請があった。本書が もっ とも高 く評価 されたのは,
問題意識が明確であ り,緻 密かつ体系的な分析 フレームワークが構築 されて
お り,多 数の独創的なモデルが有機的関連の下に組み上げ られているという
点 にあったと編集者か ら聞かされて きた。
しか し,昭 和63年といえば,神 奈川大学国際経営学部の創設 に向けて悪戦
苦闘 していた時期であ り,到底書 き換えの時間 を捻出することは事実上,不
可能であ った。10年も経 てば,そ の時 間の経過 の中で,論 文の内容 にも,
「今な らこう書 く」 といった問題が生 じていたのは,む しろ当然のことであ
り,書 き換 えるなら,「本論」,「事例研究」 のすべて ということで,日 本経
済新聞社 との間では,新 たに 「日本企業の国際化戦略の新展 開」 とい う論題
での執筆,出 版 を約束 した上で,「絶版」に踏み切 ることになった。 しか し,




【4-C】日本企業 の成長 戦略の基本 的特 質●
この頃,私 自身T日 本企業 の国際化 につ いて,新 しい切 り口 を見 出 してお
り,こ れ を基 に して,さ ま ざまな広が りを持 つ問題 にア プローチ してい る。
その新 しい切 り口は 「図一18日本企業 の成長 メ カニズ ム」 に集約 されてい る。
さ らに,こ の 「成長 メ カニズ ム」 を引 き出 した基盤 と して,「生産立 地転換
のサ イ クル」 か ら抽出 した 「図一13日本生 産立地 の特性」 を準備 している。
◎ 「図一13日 本生産立 地の特性」 【4-16】1996(分析 ツール15)
「図一13」は 日本 政府 の幼稚 産業保護(外 資規制,輸 入規制)が 保護 と規 制
を通 して 「政」一 「官」一 「業」 の トライア ングル を生 み 出 し,日 本市場 が 日
本企業 の独 占物 になる プロセス を描 い てい る。 そ こでは,「 日本企 業 の成 長
メカニズ ム」 が有効 に機 能す る前提 条件 を と しての 日本 立地特性 を示 す狙 い
が ある。 同時 に,外 部 か らの参入 を排 除す る と ともに,積 極 的 に海外 市場へ
の参入 を図 る実態 を も示 してい る。
◎ 「図一18日 本企業 の成長 メ カニズ ム」(「米 国 にPLCの 起点 を もつ製品」)
(3-6】1991(分析 ツール16)
① 「図一18」は 「表 一2,図一12生 産立 地 転換 のサ イ クル ・モ デ ル」,「図一4
MNCの 成 長ベ ク トル」 を土台 と して作 成 されてい る。
② 日本企業 の成長 を支 えた要 因 と して,7つ のボ ックス を挙 げ,日 本 企業の
高成長 の理 由お よび背景 を説明 してい る。
③ 「成長 メカニ ズム」 は1960年代末 まで は,日 本企 業の成長 にとって大 きな
貢献 を果 た したが,そ の 円滑 な作動 が1970年代 以降の 日本企業 の国際的不
適合 とそれ に関連す る様 々 な課題 を引 き出す こ とになった こ と,さ らに,
「成長 メカニズ ム」 は 日本立地 で の役 割 を終 えて,現 在 で は,後 発 の 「開
発途上 国立地」 に引 き継 がれ てい る。
私の研究 ・教育 遍歴 一 半世紀 を回想 して 一・103
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「転 換 の サ イ クル」、、1
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「成長メカニズム」の 日本企業にもたらした諸影響●
「生産立地転換のサ イクル」 において,日 本立地 に 「イ ンビジブル ・ハ ン
ド」 とも言 うべ きある種の 「メカニズム」が機能 していることが想定可能で
あ り,筆者はこれを 「成長 メカニズム」 と名づけている。 しか も,こ の 「成
長 メカニズム」 は日本立地 においてのみ機能す るとい うよりは,技 術後発国
の共有財産 としての意味 を持つ ものである。
ここで注意 したいのは,こ の 「成長メカニズム」がある特定国立地に とっ
て,恒 久的に機能する ものではな く,「生産立地の転i換のサイクル」 に即 し
て,後 発立地に順送 りされてい く性格の ものであるという点である。
この 「成長メカニズム」が的確,円 滑に機能 しな くなった場合,当 該生産
立地はそれに替わる新 しいメカニズムを探求することを余儀な くされる。現
在の 日本立地がまさにこのステージにある と言って過言ではない。 この こと
は,「技術導入」か ら 「自主開発」への移行,自 らの手による市場性,商 品
性 の確認,ベ ンチ ャー ビジネスの推進等 々,様 変 わ りの展 開を要求す る。
「成長メカニズム」の存在 に気づいていれば,そ れがいかなる問題点 を内包
しているのか,ま た,い つ まで円滑 に作動 し得 るのか,作 動 しな くなった場
合はどうすれば良いのかを明確に提示 して くれる。
生産立地転換のサイクルにおける 日本立地の特性(「図一1.3」参照の こと〉
をさらに詳細 に観察すると,最 初 に目につ くのは,日 本が技術後発国であっ
たため,日 本政府 による幼稚産業の保護i政策(外 資規制,輸 入規制等)が 強
行 されたこ とである。 しか し,技 術後発 国であった日本がそこか ら離陸 し,
日本企業が世界的競争力 をもって,海 外市場 に大々的に参入 し得 るステージ
に入っても,な お,当 初か らの対外規制を持続 し続けることには重大な問題
があ り,こ のことは,そ の後の日本お よび日本企業に重大な禍根 を残す こと
になった。
日本政府による輸入規制,外 資規制などの対外諸規制は外国製品,外 国資
本等の 日本への参入 を阻止する ものであったが,こ の ことは同時に,日 本の
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閉鎖性,国 際感覚の欠如,「政」一 「官」一 「業」の鉄の トライアングルの構
築,日 本企業 による日本市場の独 占と価格の高止 まりといった事態 を引 き起
こすことになったことをも銘記 されたい。
「ボ ックス1.技 術導入」 は日本企業のR&D特 性 を示 してお り,自 主開
発ではな く,技術導入がすべての出発点 となっていることを示 している。技
術導入 は金,時 間の大幅な節約 を可能 とすると同時に,効 率大 ・リスク小 を
約束 してお り,日本企業はこの技術導入 を通 して驚異的,か つ,安 定的な成
長 を達成 した。
「ボ ックス2.標 準化 ・平準化製品」 は技術導入の タイミングが 「米国に
PLCの起点をもつ製品」の米国でのPLC上 成長後期,成 熟期 にある場合の
製品特性 を示 している。第二次大戦後の 日米の技術格差は大 きく開いてお り,
また,消 費財の場合,日 本 は戦前,戦 中を通 して生産 を抑制 していたため,
1920年代に米国でその普及を見た家電製品に典型的に見 られるように,日 本
では1950年代半 ばにようや く生産 を開始 してお り,そ の生産開始のタイミン
グも大 きくずれていたのが実態である。そのため,日 本企業が技術導入 を通
して生産 を開始 した家電製品の多 くは米国でのPLC上 すでに成長後期 ない
し成熟期 にある ものが多 く,こ れ らの製品は米国内ではすでに標準化 ・平準
化 という特性 を備 えていた。 これらの製品は価格切札が特徴的である。
「ボ ックス3.コ ス ト面での国際比較優位 を発現 し得 る生産立地」 は生産
立地特性であ り,標準化 ・平準化製品の 「価格切札」に由来する条件であ り,
1950,60年代の 日本立地はこの条件 を十分 に満た していた と言える。
ここで注意 しておきたいのは,「ボックス4 .確 認済みの市場性,商 品性」
であ り,し ば しばその重要性が見逃 されがちであるが,日 本企業の場合,米
国企業が リスクと時間をかけて 自主開発 し,そ の成長性,市 場性を世界的規
模で確認 された製品を中心 に技術導入 を通 して積極的に引 き継 ぎ,技 術格差
の縮小,解 消,逆 転 にすべての努力を傾注 して きたことである。この努力の
成果 は 「ボ ックス6.効 率の良い改 良型R&D」 に端 的に示 されている。
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「ボ ックス6」 は製造面,製 品面の両面で きわめて有効 に機能 してお り,製
品面では,「ボックス2'未 標準化 ・未平準化 を織 り込 んだ製品」の開発 に
つながっている。 これによって,「低品質 ・低価格」製品から,「高品質 ・低
価格」製品へ,さ らには,「超高品質 ・オ リジナ リティ高価格」製品へ と製
品を組み替えながら,き わめて短期 間の内に先発 の米国企業をキャッチアッ
プ し,一 部 では,米 国を追い越す までの成功 を収めることになった。 また,
製造面では,「ボ ックス7.効 率の よい設備投資,設 備更新」 につなげるこ
とによりrそ の生産システムは完全に先発の米国企業 を凌駕するまでにレベ
ルアップ し,一 時期 はまさに世界一の地位 を確保す るに至る。 この場合,大
量生産システムが前提であ り,そ のためには,恒 常的かつ安定 した市場の存
在が絶対条件であ り,こ こで,「ボ ックス4」 はまさにそれ を可能 とする役
割 を演 じている。「ボ ックス5.受 入れ市場:国 内市場,輸 出市場」 は日本
企業の当初の製品,「低品質 ・低価格」製品にも一定の品質,性 能水準 を前
提 として,国 内外に受入れ市場が存在 したこと,特 に,日本政府の輸入規制,
外資規制のため,日 本市場は日本企業の独占するところ となったため,日 本
市場は好むと好 まざるとにかかわ らず,そ の影響を受けざるをえなったとい
うことである。
日本企業の場合,「ボ ックス1」 か ら 「ボ ックス7」 までを相互にリンク
させ,驚 異的な成果 をリスク小 ・効率大 とい う形で実現することが可能 とあ
った。この 「成長メカニズム」 は個々の製品毎 に適用 されるものであ り,日
本企業は先発の米国企業が自主開発 し,成 功 した製品を片っ端か ら技術導入
を通 して取込み,そ れ らの製品をそれぞれ 「成長 メカニズム」の円滑な作動
に乗せたわけで,そ の総和 としての成果は驚異的で さえあった。 しか し,こ
こで注意 しておきたいのは,こ の驚異的な成果が 日本企業の トップ ・マネジ
メン ト,ひ いては,日 本企業の優秀 さにス トレー トに結びつ くものではない
という点である。
この 「成長 メカニズム」 は 【4-13】「企業の国際化戦略」昭和62年11月,
108国 際経営論 集No.252003
【4-14】「日本企 業の成長行動 と経 済摩擦」昭和63年12月に盛 り込 まれている。
さらに,神 奈 川大学経営 学部 に移籍後,【6-11】平成]年12月 「事例研 究 一
本社 を海外 につ くる 一 日本 ビク ター株 式会社」,【4-5】平成2年3月 「日本
企業 の国際化 の新展 開 一 複数本社 制へ の道程」 【3-6】「国際マー ケテ ィング
ー 日米企 業比較」,【4-16]「日本 企業 が直面 して いる構造 的諸 問題」 を発表
してい るが,行 論 の土台 には常 にこの 「成長 メカニズ ム」が据 え られ てい る。
① 「図一18」は技術 後発 国が 活用 し得 る成長 の ための メカニズ ム を提 示 して
い る。 日本企 業の高成長 はま さに この 「成長 メカニズム」 に よって もた らさ
れた ものであ り,今 日で は,後 続 の台 湾,韓 国,特 に,中 国に よって最 大限
に活 用 され てお り,技 術 後 発 国 の共 有 財 産 と も言 うべ き もの で あ る。②
「図一18成 長 メカニズム」 につ いては 『原文 … 』 とい う形で紹介 済みで
ある。
◎ 「図一16経 営職 能面 か ら見 た国際化 とグローバ ル体制」 【4-16]1996(分
析 ッール17)
「図一16」につい ては特 に説明 の必 要 はない,こ こでは,販 売面 の国際化 か
ら始 まって,生 産面,R&D面,人 事 ・労務面,財 務 面,さ らには,本 社機
能 までが国際化す る流れ を図示 した もの であ る。
◎ 「図一19米 国生産 とR&Dの 段 階 的拡充」(分析 ッール18)
「図一19」は先 進国企業 進 出 に よって,R&Dが 段 階 的 に充実 してい くプ ロ
セス を示 した ものであ る。
【4-13】「企業 の 国際化戦 略」 で は,こ れ まで の 「販 売拠点」,「生産拠 点」
の世界 的 配置 に加 えて,「R&D拠 点」,「財 務 的拠 点」 の世界 的基準 に基づ
く再配置,さ らには,世 界 的基準 での 「本社 立地」 の再検 討 を問題 に してい
る。
この議論 は,そ の後,【6-11】平成1年12月 「事例研 究 一 本社 を海外 につ
くる 一 日本 ビク ター株式 会社」,【4-5】平成2年3月 「日本企業 の国際化 の






















経営職能面か ら見た国際化 とグローバル体制」【4-16】1996(分析 ツ
・複数本社制の問題は今後 も目の離せ ない問題であ り,注 意深 く見守ってい
きたい。 日本の本社はなお魅力を残 している日本市場への浸透拠点 として温
存 されるが,実 質的な本社が海外 に移行 し,同 時並行的に機能 しているとい












米 国企 業 は カバ.....,.済み で あ る力
日本企 業 は未 カバ ーの市 場
① 輸出市場の延長線上にある市場への市場適合型R&D
② 米国企業はカバーしているが日本企業未カバーの市場向けR&D






◎ 「図一19米国生産 とR&Dの 段階的拡充」(分析ツール18)
下 は目 を覆 う ものが あ り,国 際場裏 で活躍 し得 る実力 を持 つ 日本企業 にお け
る実 質 的 な本 社 ない し指 令 セ ンターの 日本 離 れ は一層進 行 す る こ とに なろ
う。
私の研究 ・教育遍歴一半肚紀を回想して一lll
【4-14】では,「成長メカニズム」 を前面に押 し出 して,こ の 「成長 メカニ
ズム」 に基づ く日本企業の成長戦略の展 開が 「内なる国際化,」,「外 に向け
ての国際化」 を通 して,さ まざまな経済摩擦 を生み出 してい く過程 を明 らか
にしている。
【4-16】「日本企業が直面 している構造的諸問題 一 日本企業の国際化の進展
に照 らして 一」神奈川大学 「国際経営論集」,1996(平成8年)年
2月
本論文 は 【4-14】で提示 した日本企業の成長戦略 に内在する限界が何一つ
克服 されない ままで放置 されていることか ら,改 めて,今 後,日 本企業が直
面 している問題が何 か,そ の問題解決のために何 をなすべ きかについて問題
提起 を行なった ものである。本論文は7年 前に発表 したものであ り,こ こで
提起 した問題の大部分は今 日,な お未解決の まま,さ らに増幅 した形で,日
本企業にその解決を迫っているというのがその実態である。 こういった問題
を抽出する場合,現 象面から目に見えるものだけを取 り上げて,皮 相的,表
面的に云々することでは何 ら問題 は解決 しない。本論文 においては,日 本企
業の成長戦略それ自体,お よび,そ れが拠 って立つ 日本立地その ものの特性
を抽出 し,そ の本質を見極めた上で,日 本企業が直面 している諸問題 を理詰
め,か つ体系的な形で抽出 し,その対策 を検討 している。この論文によって,
「何 を解 きたいのか」,その問題 を解 くための方法論,ア プローチ を体系的に
提示 してお り,特 に,そ こで用い られている分析 ツールは長年 にわたってそ
の有効性 を検証済みの ものである。本論文は7年 を経 た現在で も十分に通用
する内容 を備 えてお り,そ の意味では 「予見」 とい う側面 も数多 く見出され
る。当初,詳 細 な解説,紹 介を予定 していたが,紙 面の都合,全 面的カ ット
を余儀 な くされた。本論文 はなお入手可能であるので,疑 問がある場合,そ
れを参照 されたい。なお,本 論文は,現 在で もi神 奈川大学,横 浜市大,高
千穂商大各大学院での博士前期 ・博士後期課程の院生(実 務家 を含 む)の 教
材 として用いているが,後 期課程 に属 している実務家の院生からは,特 にそ
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こで提 示 されてい る方法論,ア プローチ,お よびその ための道具 立て の精緻
さに高 い評価 を頂 いてお り,出 版 を強 く求め られ てい る。 【3】,【4】 に割
い た分量 は当初150頁を超 えてい た ため,単 著へ の 出版 に譲 る こ とに した。
そ こで提示 されて いる問題 が これ らの方法論,ア プローチ に深 く根 ざ してお
り,単 なる現 象面 の考察 に留 まってい ないため,「予見」 の可 能性 を持 ち合
わせ てい る とい うのが最大 の評価 の ようであ る。
なお,文 中で触 れなかった 「図一12」,「図一14」を最 後 に挿入 してお く。
◎ 「図一14日 本企業 のR&D特 性 」(【4-16】「図一8」P44として掲 載)(分 析
ツール19)
「図一14」は 「R」お よび 「D」が そ れ ぞ れ別 個 の概 念 で あ る こ とか ら,
R&Dと い った場合,「R」 と 「D」の さま ざまな割合 が考 え られ る ことに着
目 し,作 図 した ものであ る。 これ まで,日 本 のR&Dは 「D」の ウエ イ トが
大 きか ったが,「R」 の ウエ イ トを高 め る方 向 で動 きつつ あ る こ とを示 して
いる。
「図一12生 産立地 転換 のサ イ クル」 は 「図一6生 産立地転換 のサ イクル ・
モデル」 の各 ボ ックス に国名 を入 れ ただけの ものであ る。
【5】経営史研究への挑戦
東京大学大学院院生の時点で中川敬一郎先生の教示をいただいたことが経
営史研究に興味 を持つ直接的な契機 となったことは明 らかである。私 自身,
歴史には,生 来,大 変な興味 を持 ってお り,敗戦 を迎 えた中学一年の時,書
店で 「書 き改め られた日本史」 を見 て,7巻 か,8巻 であったか定かではな
いが,一 晩で,一気 に読み切った記憶がある。小学校時代 に受けた 日本歴史,
特 に,日 本創世記の伊弊諾,伊 弊再命 の周辺 にいかがわ しさを感 じていたせ
いか,本 の中で卑弥呼に出会 って,妙 な感動 を覚 えたの を思い出す。
大学院に進学 して,中 川教授 か ら,米 国における経営史の権威,A.D.チ
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ヤン ドラーの著作,論 文 を読むことを勧め られ,読 み進んでいる うちに,経
営史の面 白さ,事 例研究の持つ説得力の大 きさ,ま た,そ れ を扱 う場合の難
しさを痛感することになった。
経営 史に関す る主要 な事例研 究 圏
【6-1】三菱造船株式会社 「企業分析研 究会」経済往 来,昭 和36年12月
【6-2】日本 光学株 式会社 「企業分析研 究会」経済往 来,昭 和37年8月
【6-3】三菱 商事株 式会社 「企業分析研 究会」 経済往 来,昭 和38年9月
【6-4】本 田技研 工業株式 会社 「同研究 会」経 済往 来,昭 和38年11月
【6-5】丸紅飯 田株 式会社 「同研 究会」経 済往 来,昭 和39年4月
【6-6】松 下電器 の製 品政 策 と価 格 政策,「 わが国 家電 産業 にお け る企 業行 動
一 松 下電器の実態分析 」,昭 和48年3月
【6-7】松 下電器 の海外 活動,「 わが 国家 電産業 におけ る企業行動 一 松下電 器
の実態分析」 昭和48年3月
【6-S】松 下電器産 業株 式会社(1),(2)経 済往来,昭 和49年5月,6月
【6-9】キ ッコーマ ン株 式会社(1),(2)経 済往 来,昭 和49年7月,8月
【6-10】本 田技研 工業(株)(1),(2)経 済往 来,昭 和49年9月,10月
【6-11】日本 ビク ター株式 会社,雑 誌 「WILL」中央公 論,平 成1年12月,
【3-5】フ ォー ド社 の 国際マ ーケテ ィング戦 略展 開の系譜,村 田昭冶 編 「現代
マ ーケ テ ィ ング論 」 第2編y第12章 に収 録,有 斐 閣,昭 和48年12月,
「マーケ テ ィング論 の部」 に収録
【3-6】日本 ビクターの国際マ ーケ テ ィング,田 内幸 一監修 「ゼ ミナール ・マ
ー ケテ ィ ング理論 と実際」 第6章 国際マ ーケテ ィングー 日米 の企 業比
較 の事例編 に収 録,TBSブ リタニ カ,1991年3月,「マ ーケテ ィング
論 の部」 に収録
【6-12】日本経 営史学 会国際会議 で の報告 を論文 と して ま とめ た もの,「 日本







上記 の事例研 究 の多 くは 「企 業分析研 究 会」 に所 属 してい る時,実 施 し,
公表 した もので あ る。 「企 業分析研 究会」 は私 自身,東 京大 学大学 院生 とし
て,発 起 人の一人 に加 わ り,そ れ を立 ち上 げる と ともに,そ の主 要 メ ンバ ー
と して参加 し,数 多 くの事例研 究 を行 い,そ こで,経 営 史 の重要性 をさ らに
明確 に確 認す る ことになった。
「企 業分析研 究 会」 は当時,東 京大 学大学 院博士 課程 の 院生 で あ った岡本
康雄氏(そ の後,東 京大学教授,経 営 学担 当)を 軸 に,津 曲直躬氏(そ の後,
東 京大学 教授,会 計学 担 当),高 柳 暁氏(そ の後,筑 波 大学教授,経 営学担
当),土 屋守 章氏(そ の後,東 京大学教授,経 営史担 当),衣 笠洋輔(そ の後,
横 浜市立大学教授,貿 易経営 論担 当)を メ ンバ ー と して,日 本企業 の企 業分
析 の ための フ レーム ワー クの提示 とそれ に基づ く事例研 究の実施 を目的 と し
て ス ター トし,代 表 的 な 日本企業約25社の企業分析 を行 ってい る。従 来,企
業分析 は財務 分析 を中心 と してい たが,本 研 究会 で は,財 務 は当然 の こ と,
戦略,組 織R&D,生 産,販 売,マ ーケテ ィング,人 事 ・労 務 な ど全般 的
な考察 を通 して行 うこ とを試み,か つ,そ の ための分析 フレーム ワークをメ
ンバ ー間での デ ィス カ ッシ ョンを通 して設定 してい る。そ の上 で,各 人が そ
れに基づ い た企業分析 を行 ってい る。 ここで は,経 営 史的分析 が共通 項 と し
て設定 されて いた。その後 の 日本 の経 営学研究 を担 う鐸 々たる若手研 究者 の
仲 間 に加 わ り,そ の共 同研 究 に参加 し得 た ことは,そ の後,私 が会計 学,経
営財務論,経 営学,経 営 史,国 際経営 論,マ ーケ テ ィング論,国 際マ ーケテ
ィ ング論 とい う幅広 い分野 をカバー し,そ の有機 的関連 を解 明す るため の重
要 な基盤,大 きな足掛 りを与 えて くれ るこ とにな った。
私の研究 ・教育遍歴一 半世紀を回想して一115
当時,私 は横浜市大商学部助手 として,「貿易経営論」 に関する助教授 昇
進論文 を執筆中であ り,そ のため,私 は貿易 に関係する下記の5社 について
の企 業分析 を担当 した。その時点で,事 例研究 の対象 として扱 った 【6-1】
三菱造船株式会社,【6-2】日本光学株式会社,【6-4】本田技研工業株式会社
は前述 したように,助 教授昇進論文の中心課題であった 「製造企業は貿易経
営主体であ り得 るか」 に答 えるため に取 り上げた ものであ り,ま た,【6-3】
三菱商事株式会社,【6-5】丸紅飯 田(現 在の丸紅)株 式会社 はこれまで貿易
経営主体の中核 に位置づけ られていた総合商社 を取 り上げたものである。上
記の5社 はかなり自分本位の企業選択 という側面を持 っていた。
【6-1】三菱造船格式会社,【6-2】日本光学株式会社,【6-4】本 田技研工業
株式会社 は第2次 大戦後,き わめて早い時期 に商品輸出を開始 した企業であ
る。「三菱造船」の場合,そ の造船技術 の水準の高 さは 「戦艦大和」 を始め
として世界的に注 目されてお り,戦後,い ち早 く輸出を開始 した企業である。
しか し,そ の輸出形態は 「間接輸出」 の形 をとってお り,三 菱商事が輸出の
介添え役 を果た していた。それに対 して,ニ コンの 「日本光学」 ホンダの
「本 田技研」 はカメラ,オ ー トバイ(和 製英語)の 分野で,戦 後いち早 く世
界 にその名 を馳せ てお り,自社 プランを軸 に据 えて,「直接輸出」の形 をと
っていた。その意味では,ト ランジスターの 「ソニー」 も同列である。
【6-3】三菱商事株式会社では,財 閥系商社 として当時首位 を走 っていた三
菱商事 を中心 として,同 じ財閥系商社 としての三井物産,住 友商事の生い立
ち,戦 略,組 織等々を相互 に対比 しなが ら,そ の企業特性 を分析,解 明 して
いる。
【6-5】丸紅飯 田株式会社 では,非 財 閥系 の丸紅 を基軸 に据 えて,同 じく,
非財 閥系の伊藤忠,す でに,【6-3】で研究 ・分析済みの財閥系商社の三菱商
事,三 井物産,住 友商事等 を対比 させなが ら,その企業特性 を分析 している。
【6-5】は財閥系,非 財 閥系 を包摂 しての総合商社分析 としての位置づけを与
えられ,雑 誌の売 り上げ部数のア ップ等,読 者からの大 きな反響があったこ
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とを編集者から聞かされている。
これ らの事例研究を通 して痛感 したことは 「事例研究は安易 な一般化,類
型化を厳然 と拒絶する」 とい うことであった。個 々の企業の行動 はその生い
立 ち,置 かれている状況,今 後目指す方向等々,す べて個々の企業に固有の
条件によって規定 されてお り,理論構築の大前提 となる一般化,抽 象化 にお
いては,恣 意性 を絶対的に排除 しなければならないということであった。 こ
の点は私の信条 として確立することになる。
【6-6】「松 下電器の製品政策 と価格政策」,および,【6-7]「松下電器の海
外活動」 は東京大学の岡本康雄教授 とともにs前 出の企業研究会のメンバー
を中心 として,松 下電器の事例研究を行 った もので,松 下幸之助氏 をも含め
てs大 規模 なインタビュー調査 を実施 し,「わが国家電産業における企業行
動 一 松下電器の実態分析」,昭和48年3月として公表 されている。私 自身,
「マーケティング」研究者,「国際経営」研究者 として一人二役でその共同研
究に参加 している。 この事例研究 は国際経営研究 としての特性 をさらに強め
なが ら,【6-8】「松下電器産業株式会社」 に結実することになる。
【6-8】「松下電器産業株式会社」(1),(2),【6-9】「キ ッコーマ ン株式会
社」,【6-10】「本 田技研工業株式会社」は雑誌 「経済往来」 に昭和49年5月
か ら10月毎月連載 したものである。 この3社 は,当 時,私 自身,初 めての単
著 としての出版のため,執 筆 中であった 【4-10】「日本企業の国際化戦略」
一 対米企業進出の条件 を探 る 一」の事例研究編 として収録することを予定
して,事 例研究の対象 として選 んだもので,こ れ ら3社 は,当 時 としては,
対米企業進出を果た した数少 ない企業であった。そこで,こ れ ら3社 の対米
企業進出を可能 とした条件の究明に焦点 を合わせて,事 例研究 を行なってい
る。そこでは,対 米企業進出に至るまでの国際化戦略の展開のプロセスを経
営史的視点 に立 って解明す るとい う立場 をとっている。
【6-8】松下電器の場合,松 下電器が国内活動 に加え,商 品輸 出活動,DC
(DevelopingCountriesの略称)で の生産活動,さ らには,米 国を始めとす
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るAC(AdvancedCountriesの略称,)での生産活動へ とその企業活動 を拡
大 してい く中で,松 下電器が どのように して世界戦略に到達 したか を解明 し
ている。その場合,対 米企業進出,お よび,そ れを可能 とする条件の解明に
焦点が合わ されていたことは言 うまで もない。
当時,米 国へ の企業進出は生産面 を軸 として展開されてお り,コ ス ト面の
国際的比較劣位 にある米国立地での生産は,そ の対象製品が価格 を切 り札 と
する標準化,平 準化製品の場合,直 ちに価格競争力の喪失に繋が ることにな
る。対米企業進出を実現するには,そ の取扱製品は脱標準化 を果た しi価 格
設定の 自律性 を備 えた製品でなければな らなかった。松下電器の場合,そ の
取扱製品の大多数が 「米国にPLC(ProductLifeCycleの略称)の 起点をも
つ製品」(①米国企業が,② 米国で,③ 世界に先駆けて,④ 自主開発 した製
品で,そ の後,⑤ 世界に普及 した製品)に 超小型化等の創意,工 夫 を加えた
製品の開発 を通 して,「超高品質化 ・オ リジナ リティの付与」 の特性 を引 き
出す ことにより,脱標準化 を果た している。
【6-9】キ ッコ._._マンの場合,「日本 にPLCの 起点 をもつ製品」 としての醤
油(も ちろん,そ の原点は日本ではないが,自 家製 レベルか ら離脱 し,古 く
からすでに量産体制 を確立 した製品 という意味 においてそのように規定 して
いる)は,本 来的に,米 国にとって,オ リジナル製品 としての特性 を備 えて
いた とい うことがで き,米 国での生産のための基本的条件 は整備 していた と
言 うことがで きる。 しか も,醤 油の場合,原 料,製 品 自体が嵩張るため,輸
送 コス トが大 きな比重 を占め,市 場が遠隔地 にある場合,原 料他製造 に関わ
る諸条件が整いさえすれば,現 地生産が可能かつ適切であった。
私は事例研究に際 しては,ま ず,そ の企業の沿革について,徹 底的に検証
を加えることに している。茂木0族 が紀州から関東,特 に,野 田周辺 に進出
し,当初,一 族はそれぞれ独立 して醤油業 を営 なみ,江 戸への醤油の供給 を
担 ってきたが,徳 川幕府の崩壊後,廃 藩置県の結果,全 国市場への進出が可
能 とな り,全 国市場への進 出を目指 して,茂 木 ・高梨の大同団結 を図 り,資
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金,人 材の有効利用 に踏み切ることになった。マギー社 は茂木 をなまったも
の との話があるとか,醤 油はルイ王朝の料理の隠 し味であった とか,さ まざ
まな知識 を披露 している中で,そ の時,イ ンタビューに答えて くれていた若
き海外事業課長茂木友三郎氏が 「私 よりもキ ッコーマ ンについて詳 しい,私
の ところに来る大学教 師はなん ら下調べな しで来て,私 の言 ったことをその
まま書いているだけ。その点,衣 笠 さんの場合,キ ッコーマ ンについて実に
よく調査 してお り,研 究者 としての姿勢が素晴 らしい」 とべた褒め された記
憶がある。それ以降,肝 胆照 らす仲 とな り,しば しば,酒 盃 を共 にしている。
昨年末にも,カナダ大使館でご招待 にあずか り,旧交を温めたばか りである。
現在,茂 木友三郎氏はキ ッコーマ ン社長であ り,財界で も理論家 として大活
躍 されている。
【6-10】本田技研 の場合,「西欧 にPLCの 起点を もつ製品」モー ター ・サ
イクルにオー トバイの名 を付 して,米 国ではブラ ック ・レザー ・ジャケ ッ ト
(日本での雷族)の 乗 り物であったそれを一般市民の乗 り物 として新 しい用
途 を提示す ることによって,米 国に向けての 「脱標準化」製品の提供 を果た
している。
【6-11】日本 ビクター株式会社,雑 誌 「WILL」中央公論,平 成1年12月,
この事例研究は日本 ビクター株式会社専務取締役,海 外事業本部長,原 田孝
一氏が2年 間にわた り,横 浜市大大学院の私のゼ ミに聴講生 として参加 され
た折,そ の全面的協力,支 援 を得て,書 き上げた ものである。 この事例研究
は後 に日本 ビクターの 「海外要員」研修 に活用 された と聞いている。
【3-5】フォー ド社の国際マーケティング戦略展開の系譜
当論文は国際マーケティングの形成過程 について,国 内マーケテ ィングを
出発点 として明らかにし,国 際マーケティングをMNCの マーケティング戦
略 として位置づけた上で,そ の基本戦略 を解明 し,さ らに,MNCの 基本戦
略 と管理組織の連動 に言及 し,本 社に集権化 される権限と分権化 される権限
と観点か ら,マ ーケティングに関する権限が後者の範疇 に属することを明 ら
私の研究・教育遍歴一半世紀を回想して一119
かにしている。 さらに,そ れを受 けて,フ ォー ド社を事例研究の対象 として
選び,フ ォー ド社の対海外マーケティング戦略を考察する とともに,日 本車
の急激 な米国市場内への参入への対応策 として,対抗機種 開発の一環 として,
海外子会社である ドイツ ・フォー ドの製品開発 グループを活用するなどの事
例 を挙 げて,国 内 ・海外の境界 を超 えた国際マーケティング戦略の展開を解
説 したものである。
【3-6】日本 ビクターの国際マーケテ ィング,田 内幸一監修 「マーケティン
グ理論 と実際」 については 【4】で言及済みである。
【6-14】「日本企業の対米直接投資 一 松下電・器な らびにその他企業 一」は
日本経営史学会国際会議での報告 を論文(英 文)と して まとめた もの もので
ある。私の場合,会 議での重要なテーマの1つ である 「対米直接投資」につ
いて,日 本企業 についての報告 を行 った ものである。同時並行的に,フ ラン
ス企業,ド イツ企業,イ ギ リス企業の 「対米直接投資」 についての事例がそ
れぞれの国の研究者か ら報告 された。私の報告の土台 となったのは,【4-10】
「日本企業の国際化戦略 一 対米企業進出の条件 を探 る 一」1979であった。
その内容については,す でに詳 しく紹介 してあるので,こ こでは,国 際会議
での各人の報告 をどう集約するかについて,大 河内教授(東 大),井上教授
(神戸大学)を 交えて論議 を行 った内容 を簡潔に紹介 してお くことにしたい。
国際会議 での私 か らの問題提起●
その問題 提起 を箇 条書 きで挙 げ る と,以 下 の よ うになる。
(1)事 例 と して報告 された フ ラ ンス企 業,ド イ ッ企 業,イ ギ リス企 業 お よ
び 日本 企業 の 「対 米 直接 投資 」 につ いて議論 す る時,ま ず,そ れ ら各
国 とアメ リカ との 関係 を明確 に してお く必 要 はないか とい う点 で あ っ
た。事例研 究の多 くは,日 本企業 の事例 が1970年代 で あるの を除い て,
いず れ も1920年前後 の事例 で あ り,英 ・独 ・仏 いずれ の国 もなお米 国
に対 して技 術 先発 グル 一ープ に属 して お り,AD(AdvancedCountries
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の略称)か らDC(DevelopingCountriesの略称)へ の直接投資 とい う
特徴が見 られるのに対 し,日 本の場合,米 国 との関係 は明 らかのDC
からACに 向けての直接投資であるため,こ れを同列 に論 じることは
危険ではないか という疑問の提示でもあった。
(2)私にとって,こ の問題 はきわめて重要であった。当時,日 本か らの対
DC直 接投資はきわめてスムースに進展 したのに対 し,対AC,特 に対
米直接投資 について見 ると,日 本はDCに 属 し,あ る一定の条件 を満
た し得た企業のみが対AC,特 に,対 米直接投資 を成功裏に達成で き
ていたとい う事実が確認 できていたことによる。大多数の企業はなお
対米直接投資 を実行に移 し得ていなかった とい うのが実態であった。
(3)英 ・独 ・仏の3つ の事例 はいずれ も米国の輸入規制 によって対米直接
投資,言 い換 えれば,現 地生産に踏み切 った事例であったが,日 本の
場合,米 国の輸入規制 によって も現地生産 に踏み切ることは不可能 な
状態 にあった。当時,日 本で も,現 地生産は輸入規制 によって導かれ
るとい うのが通説 となってお り,そ の意味で,現 地生産は 「輸出市場
防衛型」 として位置づけられていたが,対AC直 接投資 に関する限 り,
現実問題 として,実 行不能であったわけである。そ こでの提案は 「商
品輸出」一 「輸入規制」一 「現地生産」 とい う図式 を命題化す ることに
は無理があるとい うことであった。
(4)その場合,さ らに,そ れを裏付 ける別の根拠 をも提示 している。 これ
は経営史的アプローチの限界 をも提示することになった。英 ・独 ・仏
の3つ の事例は対米直接投資が実行 された事例であ り,現 地生産子会
社の設定 という具体的かつ歴史的根拠 を持 っている。経営史的アプロ
ーチでは,現 地生産子会社 の設営 とい う具体的根拠 を拠 り所 として,
当該企業の 「商品輸出」一 「輸入規制」一 「現地生産」の系譜を跡付 け
ることになる。 しか し,こ こで注意すべ きことは,「商品輸出」 を行っ
ていたすべての企業が この系譜 を辿 っているわけではないとい うこと
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である。「輸入規制」 によって 「現地生産」 を断念 した企業 も多数存在
するはずである。しか し,1920年代 まで遡 って,「断念 したという記録」
を探す ことは事実上不可能である。その意味では,「商品輸出」一 「輸
入規制」一 「現地生産」 を一般的命題 として提示することには無理があ
ると言わざるを得ない。
(5)対米直接投資 を本格的に取 り上げる場合,日 本 は 「輸入規制」 をオー
バーカム した企業,「輸入規制」 によって ドロップアウ トした企業 につ
いての生のデータが豊富 に存在 し,ま さにそれ らのデータの宝庫であ
ることを強調することになった。
(6)事例研究 を通 しての安易 な一般化が しば しば行 われるが,そ のこと自
体,き わめて危険なことであ り,そ こでは,一 般化 を図る場合,い か
に慎重 な取 り組み,的 確 な証拠固めが必要であるかの重要性 はいか に
強調 されて も,さ れ過 ぎるとい うことはない。企業の現地生産の狙い
は,今 日,「輸 出市場防衛型」か らさらに一歩進 んで,「現地市場浸透
型」 に移行 してい ることをはっき りと読み取 るこ とがで きる。今 日,
r現地生産」は現地市場への適合のための有効 な手段 として位置づけ ら
れていることに注 目されたい。
これらをめ ぐって,さ まざまな論議が取 り交わ され,「商品輸出」一 「輸入
規制」一 「現地生産」の図式 についての命題化 は行わないことで決着がつけ




【6-1】国際財 務 戦 略,「 多 国籍 企 業経 営 戦 略 の展 開」 多 国 籍企 業研 究 会 編,
マ グロウ ヒル好 学社,昭 和52年3月
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【6-2】わが 国 の国際財 務 管理 の課題,雑 誌 「企 業会計 」Vol.30,No.2,「特
集:経 営財務 の今 日的課題」 に収 録,昭 和53年7月
【6-3】わ が 国 国 際 財 務 管 理 をめ ぐ る諸 問題,企 業 研 究 会 編 「経 営 資 料 」
NO.654,昭和53年10月
国際財務論研究の開始 とその後の経過●
私 の国際財務管理 との出会いは前述 したように,貿 易研修 セ ンターでの
「国際際財務論」の講義 を担当することに始 まる。 しか し,「国際財務論」の
研究および講義は,私 にとってまさに手探 り状態 にあ り,これ までの研究 ・
教育遍歴の中で,も っとも厳 しいものであった。受講生が選 りす ぐりの優秀
なビジネスマ ンであったため,講 義のための周到な準備が不可欠であ り,息
のつけないような緊迫状態 を強い られることにな り,こ れがまた研究の充実
に一層の拍車 をかけることになった。
私 自身,「企業の国際化」 を販売面,生 産面,R&D面,財 務面,人 事 ・
労務面等々,経 営職能のそれぞれの面から総合的に分析す る必要性 を痛感 し
ていたため,「国際財務論」 を財務面の国際化 を軸 として把握する立場 をと
っている。当時,国 際財務の問題は国際経営研究の中で ももっ とも遅れた分
野に属 してお り,経 営財務の研究者 も怖がって手を出さない分野であった。
米国の研究の単なる紹介 とい うものは存在 したが,日 本企業の国際化 に即 し
た実践的な研究 という点ではほぼ皆無 に近 く,無謀ではあるが,や は り,自
分 な りに解明 しておかなければならない分野で もあった。誰かが始めなけれ
ばならない。 これが私の研究者 としての使命感であった。
悪戦苦闘の末,よ うや く論文 としての大枠 を構築 し,最初に発表 したのが,
【6-1】「国際財務戦略」である。 この論文 は国際経営研究の一環 としての国
際財務研究 という位置づけを与 えられていたが,そ の後,次 第に,経 営財務
の専門家 グループか らの評価 をもかち取ることとな り,雑 誌 「企業会計」で
の 「特集=経 営財務 の今 日的課題」へ の投稿 を依頼 される ことになった。
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【6-2】「わが国の国際財務管理の課題」がそれである。雑誌 「企業会計」へ
の論文掲載は 「修士論文」掲載以降の再デ ビューとなった。 さらに,私 の研
究は実務家グループの関心 を集めることとな り,実務家集団である 「企業研
究会」 に招聰 されて,共 同研究 を行ない,そ の成果 をまとめたのが,【6-3】
「わが国国際財務管理 をめ ぐる諸問題」である。 ここでは,【6-2]に焦点 を
合わせて,そ の内容 を章立てに沿 って,簡 潔に紹介 してお くことにする。
わが国の国際財務管理の課題閣
【6-2】わが国の財務管理の課題




















本論文 は昭和53年2月発表 した ものであ り,「企業会計」のサブ ・タイ ト
ルに示す ように,当 時の円高 ショックが提示 した教訓を受け止める形で,日
本 における国際財務のあ り方 を示 した ものであ り,そ のエ ッセンス を 『原
文 ・・』の まま抽出する形で,多 少の解説 を加 えなが ら紹介 してい く。
「1,今回の円高が残 した教訓」においては,(1)円高の経過 と位置づけ,
(2)日本企業の成長戦略の特質,(3)円 高の対応 をめ ぐっての問題点を扱
っている。(1)で は,当 時,急 速に進行す る円高の経緯 を明 らかにすると
同時 に,こ れが決 して一時的現象 に留 まらないことを提示 している。(2)
お よび(3)で は,こ の円高が 日本企業の成長戦略 といかなる関係にあるか,
その有機的関連 について考察 を加えている。 この考察 を土台 として,『財務
管理の新 しい技法,新 しい システム作 りが 日本企業の新 しい成長戦略それ自
体,さ らには,そ の成長戦略の展開を促す新 しい事態の進展 をめ ぐって生 じ
ていることに着 目し,そ の上で,日 本企業の成長戦略に関係づ けて,財 務管
理に関する① 国内企業段階での能力水準 を基準 として,② 輸出企業段階の能
力条件,③ 対米進出企業の能力条件 を解明す る立場 をとっている』。個 定相
場制か らフロー と制への移行が現実のもの となった以上,急 激な円高 とい う
事態 は当然読み取 られていなければならない性格のものである。 このような
事態の中で,為 替 リスクヘ ッジは日本企業の最大の課題 となったことは言 う
まで もないが,為 替 リスクヘ ッジの問題は国際財務管理のご く0部 しかない
ことに も留意 してお く必 要があ る』。『円高 に対す る的確 な対応のためには,
高度の国際財務管理が要求 される。 しか も,そ の場合,国 際財務管理のウエ
イ トは主 として 「運転資金管理」の範疇に属する為替ヘ ッジの問題以上に,
企業の成長戦略策定の基盤 としての 「財務計画お よび統制」におかれること
になる』。『ここで注意すべ きことは,標 準化製品の世界的供給基地か らの離
脱,対AC(米 国お よび西欧)企 業進出の資格お よび能力条件 を満た した企
業の場合,そ の数 こそ少ないが,い ずれ もきわめて高水準 の国際財務管理能
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力 を確保 していることである。これ らの 日本企業は販売 ・生産 ・R&D面 で
の国際化水準が きわめて高 く,こ れらの水準 と国際財務管理水準の間には高
い相関が認め られる』(【6-2】P58)
「H米 国系多国籍企業の財務管理」では,日 本企業の国際財務管理の考
察 にとって,米 国系MNCの 国際財務管理の考察が不可欠であ り,ま ず,
(1)米国企業の国際化 と国際財務管理 についての考察 を行なっている。「H」
では,国 際財務管理 についての分析視点,分 析 フレームワークを提示するこ
とを目的と してお り,(2)多 国籍企業の財務管理の分析視点 を以下の よう
に要約 している。『MNCの財務管理 の体系的把握 を妨 げる要因はあ まりに
も多い。その主 たる要因 としては,①MNCの 財務管理の基本形 は国内企業
か ら引 き継がれた ものが多いため,国 内企業の財務管理 についての十分 な理
解が要求 されること,②MNCの 財務担 当経営者 のお よび責任領域 は複雑,
多岐にわたっているのに加 え,現 在,な お拡大傾向にあ り,き わめて流動的
であること,③MNCの 財務職能は高度 に専門化 されてお り,そ の理解のた
めには,高 度の専 門的知識が要求 されること,④MNCの 場合,財 務管理 は
最高機密 に属 し,厳 密 な秘密保持の対象 となっているため,も っとも把握 し
に くい領域 となっていることなどが挙げ られよう。 ここでは,MNCの 成長
戦略 とそれに連動する管理システムを十分 に考慮 しなが ら,MNCの 発展段
階に即 して財務管理の解明 を行 なう立場 をとってい る。その場合,MNCの
財務管理 を,国 内企業の段 階で確立 され,MNCに その まま引 き継がれて,
MNCの 財務管理の基本型 を構成す るに至 った部分 と,MNCに 転化 して,
それに固有の財務的問題 に対処すべ く新 たに付 け加えられた部分に大別 して
考察することが有効である』(P59-60)。
それに続いて,(3)多 国籍企業の財務管理の基本型 について考察 し,企
業の国際化 に伴 って,(4),(5),(6)として,資 金調達面,利 益管理面,
会計報告制度面の出いかなる変化が生 じているか,ま た,特 質の変化はあっ
たかを解 明 している。『企業の全般 的な国際化 の成熟度 は,全 般 的な国際マ
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ネジメン ト・システムの質および水準によって示 される。今 日では,米 国系
MNCの 全般的な管理 システムは世界的に配置 された販売拠点,生 産拠点,
R&D(研 究 ・開発)拠 点,さ らには,財 務拠点 を有機的に連結 した上での
人 ・物 ・金 ・情報のフローについての最適 システムの構築を意味するまでに
拡張 されている』。『この全般的マネジメン ト・システムの基軸 に据 えられて
いるのが国際財務管理 システムである。国際財務管理システムが企業の国際
化の総合指標 とみなされるのは,全 般的な管理 システムにおけるその位置づ
けによるものである』。
次 に,(3)多 国籍企業の財務管理の基本型 については,以 下のように要
約 している。『MNCの財務管理の基本型 とその フレームワークは,す でに
国内企業段階で確立 した ものをほぼその ままの形で引 き継いだ ものである。
財務関係の基本型は財務担当経営者の責任領域,財 務計画お よび統制の重要
性,利 益管理 とそのシステムに示 されている』。『財務担 当経営者の責任領域
について見ると,財 務担当経営者は2つ のタイプの財務職能 を担当 し,統 括
する立場にある。財務管理の内容 は,大 別 して,① 「資金調達(長 期,短 期
のそれ を含む),「運転資金の管理(現 金,預 金お よび有価証券の出納,保 管,
売掛債権,買 掛債務の信用 関係の処理 を含 む)」のいわゆる財務的執行活動
の管理 と,② 企業全体に関わる計画 と統制の中核に位置する 「財務計画 と統
制」 という2つ の部分か らなっている。
①業務的執行活動 は財務部によって担当 され,② 財務計画および統制はコ
ン トローラーの助けをか りて,ト ップ ・マネジメン トにより担当 されるのが
一般的である。① の 「資金管理」お よび 「運転資金管理」 も,そ の計画の部
分 を中心 として,飛 躍的な拡充を遂げていると言 うことがで きる。財務担当
経営者の責任 についての上述の基本的理解は,す でに国内企業段 階でその確
立 をみてお り,ほ とんどそのままの形でMNCに 引 き継がれている』
『財務計画および統制の重要性 についてみる と,財 務担当経営者の全般的
計画 と統制 に関わる新 しい役割の重要性 は,MNCの 登場 を待つまで もな く,
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国内企業段階で十分 に認識済みである。企業 をして全般的な計画 と統制の重
要性 を確認 させるに至 った もっとも基本的な要因 としては,① 企業環境の動
態的変化の恒常化 と不確実性の増大,②企業の大規模化 と事業活動の多様化,
さらに,③ 予測,計 画,お よび統制技術の飛躍的発達が挙 げられる。 …
(中略)… 。MNCの 場合,財 務計画 と統制へ の必 要性 の一層の強 ま り
に加 えて,新 たに,そ の多国的適用 をめ ぐる複雑,か つ,解 決困難な問題へ
の適応 を迫 られてお り,こ れ らMNCに 固有の諸問題 を効果的に解決 し得 る
財務管理 システムお よび技法の開発は,MNCの 効率的運営 にとってi最 大
の課題 と言 うべ きものである』。
『利益管理 とそのシステムについてみると,す でに国内企業段階で確立 し
た高度かつ精緻 な利益管理 システムを引 き継 ぎ,そ れに基づいて企業全体に
関わる計画 と統制 を実施 している。MNCの 利益管理 システムは事業部制組
織原理に基づいて構築 されてお り,そ の基本形は国内企業の場合 となん ら異
なるところはない。国内企業の場合,製 品別事業部および子会社が利益責任
単位 として利益計画 ・統制の基点 となるが,MNCの 場合,利 益責任単位 と
して,新 たに,海 外の国別子会社が加わることになる。事業部制組織は高度
かつ精緻な利益管理 システムの構築にその基盤 を提供す るものであったが,
その利益管理システムは予算統制 システムと連結 されることによって,一 層
強化 されている。上述 した利益管理 システムと予算管理 システムの連結によ
って,財 務管理の実施はMNCの 財務管理上のもっとも基本的特質の一つ に
数 えられている』。
この原文での引用 は,国 内企業段階で確立 した財務管理の基本型がMNC
に引 き継がれ,適 用 されるプロセスについて言及 したものである。
(4)企 業 の多 国籍 化 と財務環境 の変化
この環境変化 に言及 す る こ とに よ り,MNCの 財 務管 理 システ ムの特 質が
浮 き彫 りに され る。 『国内企 業 とMNCの 間で もっ と も大 き く異 な るの は,
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財務担当経営者の意思決定環境 であ り,そ れに伴 う財務管理の基本型の運用
に関わる問題である。企業の国際化は,企 業活動,ひ いては,財 務活動の場
が多 数国 に またが る形 で拡大 す る ことを意味 してお り,そ れ に伴 って,
MNCの 財務担当経営者の意思決定環境 も,国 内企業の場合 とは比較 になら
ぬほど大 きく変化 し,か つ,複 雑化 している。本来,財 務管理はマーケテ ィ
ング,生 産,販 売,人 事 ・労務などの管理領域 と比較 しても,課 税制度,通
貨制度,商 法,税 法,証 券取引法,会 計原則など法的強制力 に裏打 ちされた
諸制度,諸 規制,さ らには,そ れ らの改定 を含 む政府の関連諸政策の影響,
規制 を一層強 く受ける領域 と言 うことがで きる。それ故に,企 業の財務活動
の多数国にまたがっての展開は,自 国に加えての進出先国を含む多数国の法
的諸制度,諸 規制,さ らには,こ れ ら諸国間の合意,協 定 を含む諸制度,諸
規制 を前提 とした財務管理の形成を要求す ることにな り,こ の財務管理の基
本型の多国的適用 こそ,MNCの 財務管理に固有の特質ない し特異性 を与 え
ることになる』。
(5)資金調達面での特質
『国内企業の場合,資 金は 自国内で,自 国通貨 をもって調達 されるのが一
般的であ り,財務担当経営者は自国の金融市場,資 本市場,金 融機関の諸政
策,さ らに,商 法,証 券取引法,さ らには,政 府の金融,財 政諸政策 など,
自国の環境諸条件 を考慮 した上で,資 金調達を行なえば よかった。 これに対
し,MNCの 場合,そ の資金源は自国内に限定 されることな く,広 く海外 に
求められるケースが多 くなっている。MNCは 現実の問題は ともか くとして,
その可能性 とい う点か ら見る限 り,世界的規模でその資金源を探索 し,も っ
とも有利 な資金 を調達 し利用 し得る条件 を備 えた企業 と言 うことがで きる。
しか し,そ のためには,MNCの 財務担当経営者は国内企業の場合 とは比較
ならぬほ ど多様 かつ複雑 な環境条件の下で,き わめて高度かつ専門的な能力
を要求 される。 しか し,こ の要求を満 たす ことは きわめて困難iであ り,こ の
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ことはMNCの 現実の資金調達がその理想像 と大 きく食い違 う主要な要因の
一つ となっている』。
(6)利益管理制度 をめ ぐる諸特質
『MNCは企業全体の利益 の極大化 に最大の関心 を払 ってお り,本 社の基
本方針 もその視点か ら設定 されるのが一般的である。たとえば,こ の国別子
会社の所属す る国々の法人税率が大幅 に違 う場合,MNCは その成立の違い
を利 用 して節 税 を図 る とい うケ ース が しば しば見 られ る。 …(中
略)… 。 しか し,節 税,税 引後利益の増大のために用 いられる振替価格
制度の利用,税 逃避会社の利用,本 社,国 別子会社の間の費用配分,分 担金
の操作等は,各 国政府 によって厳 しく規制 される方向にあると同時に,利 益
責任単位 としての国内各事業部お よび国別子会社の利益 を大 きく歪め,利 益
が通常持っている経営効率の指標 としての意味 を失わせることになる。 この
ことは同時に,利 益責任単位 としての自律性 に対する本社側からの侵害 を意
味 してお り,事業部および国別子会社の経営効率の発現へのモラールの低下,
ひいては,事 業部制組織原理 に基づ く利益管理方式の崩壊 にも繋がることに
なる。これを反映 して,今 日,MNCの 財務担当経営者は限度一杯の節税の
追及 とい うことよりも効率的な利益管理が確保 され,各 国の税制が許容 し,
しか も各 国政府 を刺激 しない範 囲内で節税 を追及 してい るのが現状で あ
る。 … 中略 … 振替価格制度は,単 に節税 目的だけではな く,進 出先
国での利益の本国送金の制限,政 情不安,通 貨不安な どへの調整弁 として も
利用 され,そ の他,創 業段階での現地子会社の助成などきわめて多面的に利
用 されている。MNC全 体の利益の極大化 を図る場合,忘 れてな らないのは,
節税の問題 と並 んで為替 リス クの問題がある。
近年のように,国 際通貨不安が直常化 している時期 においては,為 替 リス
クに対 し制度的にヘ ッジ し得 るシステムの確立 は不可欠であ り,MNCが こ
の システムの確立に真剣 に取 り組 んでいることが うかが える。以上の考察か
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ら明 らかなように,MNCの 財務担当経営者は,世 界的規模での資金調達 と
運用,節 税 と税引 き後利益の最大化,為 替 リス クヘ ッジなど,MNC固 有の
財務上の諸問題 を,新 しい環境諸条件の下で解決することを迫 られ,か つ,
真剣 に努力 している。 これ らの問題解決は個々の問題毎にばらば らになされ
るのではな く,国 内企業段階で確立 された高度かつ精緻な利益管理システム
を基軸 として,き わめて体系的な問題解決が図 られているのが特徴的であ
る』
(7)会計報告制度 をめ ぐる諸特質
『企業の会計報告は内部報告 と外部報告に大別 される。内部報告は,主 と
して,企 業全体 に関わる利益計画および統制 を効果的に実施するために,利
益責任単位 としての傘下の各事業単位(事 業部形態 と子会社形態 とを問わな
い)か ら本社(な い し会社本部)に 対 してなされるものであ り,一般的には,
管理会計の範疇に属 している。内部報告の場合,企 業は独 自の判断に基づい
てその報告の内容 を決定 し得るが,企 業内部 においても,企 業全体 に関わる
会計処理お よび報告 についての基準,手 続 きの統一化が図 られていることは
言 うまで もない。MNCの 場合,統 一的な会計情報 システムの確立,会 計処
理の基準,手 続 きの統一化 を阻害する要因は きわめて多い。その最大の要因
はMNCが 商法,会 計原則,さ らには,会 計慣行 を異 にする多数の国々にま
たがって事業活動 を展開 しているところにある。 この要因はMNCに おける
利益管理のための内部報告 に対 して もきわめて重大 な影響 を与 え,特 に,会
計情報 システムの極度の複雑化 を導いているが,そ れ以上に,外 部報告制度
に対 しては,一 層直接的でかつ重大 な影響 を与 えている。米国で も,MNC
の実態 を明確 に提示す るという点では,著 しい立 ち遅れを示 して きたが,近
年の 「国際会計基準」の制定の動 き,連 結財務諸表制度の確立 とMNCへ の
適用の動 きは主 として外部報告に関わるものである。 もとより,「国際会計
基準」の制定が,利 益管理およびそのための内部報告制度 にきわめて有利 な
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影響 を与 えることを否定するものではない。MNCの 財務担当経営者 は内部
報告制度 についてはもちろんのこと,外部報告制度の新 しい動 きについて も,
創造的に適応す ることを要求 されている。
以上考察 してきたように,米国系MNCの 国際財務管理の質および水準は,
なお多 くの未熟な面 を残 している とはいえ,日 本企業 とは比較 にならぬほ ど
の高度の展開を遂げている』。
皿日本企業の国際財務管理の問題点
ここでは,国 際財務管理の質ない し水準が①企業の国際化の成熟度,お よ
び,② 経営者の国際財務管理の重要性についての理解の程度によって規定 さ
れるいることに着 目し,米 国企業のそれと対比 しなが ら,日 本企業の販売 ・
生産活動の国際化の成熟度が 日本企業の国際財務管理の質ない し水準 にどの
ように反映 しているかを発展段 階的に考察 している。
『米国企業の場合,企 業の国際化 の進展に伴 い,企 業 は次か ら次へ と新 し
い問題 に直面 し,そ の問題解決を通 して,そ の問題解決の経験 ,ノ ーハウ,
さらには,そ の成果を累積することによつて,問 題解決のためのオルターナ
ティブを拡大 し,問題解決能力を高める と同時に,企 業環境の変化に対 して
弾力的に適応す る能力を次第 に強化 している。一般 に,日 本企業 もその国際
化の進展 に従って,そ の能力水準 を高めて きたことは多 くの面で読み とるこ
とができる』 として,販 売 ・生産活動の国際化の成熟度 は 「対米(お よび先
進国)輸 出ない し企業進出」によって一挙 に高 まることが一般的であるため,
その能力水準 も対米輸出ない し対米企業進 出に焦点 を合わせ て考察 してい
る。 しか し,当 時,国 際財務管理 を含 む全般的能力水準は 日本企業の場合,
きわめて低い水準 に留 まってお り,さ して見るべ きものはなかったと言 って
過言ではない。そのため,こ こでは,日 本企業が米国企業の国際財務管理の
能力水準 に到達す るための国際財務管理 を含 む全般的能力条件の確保のため
に,欠 けている ものは何 かに焦点 を合 わせて考察 を行なっている。「対米進
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出」 を実現 し得る企業が国際財務管理能力の引き上げのためのインフラを整
備 しているため,「対DC輸 出段階」,「対米輸出段 階」,「対米進出段階」の
発展段 階に即 して,国 際財務管理能力の整備状況 を検討 してい る。 また,
「対米輸 出段階」 にある日本企業 を2つ のタイプに分類 し,「対米進出段階」
への移行可能性 を考察 している。『第1の タイプの企業は 「対米輸 出」 にお
いて も,製 品の品質 ・性能,そ の他のマーケテ ィングカの劣勢 を低価格でカ
バーするタイプの企業であ り,こ のタイプの企業に共通 してみ られるのは,
その国際財務管理能力 を含めて,そ の能力水準が極めて低いことである。こ
れ らの企業の多 くは商社依存型の企業であ り,輸 出によって生 じる外国為替
の取扱い も,為替 リスクに対するヘツジの問題 も,自力で行 なう能力 もな く,
商社 に任せっ放 しで,そ のための能力開発の機会を持つていない。この タイ
プの企業は国際財務管理能力の引 き上げの機会を自分の手で切 り捨てている
ことを指摘 している。第2の タイプの企業 は欧米先発企業 との技術較差 を解
消,逆 転 し,オ リジナ リティを付与 した超一流の製品を相対的に低価格で輸
出 しているタイプの企業で,「超高品質 ・高価格」 とい うイメージを確立 し
ている企業である。この タイプに属す る企業の場合,そ の国際化が販売活動
の国際化に限られている場合でさえ,そ の国際化の水準ない し成熟度は極め
で高い もの となつている。 これらの企業は,商 社依存から脱却 してお り,自
主的かつ主体的なマーケティング活動 を展 開しているため,外 国為替の取扱
い ・為替 リスクのヘ ツジも自らの手で行 なう必要があ り,経験 と学習を通 し
て,こ れ ら 「運転資金の管理」能力 をも身につけていることが多い。 また,
この タイプに属する企業の場合,米 国をは じめ として世界各地に販売子会社
を設営 し,世界的なマーケティング ・ネッ トワークを展開 しているケースが
多 くなつている。販売活動の国際化 も,こ の ような高度 な展開を果たす まで
になると,企 業の全般的な国際化水準の引 き上げに対 して,生 産活動の国際
化 に匹敵するほ どの効果をもつ ことも可能である。特に,米 国(お よび先進
国)に販売子会社 を設営する段階に入 ると,現地での資金調達が必要であ り,
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かつ,可 能となる。 さらに,こ の タイプの企業は,世 界的規模での販売子会
社の管理のために,利 益管理 システムの構築 を迫 られてお り,そ の子会社の
数お よび規模が多ければ多いほど精緻な利益管理 システムの構築が必要にな
る。この世界的規模での販売子会社の展 開は,振 替価格の広範な活用,税 逃
避会社 の利用 など,財 務管理上の有用 なツールの利用 に道 を開 くことにな
る。
第2の タイプに属する企業の大多数 も,こ れらのッールを部分的,断 片的
に利用するにとどまり,米 国系多国籍企業にみられるような体系的な利用 は
なされていない』。
『しか し,近 年,米 国をは じめ先進諸国への企業進出 を実行 し,あ るいは
志向する日本企業の数は次第に増加 しつつあ り,日本企業の国際化は,こ の
「対米(お よび先進国)企 業進出」の活発化 によつて,ま さに新 しい段階に
入つた と言ってよい。 この 「対米(お よび先進国)企 業進出」が 日本企業に
とつてもつ意味は極 めて重要である。「対米(お よび先進国)企 業進 出」 を
契機 とする日本企業の国際化の新展開は,今 日,日 本企業にとつて緊急かつ
最大の課題 となつている成長戦略お よび企業体質の抜本的な変革に対 し,そ
の解決のための重要な鍵 を提供するものであると言つてよい。
米国生産立地が 日本立地以上の コス ト面での比較優位 を発現することが不
可能である とすれば,日 本企業が対米企業進出 を成功裡に行 なうためには,
価格 を切 り札 としないです む製品 を扱 かつていることが基本的 な条件 とな
る。 この資格ない し能力条件 を備えている企業 としては,前 出の第2の タイ
ブに限 られる。世界的規模での販売子会社の展開が,精 緻 な利益管理 システ
ム,さ らには,振 替価格の広範な活用,税 逃避会社 の利用,国 際的な通貨の
変動に対す る為替 リスクヘ ッジ,さ らには,そ の積極的利用,さ らには,海
外での資金調達 など国際経営管理の全般的確 力の レベル ・ア ップに大 きく貢
献す ることは前述 したところである。 これに加えて 「対米(お よび先進国)
企業進出」 を通 して,世 界的規模での生産子会社の展開が実現 した場合,日
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本企業の国際財務管理に関する全般的能力の大幅なレベル ・ア ップへの道が
大 きく開かれることになる。 ここでは,少 なくとも可能性 という点では,米
国系MNCと ほぼ同レベルの国際化水準 に到達することになり,そ の国際財
務管理能力 も一挙 に引 き上げられることになる』。国際財務管理の能力水準
はまさに日進月歩であ り,昭和53年段階での水準は大 きく塗 り替えられてい
るため,当 時における日本企業の国際財務管理の実態 については割愛する。
資料的には古 くなっているが,国 際財務管理研究に対する方法論,ア プロー
チ としては,現 在でも十分 に通用する内容 をもっている。
本論文に対する実務家グル ープの評価●
本稿の発表後,実務家か ら構成 される企業研究会か ら講演の依頼があった。
依頼の きっかけとなったのは,参 加する実務家の間で,国 際財務関係の論文
はあるにはあるが,多 くの論文 はいずれ も専門性が強 く,ど の ような背景の
下で,そ の財務管理システム,さ らには,技 法が開発 されたのか,ま た,そ
れをどの ような場合に活用すればよいのか,そ の間の事情 を解説することな
く,唐 突過 ぎて分か りに くい とい う声が強 く,そ の意味で,【8-2】の論文 は
MNCの 展開過程 を明示 した上で,そ こでの新 しい技法sさ らには,そ れを
織 り込んだ新 しい財務管理 システムの登場の背景,その有効性 を示 してお り,
実務家にとって もきわめて理解 し易い ものになっているとの評価があったと
のことである。その意味では,【8-2】は 日本における財務管理関係の論文 と
しては,き わめて異質性 を持 っていた と言 うことがで きよう。財務管理に関
する論文の多 くは,唐 突 と言ってよいほど,ス トレー トに専門的な問題 につ
いての議論 に入るものが多 く,専 門家 を除いては,全 体像 をしっか りと把握
している人以外 には馴染みに くい傾向が強かった と言える。米国でそれ らの
財務管理 システムおよび技法が どのような背景の下で登場 したのか,そ れ ら
の問題 に直面 している米国企業 にとっては,現 場 にいるというだけ というメ
リットによって,そ の 「背景」他が把握可能である能であるのに対 し,特 に,
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日本の場合,当 初,米 国か らの直輸入 と言 う形で入 って来 るケースが多 く,
しか も,そ れ らの背景の解説な しに紹介 されるのが通例であるため,理 解 し
に くい とい う傾 向を一層助長することになっている。私 自身 も利益管理 シス
テムについて研究 している時,果 た してこの著者はその基盤 にある事業部制
組織について的確に把握 しているのか,ま た,事 業部制組織 における利益責
任単位の持つ自律性 についても,米 国 と日本ではその厳密性 において大 きく
異 なっているとい う点 を的確 に理解 しているのか,疑 わざるを得ない多 くの
著者に遭遇す ることになった。財務管理論の場合,そ の専 門性,独 立性が強
調 されるあまり,企 業経営の実態 との関わ りが稀薄化 している面が強 くうか
がえる。 この傾向は輸入学問 としての性格 に規定 される ところ大 であるが,
現在では,こ れらの傾向が是正 された論文 にも数多 く出会 うようになった。
講演後,直 ちに,共 同研究会発足の動 きがあ り,実行 されることになった。
この際 貿易研修セ ンタwで の講義 お よび,ゼ ミナールでの経験は大 きく
役立つことになったことは言 うまで もない。前述 したように,【6-3】はこの
共同研究の成果をまとめた ものである。






【7-3】「横浜商業の現状 と問題点」一 横浜の卸売 り機能の強化について 一
みな と経済振興懇談会研究第3グ ループ(市 長諮問機関の1つ:商 業
振興部会)編(座 長 ・編集責任者)昭 和57年12月
【7-4】「横浜中区小売店の経営意識」都市別中小小売商業実態お よび対策調
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査 一 昭和58年度 中小企業庁委託調査,第2編,2「 横浜市 中区小売
店の経営意識」(P149-224)として収録丁横浜商工会議所,昭 和59年
3月
【7-5】「横浜商業の現状 と問題点」一 横浜小売商業の振興 について 一 みな
と経済振興懇談会研究第3グ ループ(市 長諮問機関の1つ:商 業振興




国際展示場調査研究会編,横 浜市経済局,横 浜商工会議所,座 長川本
譲次(横 浜商工会議所副会頭)副 座長衣笠洋輔の下で,27人のメンバ
ーの討論 による成果をまとめた もの,昭 和62年3月
【7-8】「横浜みなとみ らい21商業基本検討委員会調査報告書」横浜みなとみ
らい21商業基本検討調査委員会編,株 式会社みな とみ らい21,座長宇
野政雄,副 座長衣笠洋輔 の下で,委 員会メンバー討議の結果 を求めた
もの。昭和63年4月
「神奈川県商業の特質」【7-1】執筆の動機●
私の商業研究の きっかけは,流 通論が次第に注 目を浴びてい く中で,私 が
「マーケティング論」 の担当だか ら,当 然,商 業 について も研 究 しているだ
ろうといった形で,ま ず,最 初,神 奈川県から 「神奈川県商業」 についての
分析 を依頼 された。その際 様々な資料 を提供 されたが,特 に県関係の資料
の殆 どが神奈川県の商業(小 売業,卸 売業を含む)が 飛躍的な成長 を示 して
いるとい う論調の ものであった。 この種の調査研究の場合,国,地 方 自治体
等が公表 している基礎的デー タをそのまま受け止めて分析するのが通例であ
りs当然,同 じ トーンの調査報告書に仕上がるのが通例であった。
しか し,神 奈川県は当時未曾有の人口急増期 を迎えてお り,も し,人 口の
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伸び率 に対 し,商業の伸び率が低い となれば,成 長 しているとは言い難いの
ではないか,特 に,小 売業の場合,人 口の伸 び率 との相関が高いため,小 売
業伸 び率 との対比 は不可欠である。
こういった新 しい分析視点 による分析結果を提示する場合,ま ず,豊 富な
データを多面 にわたって収集することが必要であ り,さ らに,デ ー タの加工
度 を高め,精 緻 な分析 フレームワークを構築 してお くことが不可欠 となる。
この ことはいかなる研究 においても適合する。特 に,調 査分析の場合,分 析
に先立って,大 量に時間 と労力の投入を伴 う無味乾燥 な資料の収集 と編集 ・
加工が不可欠 となる。私の場合,ま ず,そ の全体像 を把握することを第1義
的に重視するため,ど の場合 も,こ の段階での手抜 きをす ることは考えられ
ない。神奈川県商業調査で も,さ まざまな指標 を盛 り込んだ精緻 その ものの
5つの表 を作成 している。
神 奈川県 に対 しての報告書 を仕上げた直後,横 浜市大経 済研 究所か ら,
「神奈川奈川県商業の特質」 についての執筆依頼があ り,結 果的 に引 き受 け
ざるを得 ない ことになった。 しか し,一 旦f引 き受けた以上,小 手先の仕事
は した くない,本 腰 を入れた研究 を開始 した。
本論文 は,「斬薪 な切 り口を持つ分析」 として きわめて高い評価 を受 ける
ことになった。その分析のために構築 した分析視点,お よび,フ レームワー
クについては,現 在で も十分 に通用 しているので,可 能な限 り詳細 に紹介す
る。
【7-1】「神奈川県の商業の特質」 については,神 奈川県の脆弱性が特 に目
立つ卸売業 に焦点を合わせて分析 を行 っている。 さらに,本 稿では,神 奈川
県の商業の全国的位置づけ とその特徴の解明 に焦点を合わせ,か つ,全 国都
道府県別の対比を通 して行 なうという立場 をとっている。
「表一1」(【7-1】では 「第1表 」 として掲載)は 各都道府県の商業の潜在力
と実情 を示すために作成 したものである。指標 としては,① 人口対全国シェ
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額対全国シェア,⑩ 小売業販売額/人 ロシェア,⑪ 飲食店販売額対全国シェ
アを作成 している。これ らの各指標 は慎重に考慮 した うえで,き わめて体系
的な形で配置 されている。従来の指標に比較 して,問 題を解 くための加工度
はきわめて高 く,私 自身のオ リジナルと考えていただいてよい。これ らの指
標は人口の伸び率 との対比 を基盤 に据えてお り,も っとも加工度の高い指標
として,卸 売業販売シェア(対 全国)/人ロシェア(対 全国),小売業販売額
シェア(対 全 国)/人ロシェア(対 全国)を 挙げてお く。この両指標は卸売
業 と小売業の人口との相関の違い,商 圏の広が りの違いを明確 に提示 してい
る。「表一1」を作成す るだけで大変 な労力 を費消する ことになった。 この両
指標 は 「横浜市商業 の特質(10大都市 との比較 を含 む)」,「横浜市各区商業
の特質(横 浜市各区に比較 を含 む)」について も,共 通 して利用 してお り,
神奈川県,横 浜市,横 浜市区別を画0的 な指標 で統括 し,比 較可能性 を確保
することにより,予想以上の成果を引 き出すことになった。
「表一1」を見れば,各 都道府県別の商業の潜在力が一 目瞭然である。デー
タが古 くなればデータを取 り替えればよいわけで,苦 労 して作成 しただけ,
周辺の評価はきわめて高い ものがあった。
それ以上 に,高 い評価 を得たのは,神 奈川県の商業の多面的な特性 に着 目
して,全 国各都道府県の中で神奈川県の商業 との対比が重要な意味 を持つ5
グループを抽出 して分析 を加 えたことである。 もとより,こ れ も単なる思い
つ きではな く,膨 大 な基礎 データの収集,加 工の過程で,発 見 した もので,
一つ ひとつデータに当たった上でのグルーピングが土台 となっている。
① グループA:全 国都道府県の商業の中で,そ の商圏が全国に広がっている
都道府県であ り,東 京,大 阪,愛 知が これに該当する。神奈川県の場合,
この3都 府県にははるかに及ばないが,こ の面での特性 も備えている。




③ グループC:全 国的規模での商圏の中心 である東京,大 阪,愛 知に隣接 し,
それ らの強い影響下にある反面,独 自の商圏を持ち,相 当程度の自立性 を
確保 している県であ り,神 奈川,京 都,兵 庫,静 岡が この範疇 に属する。
神奈川の場合,兵 庫 との共通性 も多 く,そ の対比は興味深い。
④ グループD:東 京 に隣…接 し,完 全 にその支配下 に置かれてい る県であ り,
埼玉,千 葉 によって代表 される。 この両県 と神奈川の間には,共 通的な面
と対照的な面が混在 している。
⑤ グループE:他 の商圏か ら独立 し,相互依存度が比較的に少ない県であ り,
北海道が もっとも典型的である。:
上記の分類 は各都道府県の他府県に対す る支配度(影 響度)と 従属度,自
立度,さ らには,相 互依存度が基準 となってお りs広 域性 を持つ 「卸売業」
の場合,特 に効果的 と言える。 これ また,私 のオリジナルで,現 在でも十分
な説得力 を持っているが,こ の点については割愛する。
ここでは,神 奈川県商業の特徴 と問題点 一 結 びに代 えてのエ ッセンスの
一部 を 『原文 ・・』 という形で紹介 してお く。本論文 において作成 した表 と
しては,「表一2(第2表)卸 売業資料一覧表」s「表一3(第3表)全 国都道府
県別仕入先(出 荷先)順 位 表,「表一4(第4表)卸 売業種 別構成」,「表一5
(第5表),卸売代表5業 種資料一覧表」等 々があるが,こ こでは,「表一2」,
のみ を掲載 してお く。「表一2」は 「表1」 での指標 を上記の グループ別 に再
配置 したものであ り,「表一3」は卸売業の広域性 に着 目して,仕 入先(出 荷
先)を 加工,計 算 したものである。
『これまで神奈川県卸売業の特質を全国各都道府県,特 に,4つ の グルー
プに分類 された との比較,検 討 を通 して明 らかに して きた。そこで きわめて
はっきりしているのは,神 奈川県卸売業の水準の低 さとrそ れに加 えて地盤
沈下の傾向である。特 に,神 奈川県卸売業の地盤沈下はグループBの 宮城,
広島,福 岡の躍進に対比する場合,そ の重症ぶ りが 目立つ。
神奈川県の卸売業の特質 とその問題点は以下の ように要約 される。
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(1)卸売業が小売業に比較 して広域性 をもち,人 口 との関係が稀薄である
ことは,第1表 の卸売業販売額 シェア/人 ロシェア(昭 和49年)と小
売業販売額 シェア/人 ロシェア(昭 和49年)の対比 によって明 らかで
ある。卸売業販売額シェア/人 ロシェアが東京の3.24から奈良の0.13ま
で きわめて広範囲に分散 しているのに対 し,小 売業販売額 シェア/人
ロシェアが東京の1.38から奈良の0.71まで1.00を中心 としてその近 くに
分布 しているのは,人 口に対する卸売業お よび小売業の関係 をはっき
りと示 している。神奈川県卸売業の場合,昭 和49年現在で,卸 売業販
売額 シェア/人 ロシェアは僅か0.32であ りi全 国で も26位に留 まって
いる。
(2)神奈川県卸売業の全体的地位 の低 さを規定 している最大の要因は東京
に隣i接し,そ の商圏内にあったその影響 を直接 的にもっとも強 く受 け
ているとい うことである。東京の神奈川県 に対す る支配度は神奈川県
の卸売業の対東京仕入依存度(東 京仕入/県 仕入全体)に よって示す
のが有効である。
(3)神奈川県卸売業の水準 の低 さは神奈川県卸売業の経営規模 がまことに
小規模 であることに端的に反映 している。神奈川の場合,一 店当た り
販売額では,13都府県(A,B,C,D,E5グ ループのうち神奈川を除
く都府県)中11位,1店 当た り15都府県中10位とまった く低位 にある。
(4)神奈川県卸売業の全 国的地位 の,業 種の偏 りに も強 く反映 している。
神奈川の場合s販 売額および経営規模 で他の業種 とは比較 にな らぬほ
どの大 きさを持つ 「各種商品」で,昭 和49年現在一社 もないことであ
る。
(5)神奈川県卸業 とグループ別13都府県 を対比する場合,グ ループAの 東




当時,神 奈川 はS45-9の人 口伸 び率でみ て,埼 玉 の121.11%,千葉 の
118.85に次 いで115.27と全国第3位 であ り,こ の3県 は群 を抜 いていた。 こ
の指標 を前出の 「第1表 」 に組み込むことによって,分 析の風土は一変する
ことに注 目されたい。商業の年間販売額 を絶対額で表示す る場合,こ れだけ
人口が急増 していれば,そ の絶対額が年々伸 びるのはまさに当た り前のこと
である。それを反映 して,当 時,神 奈川県商業,横 浜市商業の分析 において,
商業の年 間販売額 の 「飛躍的増大 を指摘する論調」の ものが大多数であっ
た。
しか し,も し,商 業の伸びがこの人口の伸 びを吸収 し切れていないとすれ
ば,商 業の停滞,商 業集積度の低迷,さ らには,行 政的対応の拙 さを示す こ
とにもなる。小売業販売額 シェア/人 ロシェアは表現 を換 えれば,人 口集積
に対する小売業集積 を意味 してお り,神 奈川県 は全国で12位の低 さである。
また,卸 売業販売額シェア/人 ロシェアは人口集積 に対す る卸売業集積 を意
味 してお り,全 国26位の低 さである。神奈川県の商業の全国的位置づけは商
業販売額の絶対額の伸 びではな く,そ の集積の低 さか ら始める必要がある。
本論文の主張はまさにその点に置かれていた。 この主張は行政 によって も,
強い説得力 を以 って受け入れ られるところとなった。特 に,私 が本稿で提示
した各種の指標の多 くは,そ の後の神奈川県商業,お よび,横 浜市商業につ
いての分析 に多用 されるに至っている。
その直後,横 浜市か ら 「横浜市の商業」 についての分析 を依頼 されること
になった。 この場合 もお断 りしたが,こ れ また引き受けることを余儀 な くさ
れた。「横浜市の商業」 【8-2】がその成果である。
【8-2】では,【8-1】が神奈川県であったため,全 国都道府県別の比較 とい
う形 を とったのに対 し,今 回の依頼が横浜市であ ったため,全 国10大都市
(札幌市,東 京都区部,川 崎市,横 浜市,名 古屋市,京 都市,大 阪市,神 戸
市,北 九州市,福 岡市)別 の比較 とい う形 をとっている。その場合,「表一4」
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(【8-2】「第1表 」)に み られ る ように,都 府県別 の場 合 とほぼ同一一の指 標 を
用 いる こ とに よって,比 較可能性 を確保 してお る。
本論文執筆 とその後の展開●
上記の表はすべて手作業で行 ったため,膨 大 なエネルギー と時間の投入を
余儀 なくされることになったが,コ ンピュータ処理 を行 えば,作 業はより迅
速化 されたと考 える。 しか し,手作業 自体決 して捨てた ものではな く,作 表
のプロセスで,必 要な指標の存在 に気がつ くこともしば しばであ り,新 しい
アイディアを織 り込む機会 を得る とい うメリッ トも享受することがで きた。
ここで も,ま た,横 浜市の小売商業の脆弱 さを徹底 して指摘 し,解 明するこ
とになった。以下,【8-2】これについての詳細 な言及は避 け,そ の再展 開,
精緻化 を図 った 【8-6】を対象 と して考察す ることに したい。 【7-6】では,
全部で,17の表 を同 じく手作業で作成 している。
この表の作成に掛 けたエネルギーおよび時間は実 に膨大であ り,本 業以外
の分野 にこれだけの手間暇 を掛ける習癖は偏執狂的 としか言い ようがない。
ただ,私 が準備 したこの膨大な資料 を見た関係者達 はただ驚 き,呆 れるだけ
であった。 しか し,横 浜市商業,と くに,小 売業の問題点 を痛烈 に指摘す る
私の調査研究 に対 して,な んらの反論がなかった というの も私の手作業 に対
する敬意 と受け止めてよいであろう。
ここでは,紙 面の都合 もあ り,【7-6】の章立てのみを紹介 し,そ こで採用
した方法論の特徴 を示すに留めたい。
「横浜市小売商業の環境条件の変化」
















【7-6】の 「は じめに」 は本稿の分析視点,お よび,分 析 フレームワークを
提示 したものであるためsそ の まま全文引用する。
『は じめに:本 稿の主眼 目は,横 浜市小売商業の活性化 ない し振興 を念頭
においた上で,そ の環境条件の変化 を明 らかにすることにある。今 日,横 浜
市小売商業は まさに革命的 とも言える重大 な環境条件の変化 に直面 してお
り,そ の適応 にはまことに厳 しい ものがある。
横浜市小売商業の実態 をみる限 り,全般的にみて,不 振,低 迷 といったイ
メージが まず強 く伝 わって くる。横浜市小売商業の不振,低 迷は人口/商 店
数,人 口/売 場面積,年 間販売額/人 口など対人口関係指標での大都市比較
において もっとも顕著な形で見出 される。
この ことは横浜市小売商業の不振,低 迷が横浜市の経験 した 「人口爆発」
およびその後の人口動向 と無関係ではないことを示 したものと言える。





そこで,本 稿では,ま ず最初 に,戦 後の横浜市 の人口動向を明 らかにし,
横浜市小売商業の対人口指標 を時系列で示 し,そ の上で,大 都市比較 を行 な
うことによって,横 浜市小売商業の特質を浮彫 りにしてお きたい。
戦後の横浜市の人口動 向は3期,す なわち,(1)内 生的社会増(横 浜市
での就業 を志向する社会増)の 時代,(2)外 生的社会増(東 京での就業 を
志向する社会増)の 時代,(3)社 会増か ら自然増への転換の時代 に分 けて
考察す ることがで きるが,横 浜市小売商業はこの3段 階に即 して,商 業集積
の観点か ら,そ れぞれ(1)旧 市街地型商業集積,(2)新 開地型,乱 開発
型商業集積,(3)整 備 ・計画型商業集積 として特徴づけることが可能であ
る。
横浜市小売商業の不振,低 迷,さ らには,後 進性 とい う,今 日見出 される
諸特性の多 くは第2期 の外生的社会増(東 京のベ ッ ト・タウン化),人 口爆
発 によって特徴づけられる人口集積 とそれに対応する新開発型,乱 開発型商
業集積 を通 してもたらされるものである。その意味では,第2期 は急激 な人
口集積 に対 し,商 業集積が間に合わず,比 較的に安易な商店経営が許容 され
た時期である。第3期 は社会増か ら自然増 に転換 し,人 口動向の予測 とそれ
に伴 う計画的商業集積がある程度 まで可能 になった時期であ り,第2期 の乱
開発型商業集積 に伴 う未整備かつ不均衛な商業集積の整備化 といった前期 に
もたらされた諸問題の後始末 に追われた時期 として特徴づ けられる。
以上によって明 らかなように,横 浜市小売商業は横浜市 の人口爆発 を通 し
て数多 くの主要な特性 を賦与 されてお り,横 浜市の人口爆発 とその後の人口
動向は横浜市小売商業の環境条件の変化 としては,固 有かつ最大の ものと言
って過言ではない。 しか も,横 浜市の人口動向はその激増ぶ りを反映 して,
量的側面か らの把握が一般的であったが,質 的側面か らの把握 もきわめて重
要であ り,本 稿では,横 浜市の人口動向お よびそれが小売商業 にもたらす影
響を時間の経過を織 り込 んで,量 ・質両面から考察することにしたい。
今 日,横 浜市小売商業は人口爆発の後始末に追われ,対 人口関係指標の大
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都市比較において も,川 崎市 と並 んで最低の数値を記録 してお り,人 口爆発
の後遺症 をいまだに引 きずっているのに加 えて,新 たに,消 費需要の変質,
流通システムの革新,ニ ュー ・メディアの発揚など小売商業 を直撃する一連
の革命的 とも言える変化 に直面 し,そ れへの対応 を迫 られている。これ ら環
境条件の変化は横浜市小売商業 に固有の ものではな く,む しろ。わが国小売
商業全般 にわたる ものであるが,人 口爆発の後遺症 にあえ ぐ横浜市小売商業
に とっては,こ れへの新たな適応 は二重苦,三 重苦 を意味するものであ り,
その対応の仕方 も他 の大都市 とは異ならざるを得 ない と言 うことがで きる。
その意味では,今 日の消費需要の質的変化 をは じめ とする一連の変化 は,
人口爆発の後遺症にあえぐ横浜市小売商業にとって,人 口動向に並ぶ もう一
つの重要 な環境条件の変化 を意味 してお り,し か も,横 浜市の人口爆発 の結
果 として集積 された相対的に高地位,高 所得のホワイ ト・カラーを中心 とす
る人口集積お よびその第二世代である新 しいタイプの 「ハマ ッ子」の集積 は,
消費需要の質的変化,流 通 システムの革新,ニ ュー ・メディアの発現など一
連の変化に敏感 に反応するとい う特性 をもっていることに注 目されたい。
横浜市小売商業が今後存続 し,成 長 してい く道は"人 口爆発"の 後遺症 を
解消 しながら,そ れ と同時に,迅 速かつ的確 に消費需要の変質 を含む一連の
変化 に適応することにあ り,そ こでは,横 浜市小売商業が個店 レベル,商 店
街 レベル,さ らには,市 全体 レベルで活性化 してい くことが不可欠である。
横浜市小売商業 を個店,商 店街,市 全体など,ど の レベルで把握するかに
よって,環 境条件の把握の仕方は違って くるが,本 稿では,環 境条件を上記
の各 レベルに即 して把握することにしたい』(【7-6]p119-120)。
ここで提示 した分析視点,分 析 フレームワークはその後横浜市の小売商業
の分析 に大々的に取 り入れられることになった。個店,商 店街 レベルでの分
析 は 【7-4】「横浜中区小売店の経営意識」において,具 体化 されている。
【7-6】では,横 浜市の小売業の特質を10大都市比較,時 には,11大都市比
較 を通 して抽出 し,続いて,横 浜市各区小売業の特質 を14区(現在では18区)
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の比較 を通 して抽出 し,さ らに,中 区の小売商業の特 質を商店街,お よび,
個店の意識調査 を行 なうといった体系的,か つ総合的なアプローチを行 なっ
ている。ここで提示 した方法論,ア プローチは横浜市の商業調査で全面的に
踏襲 されてお り,そ のエ ッセンスを詳細に紹介 したいと考 え,一 旦は本文 中
に収録 したが,紙 面の都合上,全 面的に割愛せ ざるを得なかったことを断 り
してお く。ここでは,分 析 に利用 した主要な表のみを掲載するに留める。
◎ 「表一410大都市小売商業の対人口関係指標(消 費支出の流出率 を示す指
標④ を織 り込み)」一 「顧客,消 費の東京への極度の流 出」 を確認
◎ 「表510大 都市比較でみた横浜市の人口動向,老 齢化指数の組み込み」
一 「若 さを維持 している都市」,「商業未開発都市」 を確認
◎ 「表一6横 浜市14区の小売商業の人口関係指標」
この表において,以 下の点が明示 されている。
・横浜市小売商業の脆弱 さ,後 進性の理由,お よび,背 景が0目 瞭然 とい う
形で明らかにされ,横 浜市役所 を含 む関係分野の人達が唖然 とするほ どの
きわめて強い説得力 を持つ ものであった。 これを 「区別」 にみる場合,西
区,中 区の異様 ともいえる小売商業の高い集積度 とそれ以外の区のこれま
た極端なまでの低 い集積度が明示 されている。
・横浜市全体の商業集積度の低 さをみて,違 和感 を持 ったのは,わ れわれの
イメージはこの西区,中 区に象徴 されてお り,結 果的には,そ れ以外の区
が西区,中 区の高集積度 を徹底的 に引 き下げていた とい うとの確認がで き
た。さらに,横 浜市の14区を旧商業集積区 と新規開発区に大別 し,さらに,
旧商業集積 区の5区 を 「都心区」(中区,西 区,そ れ に準ず る南 区)と
「工業区」(鶴見 区,神 奈川区)に 細分 している。「新規開発 区」の9区 は
その地理的特性 に即 して,さ らに,「東京近隣開発区」(港北 区,緑 区),
「内陸開発区」(港南区,保 土 ヶ谷区,旭 区,戸 塚 区,瀬 谷区),「臨海開発
区」(敬子区,金 沢区)に 再分類 している。
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◎ 「表一510大都市比較 でみた横浜市の人ロ動向、老齢化指数の組
『
区分 昭和57年の小亮業 の現状 対 全 国 シ エ ア
一
商 店 数 従 業 者 敬
都市別
商 店 数 従業者数 年間販亮額 売場面積
47 49 51 騒 57 47 49 51 54 5T
店 人 百万円 d 劣 % % 郎 % % % % % %
札 幌 市 13,684 7銑252 1,486,845i,zro,os$.sy0.674.73α78d.791.471.10ユ.17 1.201.24
東京都区鶴 ユ28,704 347,023 9,677,678s.ssa,eas7.547.67?.6Q7,田 ?.48a309.26&978.698.58
川 崎 市 11,122 44,631 735,110 585,1220.67D.B70.670ゐ50.650.7fi0.7fi0.74α720.70
横 浜 市 28,S50 122,557 2,X58,4211,652,3591.881.871.fi81.581.681.9fiL981.941.94x.92
名 古 屋市 34,238 ユ33,374 2,275,9821.855.5fi8a122.Ofi206ZO61.892.332.2&2.232ユ62加
京 都 市 25,794 97,375 1,457,1491,195,fi58ユ.60i.51.481.451.501.6.ri1.57i.541.501.53
大 阪 市 55,b77 211,403 3,?58,4092,410,1493.423.313.313.253.2:i3.873.fi33.553.453.32
神 戸 市 al,41a $1,835 1.32"X.582i.oas.8T52.232.201.2Q1.201.221371.321.291.2?1.28
北九州市 17,3ユ9 .・ 938,668 1,062,0891.000.99ユ.flli.00ユ.ai1.16z.ist.11.081.4?9
福 岡 市 is,5se 7s,ass 1,238,5331,278,033o.sユo.$aU.92i・.: 0.961.101.141.15i.i81.19
全 国 1,721,6546,375,9iO94,175,07195,7$],]5010 100ioogoo100iooiOBioaSao100
誤(資料)商 業統計表,大 都市比較統 計年表
盛衰の ドラマを確認することができる。
その時期 に,【8-4】「横浜中区小売店の経営意識」 についての調査 を行 な




み込み」一 「若 さを維持 している都市」,「商業未開発都市」を確認
}
対 全 国 シ 呂 ア 人 ロ 人 口 販 売 額
一 一
年聞販売額 亮 場 面 積
② 商 店 敬 ⑤ 亮 場面 積 o一 人 ロ
一
47 49 5S 54 57 47 49 51 54 57 47 49 51 54 57 47 49 51 S4 57 47 49 si 54 57
　
彊 % 妬 彩 % 多 鰯 多 ∬ % 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人靭 刊 刊 刊 鞘
1β11.431.56i.saL詔 1.21.101.21.371.314$113Boa105to71.341.51.401.161.15343487榔 8701,015
126812Y3ll.t910.77ユ0.49..: 6.θ26.76s.as.ss7B T3 70 fi7651.991.77F.70i.s21.314085S3730 9381,185
o.ss4.890.邑4o.aa0.78α66Q.68α聞 o.si1.1 99 96 95 95 952.2'r2092.02.001.80273356459 577 7UO
2.522.572.352.342.281.6ZL67i.70i.ss1.7198 99 98 9? 98226a172.081.76工.72293405496 s24 755
2.8艮2.802.552.45a36Z302.26z.ao2051.92s5 85 63 fit611.361.30izs1.191.1385542697 8fi21,063
1.821.721.fi31.5fi1.551.31ユ221.231.151.2460 62 61 6ユ 57i.ss., 1.58L441.?.4ssi48i麟 7B工 985
5224.81x.44.113.993.142712.782.632.495T 55 51 49 471.4ユ 1.461.321.191.OS512692螂 ユ,1291,432
1.filF.531.541.392.41i.os1.081.47qg81.0672 73 7i 68 ss :5 2.Tfii.7a3.fi21.35344457621 747 sso
120LO71.05i.ao1.00lA5 11 ag91.001.12To 68 65 64 611.50].48ユ.44125qg8323408555 fi$9861
12工 1.231.31i.as1.321.D6Y.031.051.18132 T4 fig69 &5 681.29L29ユ291.OSa.8a379529719 8801,1.45
1001DQioo100100
1
100IaO10E?100100 72 72 70 70 fig1.621.5$1.50工.371.2264 一1 488 628
1
798
よって,方 法論 的 に完結 を迎 え るこ とに なる。 こ こで提示 した方法論 に従 っ
て,研 究 ・分析 を行 な う場合,そ の成果 は体系 的かつ精緻 な もの となる こ と
が証 明 され た と言 って よい。




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































私が相次いで発表 したこれ ら一連の諸論文は,横 浜市商業開発部局,さ ら
には,総 合開発部局によって,き わめて高い評価 を以 って受け入れられるこ
ととなった。前述 した作表,作 図に掛けたエネルギー と時間からみて,単 な
る余技の域か ら脱 してお り,む しろその評価は当然のこととして受け止めて
いる。
これ を契機 として,私 が提示 した 「商業」s特に,「小売商業」,「卸売商業」
について提示 した分析視点,分 析 フレームワークは横浜市の認めるところと
な り,そ れ以降,横 浜市の商業に関す る行政面に深 く関わってい くことにな
る。昭和57年4月には,み なと経済振興懇談会研究第3グ ループ(商 業振興
関係 についての市長諮問機関の一つ)座 長に就任 し,【8-3】『横浜商業の現
状 と問題点』一 卸売機能の強化について 一,お よび,【8-5】「横浜小売商業
の振興 に関する提言」 をまとめている。 さらに,そ の後,「横浜みな とみ ら
い21(横浜MM21)構 想が急速 に浮上する中で,昭 和61年4月には,横 浜
みな とみ らい21国際展示場調査委員会副座長(座 長:横 浜商工会議所副会頭
川本譲次氏,横 浜商工 会議所 主催)に 就任 し,そ れに関す る報告書 【8-7】
をまとめ,引 き続いて,昭 和62年4月には横浜みなとみらい21商業基本検討
調査委員会副座長(会 長宇野政雄氏,株 式会社みなとみらい21主催)に 就任
し,そ れに関する報告書 【8-8】を完成 させ ることになった。 この間,南 部
卸売市場,さ らには,中 央卸売市場活性化委員会の座長 に就任 し,同 じく,
報告書 を作成 している。 これ らはすべて単なる名誉職ではな く,実質的問題
提起者 としての役割を求められていたため,私 にとっては,本 業 とは言い難
い分野で,実 にきつい仕事だったことを鮮明に記憶 している。
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【8]横浜市立大学から神奈川大学経営学部ヘ ー 無謀なる挑戦 一
神奈川大学国際経営学部創設に向けて●
畏敬する先輩,箕 輪成夫氏か ら,「神奈川大学で国際経営学部を創設す る
計画があ り,そ の創設 を依頼 されているので,相 談 に乗って くれないか」 と
の話があった。横浜市大は私 にとって実に居心地のよい大学であ り,定年 ま
でなお10年近 くを残 していたので,ま さかその大学を辞す ることになろうと
は夢 にも思わないまま,お 引 き受け した という経緯がある。私 としても,自
分の専 門である 「国際経営論」の分野で,そ れを基軸に据 えた 日本でも初め
ての 「国際経営学部」が誕生することは心か ら歓迎 したいとい うことで,相
談 に乗ることにした。 しか し,そ のうち,次 第に相談に乗 るとい うだけでは
済 まない事態が次々と生起することになる。前後の見境 な く承諾 した結果 は
大変な結果 に繋がることになる。
箕輪氏はその人柄 と言い,生 き方 と言い,と もに天を戴 き得 る人物であっ
たので,こ の人のためな らとい う気持 ち もあ って,「快諾」 したわけである
が,学 部創設の相談に乗 っているうちに,新 設学部のカリキュラム体系の構
築 は当然のこと,教 員の貼 り付け,文 部省 に向けての申請文書作成の基盤作
りなど,実 質的かつ全面的に参画せ ざるを得 ない事態が生 じて くるのは,私
の性格か ら見 て,当 然の成 り行 きであった。 【7】横浜商業の分析への挑戦
で も明 らかにしたように,0旦,引 き受けた以上,何 が何で も完壁 を期する
とい うのが私の性癖である。 まして畏敬する箕輪氏の依頼であればなおさら
のことである。私の持てる能力,特 に,体 力 ををフルに発揮 して,協 力する
運びとなった。




が既定事実 として動 き始めることになる。いつの間にか,単 なる相談役であ
ったはずの私が実質的責任者の役割 を求め られることになる。「はっきり言
って,そ れはないだろう」 とい うのが当時の私の心境であった。 しか し,事
態はそんなことにお構 いな く進行 してい く。忘れ もしない,私 がゼ ミ(横 浜
市大)の 合宿旅行か らの帰途(新 横浜駅で下車するという情報 をどこで入手
したか,ど うも,妻 が情報の発信源であったようであるが),土砂降 りの中,
事務局長以下が新横浜駅頭 に待機 していて,有 無を言わさず,理 事長の とこ
ろに拉致 され,学 部長就任 と学部創設の全責任者 として事 に当たるよう懇願
されたという経緯がある。私が断った場合,新 設学部の創設が不可能 とな り,
それ までの努力 もまた水泡 と帰す といった切迫 した状況の中で,も はや四の
五の言 ってい られない気持 ちに陥 り,私 の生来の 「生 き様」である 「義 を見
て為 さざるは勇なきな り」 とい う気持 ちも働 いたのであろうか,そ の後 に辿
ることになる苦難の道 を見極めないまま,そ の場で 「イエス」 を言 ってしま
ったというのが実情である。顧みるに,半 世紀 にわたる私の研究 ・教育の遍
歴 もすべてこの習癖 に振 り回されて きたと言 ってよい。私が言 っていること
が大袈裟であるかどうかは皆 さんが同 じ立場 に立た された場合,ど うするか
を胸 に手 を当てて じっ くりと考 えてみればよい。何時までも去就 を明確 に し
ない まま,土 壇場で見切った人もお り,「なるほ ど,そ う言った道 もあるの
か」 とい う感慨 もなくはない。私 には,何 度 も繰 り返す ことになるが,ど う
も自分の人生の重大事 に際 して,軽 率 に決断 して しまうことが しば しばで,
後 々その後始末 に追い回されるとい うのが実態であ り,ま こと始末に負えな
い性癖であると言わざるを得ない。
横浜市大との訣別★
この段階で,予 想 だに しなかった横浜市大 との訣別 を決意せ ざるを得ない
事態 に追い込 まれることになった。横浜市大は私にとって居心地の良い大学
以上の存在であ り,「貿易経営論」,「マーケティング論」,「国際マーケテ ィ
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ング論」の開講 に当たっては,私 の言い分を全面的に受け入れて くれ,ま た,
国際交流委員会委員長 として,当 時,姉 妹都市であった中国 ・上海市 にある
い くつかの大学 との大学問協定の締結 を任 されていた。 さらには,横 浜市の
商業行政にも全面的に関与するなど,興 味 を持 って,活 き活 きと仕事 を推 し
進めている時期であ り,そ の場 を提供 して くれたの も横浜市大である。 さら
に,教 員組合の委員長時代 には,懇 親会的な特性 の強い組合 を 「戦 う組合」
に模様替 えし,当 時,教 員の給与 に多 く見 られた凸凹 を誰の給与 も下げるこ
とな く,一 直線上 に並べ換えるとい う荒業 を実行 し,「やる気 になれば,や
れる男」 とい う評価 も定着 し,そ れな りの信望 を得ていたため,居 心地はま
った く文句 なしという状態であった。
大学院生の指導にまつわる忘れがたい想い出の数々★
大学院修士課程では,外 国人留学生 を衣笠ゼ ミで一手に引 き受けることが
一種の慣行 となっていたこともあ り,最 初,国 費留学生 として来 日し,そ の
後,修 士課程に入学 したティオ ・アサモア(ガ0ナ,大 学院修士課程終了後,
慶応大学大学院博士課程 に進学,現 職,神 奈川大学助教授),お よび,ジ ョ
ン ・グライナー(ロ ン ドン生 まれのニュージーラン ド育ち,日 本で リサーチ
会社 を設立,代 表取締役)の 二人 とも,国 費留学生の時,い ずれ も文部省の
紹介で,衣 笠の許を訪れ,受 け入れ られている。 これは本人たちか ら後 日聞
いた話であるが,文 部省 による と,衣 笠の場合,「講義は英語で行っている
ので,な んら問題 はない」 と言われたようであるが,こ れは真 っ赤 な偽 りで
あ り,明 らかに,彼 らは騙 されていたことになる。 この2名 を始め として,
韓国人留学生(3名,い ずれ も,産 業界 で活躍中),台湾留学生(6名,5
名は本省人,1名 は外省 人,2名 は大学教員,1名 は経済局の高級官僚,3
名は ビジネス界で活躍中),マ レーシア留学生(1名,帰 国後,日 本 ビクタ
ーに就職),中 国人(3名,1名 は元北京放送局勤務で,現 在は 日本 に帰化
して,松 下電工 に就職,1名 は上海復旦大学か ら派遣 され,帰 国後,経 済学
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院教授,日 本研究セ ンター所長(現),1名 は上海工業大学か ら派遣 され,
一橋大学大学院博士後期課程 に進学 し,課 程博士の学位 を取得,現 在 も日本
で研究中)な ど多士済々,い ずれ もきわめて優秀で,教 育の効果 も十分に満
足ので きる状態 にあった。 日本 に留まった者,帰 国 した者,何 れ も現在,教
育界,官 界,産 業界で フルにその能力 を発揮 して活躍中である。この間,留
学生の国籍 も台湾 一 韓国 一 中国に比重 を移 してお り,一 つの流れを示す も
の として興味深い。現在,横 浜市立大学,高 千穂商科大学大学院で も指導 に
当たっているが,現 在で は,完 全 に中国にシフ トしていることが認め られ
る。
大学院の講義お よびゼ ミは土曜 日の10時か ら夕方6時 ごろまで 「おにぎり
付 き」で延々 と続 き,「エ ン ドレス ・ゼ ミ」 の悪評 をいただいていた。講義
はすべて 日本語であ り(衣 笠 には英語での講義は無理),日本語の未熟な留
学生にとっては,大 変であったであろうが,そ のおかげで,ど の学生 もすべ
て 日本語に熟達することになった。 まさに 「感謝 されこそ,恨 まれる筋合い
はない」 ということである。
偶 々,私 のゼ ミに参加 していた留学生たちを正月に自宅に招待 した時,留
学生たちか ら,信 じられないほど大袈裟 に感謝 され,驚 いたことがある。そ
の当時,来 日して以来,正 月前後は店 もほとんど開かず,普 段の食料がほと
んど手に入 らない,ま さに,飢 餓状態 にあったことを聞か されて,異 文化 を
実感することになった。その後,正 月には,必 ず留学生 を招待する慣例 を作
っている。多 くの留学生お よびその親か ら大変感謝され,韓 国,台 湾の両親
か らそれぞれの国に招待 されたことも数回にお よんでいる。
韓国では,大 学院修士課程 を首席で卒業 した金承錬氏の両親か らの招待 を
受けることになったが,私 が 「日本の天皇家は明 らかに朝鮮か ら渡来 した」
と考えている旨の話にお よんだ折,金 氏のこ父君 も,私 に心 を許されてか,
加羅国建国の祖金王朝の家系図 をお見せいただ き,そ の末商であることのお
話 を承 ることになった。母上の妹御 も韓国初代大統領李承晩氏の長男の許に
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嫁がれてお り,その記念館 を訪問 して一時間以上 もお話 をさせていただいた。
お父君 といい,李 氏 といい,さ すが儒教の国,実 に温厚,篤 実であ り,韓 国
における上流階級の持つ卓抜 した人品を垣間見ることになった。まだ,ゴ ル
フがなお大衆 に届いていない当時の韓国で,左 利 きの道具 まで準備 して,ゴ
ルフに御招待いただいたことも忘れがたい想い出の一つ となった。交友は現
在 なお継続中である。
台湾での招待 も3度 におよんでいるが,そ こで もっとも記 憶に鮮明に残 っ
ているのは,あ る高級料理店での出来事であった。ゼ ミ生林華岳君のこ父君
と親交のある本省人(台 湾省の人達の一般的呼称)が 主催する晩餐会に招待
された際,外 省人(蒋 介石 に随行 した人達の一般的呼称,当 時,政 ・官界の
上位 を独 占)も 最高裁判事 を始め として数人が招待 されてお り,そ れ らの人
達の定席 に私が座 った結果,座 席 をめ ぐって大混乱が生 じることになった。
私が最高位の席 を見極 める眼を具えていたせいかi私 がその席 をいち早 く確
保 したことから生 じた混乱である。中国,お よび,そ の流れを汲む台湾では,
控 えの問があ り,そ の日の出席者の顔ぶれによって,順 次,そ の席次が決め
られることになる。私が この しきた りを破 ったことによって生 じた混乱は,
外省人諸氏からの 「乾杯(最 後の0滴 まで飲み干 して,底 に一滴 た りとも残
っていない ことを提示する必要あ り,そ の時の酒 はブランデ ィ)」攻勢 を引
き出す ことになった。台湾では,相 手 を名指 しして,お 互いに乾杯する習慣
があ り,こ の時は相手のプライ ドを逆 なで したことへの報復の意味 も含 まれ
ていたため,「相手変わって主変わ らず」状態で,お 相手 を努めることにな
った。 自分で招いたこととは言え,私 にとって,ま さに難行苦行の連続 とな
った。本省人か らも間隙 を縫 って,乾 杯の呼び掛けがあ り,片 っ端か ら乾杯
に応 え,か つ,我 なが ら驚 くほどの群 を抜いた酒豪振 りを発揮 し,結 果的 に
は,外 省 人の心 を解 くことにも繋が った ようである。多分,「英雄,豪 傑」
のイメージを与 えることになったのであろ う,宴 会の途中か ら,最 初の険 し
い雰囲気 は消え去 り,一気に和気あいあいの雰囲気が醸 し出されることにな
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った。 この時ほ ど,自 分の酒の強 さに感謝 したことはない。 これには,後 日
謳がある。翌 日s徹底 した二 日酔いに苛 まれることになった。外省人に対 し,
一歩 も引かなかった堂々たる豪傑振 りが高 く評価 され,今 回は本省人だけで
集 まって,再 度 じっくりと歓談 したい とのご招待 を受けることになった。夜
7時半か らは別の会合がある とい うことで,再 三お断 りしたが,「それなら,
時間を4時 半に早めて もよい」 との申 し出まで受け,教 え子か らもこれ以上
断れば,相 手の面子 を潰す ことになるとの忠告に従 って,出 席 を決意 したと
いう経緯がある。招待者は鉄道関係の幹部公務員で もあ り,4時 半 とい う時
間的譲歩は大変 な譲歩 とのことであった。招待側 は私の飲みっぷ りから見て,
本当に酒豪 と思い込んだようで,二 日酔いで坤吟 しているとは想像 だに して
いなかったようである。その夜 は2度 開かれた宴会で,山 海の豪華な料理 を
前 に,ま った く手 も足 も出ないまま唯ひたす ら酒のみに浸ることを余儀な く
された。相手の好意に応 えることもで きず,自 分の食指に も応 えられず,二
重の残念 さを味 わうことになった。 しか し,こ こでは,二 度 と遭遇すること
のない異文化体験 をも経験することになった。
また,横 浜市 と上海市 との大学問交流のため,中 国 を訪れた折,前 出の張
家楽君(一 橋大学経済博士の学位 を取得)の 両親か ら,上 海が租界であった
頃建てられた由緒 あるホテル,通 称 「か もめホテル」内にある高級料理店で,
車で送 り迎 えをしていただき,ご 馳走にあずかったことがある。今か ら17,
8年前のことで,車 もご く僅か しか走っていない頃の話であ り,実 質的には
大変な散財 をさせて しまったことを記憶 している。
私 としては,こ れら海外留学生に対 して,大 したことを したわけではな く,
ゼ ミのある 日,食 事 に行 くのが面倒で,昼 には,家 か ら持参 したおにぎりを
食べ させる とか,自 宅 に連れて行 って,さ さやかな馳走 をするとかという程
度の親切 をしただけで,留 学生本人 とか,ご 両親 にとっては,大 変嬉 しかっ
たことのようであ り,か えって,私 が恐縮す るような様々な接待 をいただ く
ことになった。 まさに,教 育現場での草の根の国際親善であ った。その後,
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正月1日 の前後 にも,コ ンビニ他 で,普 段の食料 を確保することが可能にな
り,上記の慣例は中止 されている。
学部ゼ ミ生に対 しては,後 に触 れるように,週2回 ゼ ミを実行 し,1時 か
ら6時 ごろまで,徹 底的に絞 り上 げるという形 をとってお り,す こぶる付 き
の信頼関係 を構築 していた。横浜市大 と自宅が近かったため,ゼ ミ生 を自宅
に招 くことが多かったため,こ のことが横浜市立大学のゼ ミ生の50名近い媒
酌人をつ とめるきっかけ となっている。
実に唐突 な形 で横浜市立大学に辞任 を申 し出ることになったため,多 くの
仲間か ら 「何か不満で もあるのか,横 浜市立大学で まだやることが多 くある
のではないか」 と引 き止め られたが,何 しろ,理 由が理由だけに,な かなか
うま く説明で きない とい う状況の中で,辞 任す ることになった。辞任後 も,
ゼ ミ生をそのまま見捨てることがで きず,残 された4年 次生 については,引
き続いて指導 に当たることにした。当然,1年 間は無報酬での仕事 となった
が,こ の行為は大学お よび教員 間で認め られ,次 年度か らは,学 部お よび大
学院の非常勤講師 として採用 され,今 日まで引 き継がれている。
この点 も,前 に触れたことであるが,横 浜市大 を去 る前に,私 が尊敬す る
一教員か ら 「不遇のまま放置 されていた1助 手の件で,あ なたが去 る前 に,
何 とか救済 してお くことはで きないか,私 が軸 となるか らぜひ協力 して欲 し
い」 との申 し出を受け,快 諾 した。その助手当人は若 くして妻 を癌で失い,
幼い子供 を抱 えて,大 学にもその子 を連れて きている とい う状況 を散見 して
いたため,何 とか しなければと気 になっていたところであ り,こ の申し出を
敢 えて したその教員の人間性 に対 し,尊 敬 の念 は益々深 まることとなった。
その結果は専任講師 としての登用 とい う形で決着 を見ることになる。仲 間の
多 くか ら,「衣笠 もそれ に全面的に協力 して くれた」 旨の話 を聞いたとい う





誉教授 の称号 は定年時 まで勤続 していることが絶対的な要件であ り,現実に
は有 り得ないことであったため,何 かの間違いではないか と問い合わせたと
ころ,一 部の教員から 「衣笠にはその称号 を受ける十分な資格条件が揃って
いる」 との問題提起があ り,敢 えて大学規定 を変更 した上で,衣 笠への名誉
教授 の授与を商学部構成メンバー全員の賛成 によ り決定 した との由,回 答が
あった。はっきり言って,名 誉教授 それ自体 については,さ ほどの関心はな
かったが,商 学部構成メンバーの皆 さんのこの温かい思いや りに対 しては,
まさに,胸 にこみ上げる ものがあった。いずれにせ よ,自 分で播 いた種 とは
言 え,思 いがけない事態の進展の中で,横 浜市立大学 を去 ることになった。
学部創設をめぐる苦難の道●
その後はまさに一潟千里を行 くが如 しである。 この時に作成 した 「国際経
営学部の研究 ・教育体系」 は,私 の智慧のすべてを織 り込んだ,ま さに私 に
とって最優秀論文の一つ として位置づけることので きる力作であった。大急
ぎで採用 を決めた教員の貼 り付け も当然その中に織 り込 まざるを得ない。同
時 に,創 設 される理学部の教養部 としての位置づけも充たさなければならな
い。それをも織 り込 んで,十 分 に説得力 を持 った体系 を確立することがで き
た。理学部長藤原教授 とも頻繁 に打 ち合わせの会合を持つ ことになった。
しか し,現 実 はそれほ ど甘 くない。 「前例 にない ことはや らない」 とい う
習性 を持つ文部省 によって,「国際経営学部」 は時期尚早であ り,「経営学
部 ・国際経営学科」なら認可するという方向が提示 され,急 遽,そ の対応 に
追 われることになった。「国際経営学総論」 ならその担当は私の望 むところ
である。 しか し,「経営学部」 となると,「経営学総論」の設置は不可欠で,
その人材の確保が急務 となった。しか し,経営学部新設のラッシュの折か ら,
その人材の確保 は事実上不可能であ り,文 部省がその設置 を求めている 「経
営学概論」,「経営戦略論」の適格教員の手配がで きない ということで,結 果
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的に,文 部省の承認 を得 ることので きる人材 として,私 がその担当を引 き受
けざるを得 ない羽目に陥っている。その際,私 自身が これまで永年 にわたっ
て担当 し,こ れ までその道の先達者 として自負 してきた 「国際経営論」,「国
際マーケテ ィング論」の担当を断念するという犠牲 を強いられている。これ
などは私生来の 「侠気」 のなせる業か,む しろ,「狂気」 としたほ うが よ り
当たっている。「お人好 しもいい加減に しろ」 と言 うところである。
「乗 りかかった船」 とは言え,主 務地である神奈川大学経営学部で専門分
野である 「国際経営論」,「国際マーケテ ィング論」か ら外 され,非 常勤で出
講 している他大学で細々とそれ らの科 目を担当させていただいている,こ の
矛盾をどう受け止めればよいであろうか。このような事態は 「会計学」か ら
「貿易経営論」への転向,貿 易研究セ ンターでの 「国際経営論」,「国際マー
ケテ ィング論」か ら 「国際財務論」への転向など,私 にとって,何 度 も繰 り
返 されて きた問題である。この決断について も,私にとってはままあること,
特段の後悔 はないが,神 奈川大学への転職 を契機 と して,「国際経営」研究
は一気 に停滞することになったことは悔や まれる。
学部長就任 とその後★
神奈川大学では,学 部長は評議員 を兼任 してお り,評 議員会,学 部長会 に
出席のため,六 角橋 キャンパスに頻繁 に出向 くことになったが,平 塚キャン
パスに対する六角橋 キャンパスの眼は実に厳 しい ものがあった。評議員会に
出向いていって も,流会 を繰 り返す という事態 もしば しばであった。その後,
評議員会が ようや くそれな りに機能することとなったが,今 で も,記 憶に鮮
明 に残 っているのは,私 が経営学部所属予定の教員の 「教授 としての受入れ
方」 を提議 した時i出 席メンバーのほぼ全員か らの総反発 を受けたことであ
る。 この議題だけで,1時 間半 を費や し,相 手変わって主変わらず,私 だけ
の孤軍奮闘が続いたあげ く,な お反対が続出するとい う状況の中で,「私 自
身,心 身ともに疲れ果てま した。次 回,気 力 を回復 して臨むので,同 じだけ
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の時間をいただ くことに したい」 と宣言 して,議 論 を打ち切ることに した。
この宣言が功 を奏 してか,次 回評議会では,き わめて短時間で承認 を得 るこ
とになった。当時,こ ういった事態は,私 にとって,日 常茶飯事であ り,常
態であった。新生のかつ弱体の組織 を代表する以上,そ の組織の生 き残 りの
ためには,絶 え間ないかつ執拗な問題提起が不可欠であ り,か つ,命 懸けの
闘争が不可欠であったとい うことである。先輩学部がやっていることをその
まま踏襲することでは,新 参者が生 き残れる可能性は皆無である。
学部創設後2年 が経過 した段階で,や むを得 ない事情 によ り引 き受けた部
長長職を辞することを決意 し,本 来のあるべ き姿に戻すべ く,箕輪氏の学部
長就任を実現することになった。この引継 ぎに当たって,箕 輪氏 に切望 した
のは,「箕輪 さん本人がお金持ちで紳士であることは十分 に了承 しているが,
箕輪 さんが指揮す る組織 自体 は 「貧乏人」その ものであるので,「金持 ち喧
嘩せず」 とい う姿勢は絶対 にとらないで欲 しい」 とい うことであった。
箕輪学部長が任期途上で,病 気のため,学 部長を辞任 されることにな り,
再び,学 部長に復帰せざるを得な くなった。私 自身,学 部長職などといった
仕事 には,ほ とんど関心 はない とい うのが実情であって,今 回 こそ絶対 に受
けない とい う決意で望んだが,結 局説得 されて,箕 輪氏の残任期間に限 り,
再度,学 部長への就任を引 き受けることになった。
大学院修士課程の創設●
学部長職 を引 き受けた以上,全 力投球 を余儀な くされることになる。や ら
なければならない ことが次か ら次への生起 して,常 に山積み状態 にあったた
め,「四の五の」 と理屈 をこねている状況ではなかった。
学部長復帰後,直 ちに問題 となったのが,大 学院修士課程の創設である。
こうなって くると,残 任期 間だけ とい う約束は当然のごとく無視 されること
になる。文部省に向けての申請文書 に関 して,実 質的な部分はほとんど私の
手で書 き上げねばならなかった。また,文 部省 に出向いてい く仕事 も結構 き
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つい仕事 となった。最初は説明に10分が与えられることになっていたが,予
定が変更 にな り,5分,3分 と短縮 される とい った事態の中で,「てんやわ
んや」の状態に追い込 まれる とい うこともしば しばであった。
もちろん,こ れらの問題が私一人でこな し切れるものではない。学科主任
として田中則仁氏 に助 けられたことは山ほ どある。「頭は一つ しか要 らない,
手足だけが欲 しい」 といった大変失礼 なお願いをしたに もかかわらず,そ れ
に見事 に対応 して くださった田中氏 にはいか に感謝 しても感謝 し切れる もの
ではない。 この間,常 石,石 積氏の協力を仰 ぐこともしば しばであった。ケ
ンブリッジ大学大学院に留学 していた若林君の話 に乗 って,秦 野ロータリー
クラブを口説 き落 とし,ケ ンブリッジ大学大学院 との共催による研究報告会
を開催 したのも3人 の共同作業 として,実 に面白いプロジェク トの一つ とな
った。常石,石 積氏の場合,よ き協力者 としての顔 を持つ とともに,時 には,
恐ろ しき督戦隊(戦 場 において,逃 げ帰 る兵士を督戦する特殊部隊)と して
の顔 を併せ持っていたため,結 構厳 しいものがあったと言ってよい。 この人
たちの協力 な しには,ほ とん ど何事 も進行 しなかったとい うのが実感であ
る。
大学院博士課程の創設●
大学院修士課程 を創設後,さ らに2年 が経過 して,博 士課程創設の話が持
ち上がることにな り,こ の問題解決 に向けて,新 たなる行動 を起 こす必要が
生 じて きた。 しか し,予 定 していた教員が 「文部省教員組織審査」 に洩れる
といった事態が生 じ,危 機的状況を六角橋 キャンパス経済学部および研究科
の支援 を頂 いて切 り抜 けることができ,よ うや く認可 を得 ることになった。
その時点での清水経済学部長の的確 な対応,お よび,経 済学部か ら経営学部
に移籍するという煩雑 な対応 をいただいた津守教授の識見お よび人柄の素晴
らしさは忘れ得ない ものであ った。
大学院博士課程,正 確 には,博 士後期課程の設立後は,学 部長,経 営研究
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科(博 士前期課程,後 期課程の双方を含む)委 員長 を兼務す ることとな り,
仕事はさらに繁忙 を極めることになった。結果的には,私 の場合,平 成1年
に経営学部 を創設 し,4年 後の平成5年 には,大 学院修士課程 を立 ち上げ,
さらに,2年 後の平成7年 には,博 士課程 を立 ち上げるという,我 なが ら,
まさに驚異的な仕事振 りであった。僅か7年 の間に,学部,大 学院修士課程,
博士課程 を連続 して立 ち上げるなど,い かなる事情があるにせ よ,ま ず,前
例のないことと言ってよい。
このことがいかに大変なことであるか,や った ものでなければ,到 底分か
るはずが ない。「わが身大事」の人な ら,見 て見ぬ振 りに徹 し,決 して関わ
ることはないはずである。
六角橋キ ャンパスへの往復 はさらに頻繁になる。 しか もこの間,学 部の講
義,大 学院博士前期課程,さ らには,後 期課程の講義お よびゼ ミを担当 して
お り,体 がい くつあって も足 りない とい う状況が続 くことになる。内心,わ
れなが ら,よ くぞ身体が持つ ものと驚 ろ く日々が続 くことになった。 この問
題は 「適性」の問題で もな く,「能力」の問題で もない。要は 「使命感」の
問題であ り,「やる気」の問題である。私には,学 部長,研 究科委員長 とし
ての 「適性」 「能力」 などははっ きり言 ってないに等 しい。「適性」,「能力」
という面では,私 などより,は るかに優れている人が数多 く存在することは
明々白々である。やるしかないとい う 「気力」,「使命感」だけが私 を支えて
きたと言 って過言ではない。
しか し,私の仕事 を一気に増大 させ る,さ らなる転機が訪れることになる。
平成8年1月 には,理 事に選出 され,理 事会 にまで出席す ることになった。
折から,平 塚 キャンパスの建設 をめ ぐる未払い金問題が文部省の知るところ
とな り,補 助金の全面 カッ トに発展するという事態が問題 とな り,理 事会 自
体,そ の打 開策 を求めて右往左往することになる。 はっきり言って,当 時の
理事会は自らの力で問題 を解決するという当事者能力 を完全 に失 っていたと
言って過言ではない。
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ここで,私 が理事就任 にあたって,理 事長,理 事各位 に向けて提示 した文
書 を原文のまま掲載 してお きたいと思 う。これについては,単 なる文書提 出
に留 まらず,理 事会で全文 を読み上げさせ ていただいたことを改めて紹介 し
てお きたい。当時の臨場感が見えて くるはずである。
要請事項 を単 に文書提出に留めず,全 文を詳細 な解説つ きで読み上げるこ
とはこれまでにも実行済みであ り,横浜市大時代,国 際交流委員会を予算執
行単位ではな く,予 算要求単位 として機能 させ るための発議 を行 なった際,
事務局長同席の上,学 長 に長々とご進講 申 し上げ,学 長以下 を辟易 させた経
験 を持っている。




今回,新 規に理事 に選任 された衣笠です。現在の心境 は複雑その ものであ りま
す。私の所属す る経営学部 はその教授会見解 として 「理事総退陣」 を前面 に押 し
出 して きました し,私 自身 も学部長 として,学 部の意 を受けて 「理事総退陣」 を
強 く主張 し続けて きたことは御承知の通 りであ ります。
私個人 としては,「理事総退陣」が成 った時が学部長退陣の時で もあると心 に決
めてお りました。 もとより,こ れはあ くまで も私個人の心情 レベルの問題であ り
まして,「他人の責任 を追求 し,そ の退陣を迫 った者がぬ くぬ くと居座 るといった
こと」 は私 の心情の許容で きない ところであった というこ とです。私 自身,学 部
長 についての辞表 は常時身につけてお りま した し,1月20日 の法人評議員会で,
「理事総退陣」が確定 を見たため,1月25日 の教授会開催 に先立 ちまして,学 部運
営委員会宛,辞 意表明 を行 ない ましたが,結 果 として受け入れられる ところ とな
らず,そ の まま,1月27日 の法人評議員会 に臨むこととな りました。そ こでs心
ならず も,理 事 に選 ばれて しまった とい うのが実状で,そ の心境 は実 に複雑 な も
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のがあ ります。
しか し,今 回選任 された理事の任期は9月 までの残任期間に限 られること,ま
た,現 在,神 奈川大学が抱 えている課題の緊急性 に鑑み,私 自身の個 人的心情問
題 は9月 までお預け とい うこととしs理 事 をお引 き受けす ることに致 しました。
もとよ り,お 引 き受け した以上,で きるだけのことはやって行 きたい と思ってい
ます。 その場合,多 分,命 がけの仕事 になる筈ですので,全 くの私事 にな ります
が,今 回は学部長の辞表だけでな く,理 事,大 学院研究科委員長,さ らに,も し
必要 とするなら,教 員の辞表 をも準備 して置 く必要があるかとも考 えている次第
です。
さて,理 事 を引 き受けるということにな ります と,様 々な問題が出て参 ります。
今 回の理事選出は単 なる補充選挙以上の意味 をもつため,今 回新規 に選任 された
理事の立場 は極めて微妙 なものにな ります。その場合,新 規理事 を含む現行理事
会は9月 まで継続す る理事4名 と3月 で退任する理事11名で構成 され るという変
則的 な理事会 に成 らざるを得 ません。 しか し,い ずれにせ よ,現 行理事会が暫定
的な性格 をもつことは当然のことであ り,現 行理事会がまず決めなければならな
いこ とは,何 をなすべ きか,ま たs何 をなすべ きではないのかについての基本 な
大枠 とそれに対する方針 ということにな ります。その暫定的な性格か らみて,行
なうべ きすべてを完結す るこ とは物理的に不可能であ り,そ のためには,9月 に
発足する新理事会が直ちに円滑 に機能で きるよう,下 ごしらえをしてお くことが
第1義 的に重要 とな ります。
そ こでは,「3月 までに何 をどこまで行 なうのか,ま た,何 を行 なうべ きでない
のか」 とい うこと,ま た,「9月 までに何 をどこまで行なうのか」 とい うことが問
題 とな ります。その場合,現 在,学 内に醸成 されている 「理事会 に対する不信感」
をどう払拭 してい くのかが大前提 となることは言 うまで もあ りませ ん。そのため
には,「大学運営の適正化」,「内部監査制度の正常化」 を誠意を持って推進 してい
く以外あ りません。 さらに,理 事会の本来の職務である大学の生 き残 りを賭けた
基本方針お よび諸施策の策定,実 行 についても,早 急 に行なう必要があ ります。
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「良識 に照 らし,誠 意 をもって事 に当たる」,このことを私 に課 された課題解決
のための基本姿勢 として受 け止めてお ります。このことは理事会 にとって も同様
であると確信 してお ります。
しか し,顧 りみ ますに,こ れまでの理事会の対応 においてf誤 解 を生み,不 信
を引 き出す ような姑息でかつ杜撰 な対応が数多 く見受け られます。その流れの一
部 であろうと考 えられ ますが,今 回の監事 の選任過程で も,多 くの重大な問題が
散見 されます。
主要な点 を挙げてみ ます と,以 下の ようにな ります。
第1に,監 事の 「理事会推薦」 という表現 は二重の意味で,重 大な問題 を含ん
でいることです。 また,そ の1は,こ れ までそ ういった前例があった として も,
「理事会およびそれを構成する理事の職務の執行状況を監査する職務 をもつ監事」
を理事会 自体が推薦する というのは 「どの様 に考 えて もおか しい」 とい うことに
な ります。前例があった として も,一 般の評議員か らの推薦がない場合,「やむを
得ず」 とい うのが実態であってs今 回の ように,一 般評議員からの推薦があ った
場合,そ の監事候補者 と 「やむを得ず」の位置づ けにある監事候補者 とは当然取
扱 いが異 なることが必要 となるはずです。今 回,議 長か ら○○氏 の推薦書の事後
取扱いについて相談 を受けましたが,「○○氏の推薦書 については,い か ようにも
お取 り計 らい下 さい と言 えるが,外 部 に出た時 に':の 出るような推薦書 もある
ので回収 しておいた方が よろ しいのではないか」 と提言 申 し上げてお きました。
その2は,こ のことは同時に,「理事会推薦」が上記の ような問題 を抱 えているに
も拘 らず,そ れ に対 しての慎重な検討 な しに 「理事会推薦」 とい う手続 きをとっ
たこと自体大 きな問題であるとともに,も し,理 事の方々がそれ にそのまま賛同
されていたとすれば,こ れまた,大 問題だ とい うことです。 この場合,慎 重 に検
討するならば,「理事会推薦」 を 「評議員推薦」の手続 きに合わせ ることは十分 に
可能であ り,こ ういった慎重 さの欠けた対応 こそが不信感 を増幅することにつな
がっているのではないで しょうか。
その第二は,理 事会推薦の2人 が現評議員であ り,監 事 に選考 された段 階で,
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評議員 を辞任す るとされてお りま したが,そ の2人 が現行評議員 として選挙権 を
行使す るとい うことはやは り 「良識 に照 らして」考 える場合,重 大 な疑問 を残す
ことになるはずです。「内部監査制度の刷新」が主要課題である現在,多 くの疑問
とか誤解 を残す ような対応 は絶対 にあるべ きではない と考えざるを得 ません。 こ
の様 に考えるのは私 だけで しょうか。
なおs第 三 に,こ れは議長が時間 との関係で失念 されたのだと思いますが,法
人評議員会の場で行 わう必要のある 「常任監事」の選任 をその場では行っていな
いということであ ります。 この ことについての対応 も早急 になされる必要がある
と考えます。
私 としてぜ ひお願 い してお きたいのは,こ れは山火委員会(私 が勝手 にそ う呼
んでいる)の 仕事 になるか と思いますが,常 に 「良識 に照 らして,誠 意 をもって
事 に当たる」 ことが実質 として活か されるような検討が必要かつ不可欠であるこ
とであ り,ぜ ひその実現方をということであ ります。
先 ほど,今 回選任 された理事に とって,立 場 は実 に微妙であると申 し上 げまし
たが,私 としましては,「良識に照 らし,誠 意をもって事に当たる」 という立場に
立 って,前 向 きにかつ的確 に問題解決を図るため,ベ ス トを尽 くしたい と考 えて
お りますので よろ しくお願いいた します』。
この文中に吐露 している私の心情は,状 況 こそ異 なれ,私 が経営学部創設
以来,六 角橋キャンパスに赴 く場合i常 に抱いてきた 「心情」であ り,新 設
学部の責任者である新参者が大学本部,先 輩諸学部 に向か う場合,自 らの組
織 に対す る 「忠誠心」 と 「決死(命 懸け と言い換 えて もよい)の 覚悟」は組
織の存続 成長のための絶対条件であった。 このことは 「管理組織」研究 を
通 して学んだことの実地への適用であ りrさ らには,先 に触れたように,以
前,瞬 間ではあったが,垣 間見た 「任侠道」における 「生 き様」その ものを
反映 したもの と言 うことがで きる。私 自身,「口説の徒」 だけにはな りた く
ない との願望が常にある。上記の 「理事就任にあたって」は 「私の研究 ・教
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育遍歴」の執筆のための資料整理の際,偶 々見つかったもので,私 が理事 に
就任 した当時の大学の状況 を描 き出 してお り,参考 まで に,掲 載を思い立 っ
た ものである。理事就任ははっきり言 って私の望んだものではな く,そ こに
は,「運命のいたず ら」 に振 り回されている私 自身 を見 出す ことがで きる。
私 自身,若 い頃か ら,「諸行無常」観が きわめて強 く,「土壇場ではじたばた




しか し,私 に向けての 「運命のいたず ら」 はこれだけに留 まるものではな
かった。私が就任 して以降 も,理 事会においては相 も変わ らず,「ああで も
ない,こ うで もない」の小 田原評定が続 き,明 らかに,当 事者能力 を喪失 し
ていた。理事長 自身,人 柄 自体は決 して悪 くない,む しろ,善 良の範疇 に属
す ると言ってよい。 しか し,緊 急事態の中で多 くの人が知 らず知 らずのうち
に陥ることになる 「自己保身」,「出処進退の欠如」が もろに露呈することに
なった。理事長は文部省 との約束 を楯 にとって議論 を進め ようとするが,果
た して,そ の ような約束があるのか,約 束があるとして,そ の内容 は理事長
が説明 している もの と同一内容 なのか,ま さに 「藪の中」状態 に陥っていた
というのが当時の理事会の実態であった。
文部省 に出向いての事実関係の確認が先決であることを強 く主張 し,確 認
に出向 くことになった。その結果,文 部省 との約束その ものに疑義があるこ
とを確認 している。補助金は全額凍結中であ り,こ の ままで推移す る場合,
補助金の打 ち切 りは時間の問題であって,文 部省 との関係修復 に全力 を挙げ
ることの必要か ら,理 事長の退任は避 けられない事態 となった。 しか し,こ
れ とて も,と ん とん拍子で進んだとは到底言い難い。先頭 を切 って突 き進 ん
であるうちに,十 分な識見 を持つ生 え抜 きの有力教員 と 「タグ」 を組むこと
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が可能 とな り,理事会 において,説 得 に次 ぐ説得 を重ね,よ うや く理事長退
任 を確定することになった。
さて,理 事長 に誰 を選任するか と言 う問題 に入 った時,何 人かの 「生え抜
き」の教員理事がまずその候補 に上がったが,相 次いで辞退 され,指 名が私
に廻 ってきた時i蛮 勇 をふるってお受けすることにした。私が この時点で実
感 したのは,大 多数の人達は議論 には参加するが,危 機に際 して,身 を以っ
て事 に当たるという決断力 をお持 ちではないとい うことであった。
私 自身,理 事長就任 を受 けたのは,神 奈川大学が なすべ きことは唯一つ,
緊急 に文部省 との折衝 を始め,文 部省 の信頼,さ らには,補 助金の全面回復
をかち取ること,し か も,小 田原評定 をやっている時間的余裕 はないはずで
あ り,誰 かがやる しかないとい うことであった。 また,そ れだけしか念頭に
なかったといって過言ではない。 しか し,就任後s初 めて,理 事長には,文
部省 との折衝以外 に,山 ほど仕事があるということに気づかされることにな
った。実に愚かな話である。毎朝,8時 半には自宅を出て,9時 には大学に
到着 し,大 学の運営 に関わる議案 に眼を通 し,印鑑 を押 しという仕事 もその
一つである。労働組合 との 「団体交渉」 も重要 な仕事の一つであった。組合
との 「団交」 も8回 に及んでいる。「団交」 も無事決着する運 びとなった。
この間,私 自身,理 事長職に加えて,学 部長,研 究科委員長 を兼任すると
いう変則極 ま りない体制の中で,勤 務 を続 けることになった。文部省か らま
で 「大丈夫ですか」 と念 を押 されるほ どの変則的な体制であったこともしっ
か りと記 憶に残っている。 もとより,学 部長の仕事は田中学科主任に,研 究
科委員長の仕事は常石氏 にお願い していたが,し か し,問題 によっては,こ
れらにも,数 回は出席せ ざるを得ない状況にあった。学部の講義 も外 してい
ただいたが,学 部のゼ ミはそ うも行かず,箱根で合宿 した折 には,そ の帰路,
当時大学院のゼ ミ生であった今野君に車の運転をお願い して,折 からの台風
による洪水の さなか,あ ちこちの道 を探 し求め,よ うや くのこと,理 事会へ
の出席 を果 たす といったことも記憶に残 っている。
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車 といえば,私 の愛車は,当 時,日 産マーチであ り,理事長就任以降 もこ
の車で通勤することもしば しばであ り,親 しくしていた何人かの教員,職 員
から,で きるだけ,通 勤には理事長車を使 うようにと勧め られるということ
もあった。多分,神 奈川大学の理事長 ともあろ う者がマーチではち ょっ とと
いうこともあるのではとも憶測 したが,私 としては,で きるだけその勧めに
従 うこととし,よ り利便性の高いマーチでの通勤 もまた捨てがた く,墾盛 を
買いなが らの通勤 もしば しばであった。
理事長 に就任 した私の真意は文部省の信頼,お よび,カ ットされていた補
助金の全面回復 にあ り,こ れに関 しては,私 の全エネルギーを投入 して事 に
当たることにした。文部省 には,何 度往復 したか数え切れない。 しか し,日
参すれば解決するという問題ではない。文部省の信頼 を損ねた問題の洗い直
しとその抜本的な解決が不可欠である。
財政基盤の修復 は絶対的要件であ り,木 川,久 保理事お よび関口助教授の
補講 を受 ける機会 を持つ という対応 も行 っている。「大学会計」 なるものは
「企業会計」 とは大 きく異 な り,専 門用語i特 殊用語がふんだんに用い られ
てお り,会計学の専門家 を自認す る私です ら,理 解 し切ない面 を多々持 って
いる。幸いにして,今 日,官 庁会計 を始め として,大 学会計 など多面 にわた
って,「企業会計」化が計 られつつある。関口氏 はその面の専 門的研究者で
あ り,出 版社か ら執筆依頼 もあるようであるか ら,ぜ ひ,速 やかに出版 にこ
ぎ着 けることがこの分野でロ申吟 している人達に とり,大 きな功徳 となるはず
である。いかがなものであろ うか。
これ らの対応 に加えて,理 事会の開催頻度 も従来では考えられないほど高
まることになった。理事各位が頻繁 に開催 される理事会への出席の要請 に快
く対応 して くださったこと,こ れは審議の進行 に大 きく貢献す ると同時に,
文部省の心証の好転にも大 きく貢献することになった。 これ らの対応が急速
に進行する中で,当 初,文 部省の対応 も,「けんもほろろ」 という状態から,
神奈川大学側の真摯な問題解決のための努力が認め られ,前 向 きの指導,助
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言が得 られるまでになった。理事長の任期が近づ く中で,な お弛 まない努力
が重 ねられ,文 部省か らも,次 年度か らの補助金の一部復活が伝 えられた。
現在では,完 全復活 を果た しているはずである。 この背景には,文 部省出身
の故七田教授 の支援があったことは間違いのないところである。
私の理事長時代,何 が課題 であったかは,「学園ニュース」 に掲載 した
「理事長か らの メッセ 一ー ジ」に明 らかであるので,や や長文であるが,原 文
のまま収録 してお く。





理事長に就任 して以来,す でに3ケ 月が経過 しようとしている。その間,
衣笠理事会は与 えられた責務 を果たすべ く,5月,5回,6月,3回,7月,3
回 と極めて頻度高 く開催 し,か つ,毎 回4時 間以上 をかけて,様 々な議題,特 に,
法人関係諸規程の検討,整 備 に重点をおいて審議 を行 ってきた。
文部省お よび私学振興財団に対 して も,5月8日 の理事長就任の挨拶 を皮切 り
に,法 人関係諸規程 についての質疑 を含めて,5回 にわたって訪問 し,平 成7年
8月26日付 け文部省か らの指導,同 年11月2日付け野口前理事長 により提 出され
た約束事項,平 成8年3月21日 付けの同 じく野口前理事長によ り提出 された報告
事項 に即 して,そ の実施 達成状況を報告 して きた。
特 に,7月25日 の文部省お よび私学振興財団への訪問,報 告 は衣笠理事会の中
間報告 ともいうべ き意味 をも持つため,詳 細 について後にご紹介 したい。
その間f組 合 との団交を8回 にわた り,実 施 して きた。 また,衣 笠理事会では,
「介護休職制度」についての審議,承 認 を終 え,制 度化の第1歩 を踏み出 している。
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衣笠理事会 としては,神 奈川大学の財政の現状,お よび,将 来の見通 しを考慮 し
て,ベ ア0を 提示 しているため,な お,全 面妥結 には至 ってい ないが,さ らに,
継続 して協議 を進めてい くことに している。私が提示 したベア0の 根拠について
は,未 だ組合が受け入れるところ となっていないが,理 事長 としては,ベ ア0の
提示 を通 して,現 在神奈川大学が抱 えている財政問題 についての危機意識 を全教
職員 と共有 し,意 識改革 を図るための第1歩 として位置づ けている。 また,こ の
第1歩 の踏み出すのは今 をおいて しかない と認識 している。 この点については後
に言及する。
衣笠理事会 としては,与 えられた責務の達成を目指 して,全 力 を挙げて事 に当
たっているが,し か し,そ れにも拘 らず,衣 笠理事会 において果たすべ き責務 の
なお一部 しか達成 できていないこと,大 いに反省す るとともに,9月22日 の任期
ぎりぎりまで最善の努力を尽 くしたいと決意 している。
しか し,こ の度 ようや くに して,法 人関係諸規程の うち,理 事会規程,法 人評
議員関係諸規程についての審議 を終了 し,そ の詳細 につ き,全 学 に向けて公表 し,
了承 を取 り付 ける段 階に入 ったことをご報告 してお く。 これほ どまでに審議が長
引いたのは,「決」 を採ることな く,と ことんまで話 し合 うことを前提 として審議
を進めて きたことによる。
もう1つ 成果 としてご報告 できるのは,本 来,以 前 の理事会で審議 されるべ き
であったにもかかわらず,棚 上げの まま放置 されて きた 「耐震診断の結果」への
早急の対応,さ らにはr臨 定解消 に備 えての定員確保への対応 など,大 学の存続
にとって大前提 ともいうべ き重要課題の審議,検 討 までが衣笠理事会の課題 とし
て委 ねられる結果 とな り,こ れに対応 して,こ れ らの問題 を審議す るのに最適 と
考 えられる基本問題委員会 「平成2年 制定,構 成:理 事長,学 長(含 学長補佐〉,
学内理事(教 学,職 員理事 を含む),学部長,短 期大学部部長,事 務局長」第1回
を開催 し,実 質的 にスター トさせた ことである。基本問題委員会の実質的発足 は
これまで棚上げにされて きた将来 に向けての多 くの重大な懸案事項 を審議するた
めの第1歩 として位置づ けている。大学運営 の真の正常化 は神奈川大学が将来の
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生 き残 りを懸けての最重要課題が速やかにかつ的確 に審議 され,解 決 されること
であると言 うべ きである。
以上は衣笠理事会の発足以来の足跡 を簡潔 に紹介 した ものである。理事長の非
才 もあって,そ の歩み こそ遅々 としているが,着 実 に1歩1歩 前進 していること
をご報告 してお きたい。
2,衣 笠理事会に与えられた3つ の責務
ここで,再 度,衣 笠理事会が与えられた課題を再確認 してお きたい。
衣笠理事会は与え られた主要の責務が以下の3つ であると受け止 めてい る。そ
の第1は(1)「 平塚 キャンパス問題」,(2)そ れに端 を発す る 「未払金問題」,
(3)「補助金 カッ ト,辞退問題」 という一連の問題について,「事」の真相 と責任
の所在 を明 らかにすることである。 この点 については,8月 に平塚 問題調査委員
会の答 申が出た段 階で,調 査結果 についての理事会の審議 を踏 まえてなされるこ
とになる。いずれにせ よ,こ の責任問題 の解明は衣笠理事会が避 けて通れない最
大の課題であ り,次 期理事会が これ らの責任か ら解 き放 され,大 学の正常 な運営
に専念で きる大前提 として受け止めている。
その第2は これら一連の問題の 「再発 防止」への対応策 を検討 し,実 施するこ
とである。 この点 についてはsま ず,「理事長の独 断専行」 を防止 し,「理事会そ
れ自体の民主的運営」 を確立す ることを目的 として,法 人関係諸規程検討委員会
による関係諸規程の検討,整 備が進行中である。理事会規程,評 議員選任規程 に
ついては,よ うや く,そ の審議 を終 え,そ の成果 を公表で きる段階 にきたので,
その詳細 については,早 急 に公表 し,了 承を得たいと考 えている。
諸規程の整備 の重要性 に加 えて,理 事会 を運営するためのシステムの確立 もま
た重要である。 この重要性は,た とえば,事 務局か ら耐震診断の結果 についての
報告,事 務組織,人 事制度の改革案,介 護休職制度案 など理事会 に提出 されたは
ずの数多 くの議題が理事会にかか らない まま,棚 上げの状態 に放置 されているこ
とにも端的に示 されている。 このことは常務理事が置かれているか否かに関わ り
私の研究 ・教育遍歴一半世紀を回想して一179
な く生 じていることに注 目されたい。この様 な事態 は菅野理事会で もっとも顕著
であるが,野 口理事会で もほぼそのまま踏襲 されている。「理事長」の恣意 によっ
て,そ の議題が理事会 にかけられるか否かが決 まる ということは 「理事長の独断
専行」 につながる ものであ り,こ れについての的確 な対応が絶対不可欠 となる。
衣笠理事会では,こ れ を回避するため,か な り細かい問題 までを理事会の議題
として取 り上 げている。 このや り方 に対 しては,理 事会の効率 的運営 とい う観点
から見て理事の中で も多少の批判 はあるが,「理事長」の恣意によって議題 として
取 り上げ られるか否かが決 まる という従来 の理事会の体質に鑑みて,上 記のや り
方 はどこまでを理事会の議題 として取 り上 げるべ きか否かの基準 を得 るための試
行錯誤のステージとして位置づけている。 この度,理 事会規程(正 確 には理事会
運営要綱〉が理事会で承認 されたことを受けて,常 務理事 を置 くこととしたが,
当面の間,衣 笠理事会での常務理事の職務 はいか なる議題 を理事会に掛 けるかで
はな く,理 事会 に乗せ られた議題 の中でさらに詳細 な分析,検 討 を要する問題 を
的確 に処理,解 決 してい くことにあると位置づける。
野口理事会の耐震診断 に対する対応 に も反省すべ き問題が残 されている。衣笠
理事会は5月29日の法人評議員会 において,「16号館の建設に関 して,法 人評議員
会の議を経 ないまま着工 し,事 後承認の形 をとった」 ことを強 く反省 し,「16号館
の建設の ような大 きなプロジェク トはすべ て神奈川大学 キャンパス整備計画検討
委員会 といった全学的機関の審議 に付す ること」 を誓約 した経緯がある。16号館
建設の問題 は 「平塚キ ャンパス」の場合 と同様,全 学の十分 なコンセ ンサスを得
ないままの見切 り発車 とい うとい う点では共通 した面 を持 ってお り,ま た,こ う
いった体質は継承 され易い とい うことを端的に示 している。
ここで注意 してお きたいのは,9月26日 付提示 された耐震診断の結果が直ちに
理事会 に提示 され,検 討 されていた場合,16号館 の着工はあ り得たのかとい うこ
とであ る。耐震珍断の結果 を受けての早急の対応 は必至であ り,財 政的に大 きな
問題 を抱 えている現状 において,耐 震診断への対応 と16号館の建設 との優先順位
は大 きく変わったもの となったはずである。
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ここで,理 事長 として,特 に強調 してお きたいのは,「16号館,耐 震診断への対
応 といつた相当規模の資金を要す るプロジェク トに関 しては,全 学的委員会で全
学的な見地から審議 し,そ の上で,速 やかに資金計画 を提示 し,理 事会,さ らに,
法人評議員会の審議 に付する とい うシステムの構築」が不可欠であ り,こ れを実
行することこそ,従 来の体質の変革 につながる と位置づけ,そ の実現 を目指 して
最大限の努力を払 っている。前述 した基本 間趨委員会の実質的ス ター トもその一
環 として位置づけ られる。
その第3は 神奈川大学が21世紀 に向けて一層の発展 を遂 げるための基盤作 りを
行なうことである。衣笠理事会の最大の責務 は 「将来の発展」 に向けての神奈川
大学の正常な運営体制の確立 にあ り,神 奈川大学の今後の存続,発 展のための土
台作 りにあ ると位置づ けている。私 自身,こ の様 な状況下であえて理事長 に就任
したのは,菅 野理事会が引 き起 こ した 「過去の不祥事の清算」は当然の ことなが
ら,さ らにそれを超えて,「将来 に向けての神奈川大学の再生」 に向けて微力 なが
ら力 を尽 くしたい と思考 した結果であ って,衣 笠理事会の責任の とり方は 「過去
の不整事の再発防止」,「大学運営の正常化」,「将来の生 き残 りをかけての土台作
り」 をどこまで進め得 るかに懸かっていると認識 している。
現在の神奈川大学に とって,財 政問題 は最大の課題であ り,将 来の生 き残 りに
も全面的 に関わる問題であるため,「過去の清算」は当然のことであるが,衣 笠理
事会 としては,そ れのみ に留 まることは許 されない。そこでは,新 しい問題 も次
か ら次へ と生起 してお り,新 たな視点からの取 り組みをも迫 られている。「大学冬
の時代」 これ もまた言 い慣 らされた言葉であるが,出 生率が急激 に減少すれば,
当然右上が りの上昇線 にス トップがかかると同時 に右下が りに転 じ,そ の影響 は
年 を追 って,幼 稚園か ら小学校へ,中 学校へ,高 校へ,さ らに,予 備校へ,最 終
的には,大 学へ と及んで くるのは きわめて当然のことで,現 在,こ の出生率の減
少問題がその順序 に従 って大学 を直撃 しているだけの話である。
「この様な状況下で,神 奈川大学が どう生 き抜いてい くのか」,時間の経過の中
で当然起 きて くる 「予測す ら必要 としない」明々白々な問題が学内の心ある個々
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人の間では議論 されて も,大 学全体の問題 としてはまった くと言 ってよいほ ど取
り上げ られてこなかったのは何故か。これは明らかに理事会の責任である。
ここでは,早 急 に対応すべ き一つの問題 を取 り上げてお く。現行の定員の維持,
確保 は学生納付金 にほぼ全面的 に依存 している神奈川大学 にとって最重要課題の
一つ として位置づけることが出来 るが,こ の課題 は前出の 「臨時定員」の確保 を
も含 むことにな り,将 来構想 といった範躊の問題ではな く,直 ちに対応に着手す
る必要のあるものである。「臨時定員」の確保 については,機 械的に許容 されるわ
けではな く,当 然,そ の受 け皿 となるにふ さわ しい新規 の対応が不可欠 となる。
「18歳人口の激減」 は当然のことなが ら,そ れに替 えての 「社会人教育を含 む生涯
教育への対応」s「大学院定員の増 と大学院大学への新 しい対応」,「外国人留学生
の受入れへの積極的対応」な ど新機軸 を組み込 んでの対応 を要求 している。 しか
し,こ れ らを具体的にどう展 開するかについては,将 来 をしっか りと展望 した も
のでなければな らない。衣笠理事会では,こ の議題 を基本問題委員会にはか り,
教学での早急の検討をお願い したところである。
3,神 奈川大学の生 き残 りに向けての一提言
今 日,日 本の大学 を取 り巻 く環境は まさに激変 しつつあ り,神 奈川大学 にとっ
ても例外ではない。 しか し,神 奈川大学の場合,「平塚問題」 に端 を発する 「未払
金問題」,「補助金の カッ ト・辞退」 とい う重大 な問題 を抱 え,そ れをめ ぐる混乱
の収拾に追いま くられて,本 来当然な されていなければならない対応が何 らな さ
れない まま放置 されているとい うのが実態であ る。すでに,多 くの大学がその生
き残 りを懸けて懸命の努力 を払 っている時,こ の時間の空費は致命的である。速
やか にこの遅れを取 り戻 し,神 奈川大学の将来の発展 を懸けた抜本 的な改革を実
行すべ き時が まさに今であ り,こ の時期 を失 した場合,取 り返 しのつかない事態
に陥ることも肝 に銘 じてお きたい。
神奈川大学がその生 き残 りを懸けて何 をなすべ きか,こ の問題 に答 えるために
は,小 手先の細工では もはや通用 しない。 日本の大学が置かれている場 を今一一度
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見直 してみ る必要がある。た とえば,国 際化,グ ローバル化 という言葉が盛んに
飛 び交っているが,具 体 的にはそれは何 を意味す るのであろうか。交通,運 輸,
通信,情 報 システムの地球規模 での高度の発達i低 廉 なコス トでの利用可能性,
利用幅の巨大組織か ら個人へ の広が り,大 衆 にまで及ぶ地球的規模 での情報の共
有化,グ ローバル化,ボ ーダレス化の流れ,こ れ らは何 人にも阻止で きない時代
の大 きなうね りであ り,大 学 もこの うね りの中で 自らの活 きる道を見出す しか な
いo
日本の企業 もグローバル化,ボ ーダレス化のうね りの中でその生 きる道 を模索
しつつあ り,当 然の ことなが ら,日 本 の企業 と日本の大学の関係 について も大 き
な変化が生 じてお り,就 職 について も,大 学新卒に対す る制度的採用か ら,通 年
採用,9月 期採用ほか多様化の一途をたどっていることに注 目されたい。
9月期採用は外国の大学を卒業 した日本人学生 を対象 にしたものであ り,今 後,
この採用制度は一層広が るはずである。 この背景にある ものは何か,じ っ くりと
検討 してみる必要があろ う。かって海外 に駐在 していた多 くの 日本人がその駐在
中に子弟 だけを日本 に送 り返 し,日 本の大学 に入学 させていた時代があった。そ
の主たる理由 としては,そ の方が 日本企業 に就職 し易かったとい うことである。
しか し,こ れは結果的 に国際性 を身につけて人材 を再びいびつな日本人に焼 き直
す ことになっていたことに留意 してお きたい。
しか し,今 日では,大 きく事情が異 なってお り,両 親は海外駐在 を終 え,日 本
に帰国 したに もかかわらず,子 弟 だけは現地に残 し,現 地の大学 を卒業 させ ると
いった傾 向が強 まつている。なぜ なのか。その方が就職 し易 い条件が形成 されつ
つあるか らである。外国の大学 を卒業することの背後 にある何かが 「売 り物 にな
る能力の切 り札」 を持つ人材 として評価 される時代が到来 している。異文化体験
を通 して,国 際場裏で活躍で きる一皮 むけた日本人 になった とい うことは何 より
も重要な意味 を持つ。 日本企業に勤務 したとしても,国 籍 も異 な り,文 化的背景,
言語 も異なる人々とディベー トしなが ら生 き残 りを懸 けねばな らない時代 は目前
に迫 ってお り,ま た,そ のような能力を持つ人材なら,日 本企業にこだわる必要
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もな くなることに注 目されたい。
しか し,さ らに重要 なこ とは日本の大学が 「売 り物 になる能力の切 り札」 を作
り上 げる教育 システムを持っているか否かであ る。今 日,日 本の大学で も,そ の
教育 システムを持つべ く努力 を払 う大学の数 も次第に増加 しつつあ るが,な お低
水準 に留 まっている と言 わざるを得 ない。 日本の大学がその教育 システムを備 え
てお らず,外 国の大学がそれを備 えているな ら,国 際感覚 に富んだ学資負担者お
よび本人がそれを求めて留学することは十分 にあ り得 ることである。大学間競争
は日本の大学間に留 まらず,世 界 の大学 間に広がるの もまた時間の問題である。
大学の国際化,グ ローバル化 と言 う場合,内 容はここまで深 いとい うことに気づ
く必要がある。
しか も,こ れ らは21世紀に向けての神奈川大学の教育基本方針,そ の実現のた
めの研究 ・教育 システムの構築を踏まえたものでなければならない。
もとより,「収入」確保のためには,現 在,カ ッ トおよび辞退中の補助金の回復,
手数料収入,寄 付金収入の増大 を図ることが必要である。手数料収入については,
受験生の減少傾向を見 る限 りf増 収は望み得ない とい うのが実状である。寄付金
収入 については,創 立70周年 を期 して募金活動 を展開する必要がある。 しか し,
現在,神 奈川大学 にもっとも強 く要求 されているのは自助努力であ り,経 費節減
努力であ り,そ れに基づ く資金蓄積努力である。
本年度の組合か らの春 闘要求 に対 して,ベ アに関 しては,0回 答 を行わざるを
得なかった。「神奈川大学が21世紀 においても活 き活 きと機能 していることは教職
員のすべ てが望んでいるはずである。学生が在学中に,ま た,卒 業生が卒業 して
後,自 分 の母校がそ こにない とい う悲 しい現実 を突 き付けることは絶対 にあ って
はならない」 ということであった。
教師 にとっては,教 え子が どの大学,ど の機関に所属 していようと,あ くまで
も自分の教 え子である。私 自身,現 在,神 奈川大学の教 師 として,精 魂 を込めて
ゼ ミ生 を含む多数の学生 を教育 し,か つ,社 会 に送 り出 してお りrそ の学生お よ
び卒業生のために神奈川大学を守 り抜 くのはきわめて当然のことである。
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組合が要求 しているすべてを一時に満たす とすれば,試 算 しただけで,10億円
程度の資金が必要 となり,間 違いな く神奈川大学の財政に大 きな亀裂が入 るこ と
になる。 もちろん,こ れ まで積み残 してきたものが一気 に解決で きるわけがない
ことについては,組 合自身十分 に認識 されていることは発言の節々に感 じられる
し,春 闘の場ですべての課題の解決 をとい うことではな く,継 続的に協議で きる
場 を作る必要があると考えている。
今回のベア0回 答の ロジックそれ自体はベア0・68%(昨年度)に ついてのそれ
が提示で きない と同様 に提示で きない。 しか し,「耐震診断お よび施設の老朽化に
対する緊急の対応」(現行理事会で直ちに対策 をス ター トさせ,次 期理事会 に引 き
継 ぐ問題),「臨時定員増の恒常化の受け皿作 りに関わる新規プロジェク トの発足」,
「18歳人口の減少に伴 う新 しい対応」,「社会人を対象 とした生涯教育への新 しい対
応」,「留学生の受入れに向けての新 しい対応」,「大学 院大学への新 しい展開」,
「新 しい時代 に向けてのキャンパス整備 ・拡充」(現行理事会が検討 を開始 し,次
期理事会 にその対策総合 リス トを引 き継 ぐ問題)等,神 奈川大学がその存続 と一
層の発展 を懸 けて機能 してい くためには,資 金需要(「現時点で資金の確定で きる
もの」お よび 「確定 はで きないが間違いな く必要 となるもの」)は膨大 なものがあ
り,資 金はい くらあっても足 りない状況にあるということは提示で きる しfか つ,
些少であって も,ま た遅 きに失 したとして も,そ のために必 要な資金の蓄積 を始
める しか道が残 されていないことも提示で きる。
現状の まま推移する場合,新 規 プロジェク トの策定実施 もで きない まま,じ り
貧状態 に陥ってい くことは明 らかである。 どこかで歯止めを掛 けざるを得 ない状
況 にあ り,ど こで掛 けるのか,そ の タイ ミングは まさに今 しかない と言わざるを
得 ない。現状 において,備 蓄なるものは口で言 うほど簡単 なものではないことは
十分に理解 している積 りである。
しか し,今 回のベア0回 答 をきっかけに して,神 奈川大学全教職員が 「神奈川




この頃,補 助金の0部 復活 という報を聞いた時点で,私 の使命 もこれで段
落 を迎 えた という実感 を持つ ことがで きた。特 に理事長職に未練があるわけ
ではな く,何 人かの人か ら留任の根 回 しの必要を説かれたが,私 としては,
なんら行動をとることは していない。不死身を自負 していた私の身体 も次第
に限界点 に達 しつつあ り,理事長退任後,間 もな く,胸 か ら背中にかけて原
因不明の痛みにさいなまれることにな り,そ の痛 さの余 り,食事が0切 摂れ
ない状況の中で,体 重 も75キロから53キロまで20キロ以上 も落ち込 むことに
なった。「癌ではないか」 とも噂 も飛んだほ ど,や せ細 ったのは この時であ
る。 この間,松 岡氏,木 川氏,関 口氏,榎 本氏他多 くの方か ら,「本」,「東
洋医学診療所」,「漢方薬」,「断痛療法(麻 酔科が中心 となっての新 しい治療
法)」,健康食品,健 康 リング等 々のご紹介をいただ き,人 の心の優 しさへの
感激 ひとしおであった。私 自身,そ れまで身体だけはすこぶる丈夫で,こ の
面の優 しさは持 ち合 わせていなかっただけに,こ れらの優 しさは身に沁みる
ものがあった。改めて,御 礼 申し上げたい。
横浜市大病院に入院 し,3ケ 月以上にわたって,あ らゆる検査 を受けたが,
結局,そ の原因を確定することがで きないまま今 日に至 っている。私の正体
不明痛みの根源は未だにその正体 を突 き止め られることな く今 日に至 ってい
る。痛みが取れる直接の きっかけ となったのは,内 科で使 っていたごく単純
な痛み止めの注射であった。同病院で,麻 酔科 による麻酔薬療法,何 種類 も
の痛み止め注射 を試みたが,い ずれ もはかばか しい効果は得 られなかった。
内科で偶々なんとな く打 った痛み止めの注射が効いて,よ うや く痛みから解
放 されることになった。退院後 も,こ の痛み止めの注射薬 を錠剤 に加工 して
もらい,当 初は常用 していたが,現 在で も,痛 みが出る兆候 を感 じる場合の
み,服 用することにしている。 この時期,中 国 ・北京で約1カ 月にわたって
気孔の専門家(北 京大学助教授)か ら,気 孔 による治療 を受ける機会 を得 る




私の場合,横 浜市立大学在任 中から今 日まで,数 回にわたって,国 際交流
基金の支援により,北 京外国語大学国際交流学部での講義担当を委託 される
一方,中 国の経済,経 営問題の調査 を行 なう機会を持つ ことがで きた。神奈
川大学に移ってか らは,学 部長就任 中はその実行 は事実上不可能 とな り,学
部長職を離れた時期 を選んで,平 成3年10月,平 成9年10月,平 成12年12月
の3回,実 行 している。
研究業績の極端 な低下●
神奈川大学に在職 中,発 表 した論文は以下の5点 に留まっている。その う
ち,最 初の2点 は横浜市立大学時代 にほぼ完成 していたものであ り,実 質的
には,僅 か3点 ととい うことになる。言い訳 をす る積 りはないが,こ の落差
は何 とも大 きい。
【6-11】事例研 究 ・本社 を海外 につ くる 一 日本 ビクター株式 会社,雑 誌
「Will」中央公論社,平 成1年12月
【4-15】「日本企業の国際化戦略の新展開 一 複数本社制へ の道程」,神奈川
大学経営学部発行国際経営論集創刊号巻頭論文,平 成2年3月
【3-6】「国際マーケティングー 日米の企業比較」,田内幸一監修 「ゼ ミナー





もちろん,文 部省 に提出 した①経営学部,② 大学院修士課程,お よび,③
博士課程の設立趣意書 はそれに掛けた時間,労 力,そ の出来栄えか ら見て,
十分 に 「論文」 としての資格条件 を備 えている と自負 している。 しか し,そ
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れにもかかわらず,こ れまで発表 してきた多 くの論文の集大成 という事業が
未完成の ままに放置 されているのは,大 いに悔や まれるところである。
学部での講義 とゼ ミ指導●
学部での講義 において,私 が担当 したのは,学 部設立当初は 「経営学総論
(1年次必修)で あ り,年次から見て,初 めての経験 となった。「経営学総論」
の場合,1年 次必修 であ り,か つ,400名程度の学生 を担当することになっ
たため,こ れまでの28年間の経験 に基づ く自信 を一気に突 き崩れることにな
った。私がそれまで経験 したのは,3,4人 次生であ り,受講者数に しても,
多 くて,200名程度であった。この ことは,横 浜市立大学はもちろんの こと,
非常勤講師 として担当 した埼玉大学,横 浜国立大学,筑 波大学 とも共通 して
いた。 この段階で,1年 次生 を担当する教貝のご苦労 を思い知ることになっ
た。 ここで,痛 感 したのは,経 験が長いとか,ベ テランであるというメリッ
トは,拠 って立つ基盤,条 件が変われば,一・気 に吹 き飛んで しまうとい うこ
とであった。 よく考えてみれば,当 然過 ぎることである。
学部ゼ ミを担当 して●
横浜市大では,ゼ ミは人数 を10名以内(ゼ ミ終了後の飲み会 を私が持つた
めの 「懐具合」の限度が基準)に 絞 り込み,週2回,1時 か ら6時 まで徹底
的 に鍛 え上げるとい う 「部活」の乗 りでその指導にあたって きた。
神奈川大学経営学部では,最 初か ら20人以上 を割 り当て られたため,な か
なか思 うに任せ なかったとい うのがその実情であった。この場合 も一律 に議
論す ることはで きない。 まずs私 が以前の ような時間的余裕 を持 ち得ず,ゼ
ミ生の指導に掛 ける手間ひまが大幅 に減少 したことである。 このことはゼ ミ
生 にお詫び しなければならないことの1つ である。 しか し,そ の中で も,ゼ
ミ生 はしっか りと育っていることを実感 している。大学院に進学 したい とい
うゼ ミ生の意向に対 しては,他 流試合の必要性 を説 き,そ れぞれがケンブ リ
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ッジ大学大学院,横 浜国立大学大学院,神 戸大学大学院 に進学 している。現
在で も,OB会 で多 くのゼ ミ生 と会 うが,し っか りと活躍 しているようであ
る。学部創設の頃は彼 たちにOBの 先輩がいないため,横 浜市立大学のOB
会 との合流 を企画 し,好 評 を得ていたことを思い出す。
院生のゼ ミ指導 と学位の取得★
大学院での講義 とい うことでは,神 奈川大学大学院をはじめ,筑 波大学大
学院,横 浜市大大学院,高 千穂大学大学院など多数の大学院で講義 を担当 し
て きた。 どの大学院で も,外 国人留学生お よび社会人の受講が 目立つ。ゼ ミ
生の指導 とい うことでは,神 奈川大学大学院に限 られるが,修 士課程で も,
社会人 を含む多数の院生 を担当 してきた。私の場合,永年の経験 もあってか,
横浜市大大学院ほどではないが,留学生の院生を担当す ることも多い。特 に,
印象に残 っているのは,韓 国出身の李 さんである。 日本語が必ず しも堪能で
はないため,修 士論文の提出にあたっては,相 当苦労 したようである。何 し
ろ頑張 り屋であるので,結 構良い ものを書いていたが,仕 上げには,な お相
当の修正,特 に日本語 にするための修正が必要であった。一週間 ぐらい私の
自宅に通い詰めて,時 には徹夜で,そ の修正 にあたったこともある。韓国で
は,看 護婦資格(看 護大学卒)を 持 っていたため,学 位取得後,日 本の病院
に就職 し,日 本での准看護婦の資格 も取 り,現在では,そ の病院の事務一切
を取 り仕切る事務長 を務める一方,治療の現場で も活躍 をしている。何 しろ,
がむ しゃらな頑張 り屋であるため,院 長の信任 もす こぶ る厚 く,よ くぞここ
まで とい う実績 を残 しつつある。論文の内容 は顧客サービスについてであっ
たため,院 長 とお会い した時,院 長 としては,所属する団体の機関紙にぜ ひ,
「病院の顧客サー ビス」 についての研究の成果 を掲載 して欲 しいとの ことで
あった。毎年,キ ムチの漬け時には,韓 国か ら取 り寄せた大量のキムチを送
り届けて くれる。多分,修 士論文提出の際 に私が協力 したことを心に留め置
いて くれた結果であろう。なお,神 奈川大学に移ってか らも,横 浜市大大学
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院修士課程で も,中 国出身の沈氏,モ ンゴル出身のソリアさんなど多数の院
生か らの相談に乗 り,や や越権 なが ら,論 文指導に もあたったため,今 日で
もなお交流が続いている。
畑中氏,森 田氏は ともに社会人 として,相 前後 して,神 奈川大学大学院修
士課程 に入学 し,そ の後,二 人 とも神奈川大学博士後期課程に進学すること
になる。森田氏は私の横浜市立大学時代のゼ ミ生であ り,空 手の練習にかこ
つけて,私 の横浜市立大学での講義 お よび大学院の修士,博 士課程の講義に
10年間以上にわたってほぼ無欠席で参加 してお り,ま た,山 武ハ ネウエル時
代,森 田氏の上司であった畑中氏(現(株)HOYA)も 森田氏 に引 き摺 られ
て約8年 間にわたって,私 の講義 に同 じくほぼ無欠席で参加 していた。両氏
とも,横 浜市立大学の学部,大 学院で,学 生,院 生の要望 により,し ば しば
お話いただいたが,実 務経験 を活か しての話 は大変好評である。畑 中氏 の場
合,先 日も,神 奈川大学で 「経営戦略論」での講演 をお願 い したが,大 変好
評であったことを申 し添 えてお く。
大学院博士後期課程では,ま ず,畑 中氏の指導 を引 き受 けることとなった
が,そ の結果 を受けて,畑 中氏 は 「経営 のフロンテ ィア ー 現代企業の トッ
プ ・マネジメン トが直面 している戦略的課題 について 一」 というテーマで,
課程博士の学位申請 を行 ない,認 定を受ける運 びとなった。神奈川大学大学
院経営学研究科課程 における 「課程博士」学位認定の第1号 である。この論
文は実務家 としての体験 をフルに活か し,し か も,時 代的要請 に応 えた問題
提起の論文 として位置づけることがで きる。その時,日 経か ら出版 した学位
論文は実務家,特 に,日 本企業の トップ ・クラスでの実務家の注 目を集めて
いる。社会人 としての畑中氏の論文指導 を通 じて感 じたことは,実 務家 とし
ての豊富 な事例 と経験 を論文の中に如何 に活か し切れるか ということであっ
た。社会人を院生 として迎 え入れる場合,そ の成否の鍵 を握 る ものは,彼 た
ちが持つ豊富な事例 と経験の普遍化,一 般化 にあたって,い かに体系化 し得
るか,わ れわれ研究者が持つ普遍化,一 般化の能力 をどの程度 まで注入 し得
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るかに懸かっている。その意味では,ま さに共同研究 とも言 うべ き性格 を持
つ ことになる。今後,私 のこれ までの研究を集大成するためには,旗 中氏が
学位論文の中で提示 した 「時間の経済」,「情報共有化の経済」の背景 にある
コンピュータ普及に関わる諸事象をいかに組み込むかに懸かっている。
続いて,金 宇烈氏,岡 部幸徳氏が博士後期課程 に進学 し,ゼ ミに参加する
ことになった。その後,両 氏 とも,課程博士の学位論文 を提出 し,相次いで,
学位 を取得するに至っている。
「わたくしの研究 ・教育の回想」についての執筆雑感
今回,上 記のテーマでの執筆 を思い立 ったが,執 筆 中に感 じたさまざまな
問題 を箇条書 きで提示 してお くことにす る。
① まず,私 の場合,「執筆雑感」 を設けるとい う手法 を常用 して きたが,こ
れの意外 な効果を改めて確認することになった。 これまで論文 を執筆する
都度,「本文 には組み込めないが,今 後解明 したい課題」 を抱 えることに
なったが,単 なるメモでは,散 逸の恐れがあるため,備 忘録的意味 を持た
すため,論 文の最後 に,必 ず,そ のための紙面 を割いて もらうことにして
いた。今回,主 要な論文 を読み返 してみて,こ の 「執筆雑感」が私の研究
遍歴 を時系列で回想するに当たって,結 果的にも,大 変な効果 を持 ってい
たことである。この度の 「執筆雑感」 はまさに 「執筆雑感」その ものであ
り,「習い性」 という程度の意味 に留 ま。
② また,私 の場合,取 扱 う問題の特異性 か ら,必 ず,論 文の冒頭でT「分析
視点お よびフレームワーク」 を提示 しているが,こ れ もまた 「研究 ・教育
遍歴」の回想 に当たって,重 要な役割 を演 じて くれたということである。
「神奈川大学経営学部長」就任の際に纏めた詳細極 まる 「個人調書」 もま
た大変重宝 した。 これがなかった ら,ほ とん どの資料 は散逸 してお り,
「研究 ・教育遍歴」 もこれほど精緻 なものにはならなかったであろう。
③ 「わた くしの研究 ・教育遍歴」 も,回 想 してみれば,持 てる知力,体 力,
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気力 を振 り絞 っての 「一所懸命」の努力の結果であ り,人 間,「やる気 に
なれば,か な りのことがで きる」 ことの確信 を得ることになった。今回の
「研究 ・教育遍歴」執筆 を通 して,こ れまで書 き込んで きた論文の集大成
を単著 として出版することを視野に収めることがで きたが,現 在,進 行 中
の 「神社経営 とマーケティング」 とい う論題 も捨てがた く,し ばらく,こ
の選択肢の狭間で揺れることになろう。
④今回,過 大の紙面 を割いていただ く結果 となったが,神 奈川大学への移籍
後,研 究その ものが頓挫 していた反動で,定 年を機 に一気 に書 き上げたも
のであ り,研究意欲が回復 できたことは私 にとって大変幸いなことである。
神奈川大学在籍中の献身的な努力に対 してこの程度のことは許 していただ
ける もの と確信 していた。 これ まで も,数 多 くの 「共著」 において,か な
りの紙面 を実力でかち取 って きたが,今 回は 「実力」ではな く,皆 さんの
「温情」 にすがることになりそ うである。
⑤ 「わた くしの研究 ・教育遍歴」 はこれか ら研究者 を目指す人たちを視野に
入れて執筆 したとい う側面 をも持っている。少な くとも,私 の研究遍歴は
「新 しきもの」への絶 えざる挑戦であ り,あ えて喩 えるならば,学 界 にお
ける 「ベ ンチャー」 としての役割 を演 じて きたと確信 している。 これから
の研究者 にとって,「常識」,「通説」 に惑わ されない姿勢が何 よ りも大切
である。私の 「へそ曲が り」 とい う特性は研究職,教 育職,行 政職,特 に,
研究職において,最 大限に活か されることになったが,研 究 に向けての私
の基本的姿勢 だけはぜ ひ見習 っていただ きたい と考 えている。「私の専攻
は」 といった言い方が通用 しない段 階に入ってお り,「求め られ るもの」
に向けて,大 胆かつ細心 に立ち向か うべ き時代が到来 していることに留意
されたい。
なお,写 真 としては,経 営学部創設時点で苦楽 を共に した箕輪成男氏,藤
原鎮男氏(初 代理学部長)衣 笠の3人 が載った写真が見つかったので,無 味
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◎ 「図 一14日 本 企 業 のR&D特 性 」(【4-1fi】「図 一8」P44として掲 載)(分 析 ツ ール
19)




















「図 一15日 本 に お け る 日本 企 業 の 企 業 規 模 の 市 場 規 模 の 関 係 」(【9-2】1996「図一7」
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